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学位論文概要（日本語） 
題目 
「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動  
 
概要 
テレビ視聴者を取り巻くメディア環境は，インターネットを利用したサービスの普
及に伴い，大きく変化している．YouTube やニコニコ動画のような動画共有サイトを
はじめ，多くのビデオオンデマンドサービスによって，テレビ放送を受信しなくても
パソコンやスマートフォンを通じて多種多様な動画コンテンツを視聴することができ
る．そして最近では，テレビ放送システムにおいて，インターネット接続を前提とし
たテレビ受信機向けの新しいサービスを創出する動きが出てきた．2013 年 9 月より，
NHK が「Hybridcast」という放送通信連携サービスを開始し，民放各局もその後様々
なトライアルを行っている． 
CGM（Consumer Generated Media）による情報流通は，旧来のテレビ視聴環境で
は情報の受け手であった側が送り手として様々な情報を発信することを可能にした．
本研究では，旧来のテレビ視聴環境に CGM を加えた新しいメディア環境を，「複合メ
ディア環境」と定義する．最近，若年層を中心としたテレビの視聴時間の低下といっ
た「テレビ離れ」が指摘されており，「複合メディア環境」において人々のテレビに対
する捉え方がこれまでと比べて変化している可能性が高い．本研究の目的は，これか
らも技術面やサービス面においてさらに進化し，幅広い世代に拡がるであろう「複合
メディア環境」において，人々の動画コンテンツに対する視聴構造を明らかにするこ
とである．これまでの視聴形態であったテレビ放送のリアルタイム視聴や家庭用録画
機器を利用したタイムシフト視聴に対し，新たなイノベーションとなる CGM がどの
ように関わるのかを示すための調査票調査を実施した．  
 
本論文の構成及び各章の概要は次の通りである． 
1 章は，導入のための章である．最近のテレビ放送システムにおいて放送と通信の
連携がますます進んでいる状況を説明した後，テレビ視聴者をとりまく環境が従来ま
 ii 
でのテレビ視聴環境とは大きく変化していることに触れ，そして本研究の目的と目標
について示している． 
2 章では，過去のテレビ受け手論において示されたテレビ視聴者像に関する整理を
行い，今回実施した「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動を捉えるための
調査方針について述べている． 
テレビ放送開始当初，大衆社会論が理論的な背景となり，テレビ視聴者は受動的な
存在として捉えられた．その後，1970 年代には「能動性」と「多様性」をもったテレ
ビ視聴者像を捉えようとする研究が盛んになり，人々が日常生活の中でテレビをどの
ように位置付けているのかという問題が取り扱われるようになった．一日あたりのテ
レビ視聴時間の低下といった，いわゆる「テレビ離れ」に関する問題はこの当時にも
指摘がなされていた． 
その後，1980 年代より放送の多チャンネル化や家庭用録画機器といったイノベーシ
ョンの普及が始まり，人々のテレビのリアルタイム視聴形態に対して与える影響に関
する調査が行われるようになった．その結果，多チャンネル環境を有するテレビ視聴
者はそうでない視聴者よりも選択的かつ能動的な視聴を行う傾向が確認された．また，
家庭用録画機器はテレビ視聴者にタイムシフト視聴といった新しい視聴手段を提供す
ることになり，ハードディスクが搭載されるなどの家庭用録画機器の技術的な進化に
よって，テレビ視聴者の快適化や時間効率化がさらに進んだことも示されている． 
しかし，CGM はテレビ放送のような単一方向型メディアとは異なり，情報の流れ
方が双方向的であり，既存のテレビ受け手研究の枠組みの中で CGM を容易に位置づ
けることはできない．また，CGM がこれまでの放送システムと機能的に置き換わる
部分が出てくる可能性もある．よって，本研究では，複合メディア環境において，人々
が CGM の存在を前提としてテレビ視聴や家庭用録画機器がどういった位置づけにな
っているのかを示す必要があった． 
3 章では，複合メディア環境におけるテレビ視聴者行動を明らかにするために，多
様化するテレビへの接し方を捉える尺度を求めると同時に，テレビ視聴時間と比べて
CGM の利用が少ないグループ（テレビ指向グループ）と多いグループ（ネット指向
グループ）の調査対象者におけるテレビ視聴行動の違いについて分析を行った． 
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両グループの対象者に共通したテレビへの接し方を捉えるための尺度を作成するた
めに，テレビ指向グループとネット指向グループの調査対象者を合わせて「ボンド・
グループ」を形成し，「ボンド・グループ」に対する因子分析を実施した．その結果，
人々のテレビの捉え方を構成する要素として「番組への関心性」，「習慣的なテレビ接
触」，「低関心性・必要性」，そして「放送局／チャンネルへの関心性」の四つの因子が
抽出できた．また，テレビ指向グループとネット指向グループにおける人々のテレビ
の捉え方の違いを知るために，テレビ指向およびネット指向グループに対する因子分
析の結果と「ボンド・グループ」に対する因子分析の結果を比較した．その結果，テ
レビに対する安心感，生活上欠かせないという感覚，そしてテレビが好きという感覚
について，ネット指向グループは「番組」の概念に対して結びつく傾向にある一方で，
テレビ指向グループは「テレビを見ることができる環境」に対して結びつく傾向にあ
った．また，ネット指向グループは，テレビを見る環境に依存するのではなく，むし
ろ番組そのものに対して選ぶ目をもち，自らが視聴したい番組を選択しようとする傾
向にあることが示された． 
次に，対象者の因子得点を利用したクラスター分析を実施することにより，「複合メ
ディア環境」において特徴的なテレビ視聴パターンを示した．その結果，クラスター
A（バラエティシーキング），クラスターB（テレビ高関与），クラスターC（テレビ関
与なし），クラスターD（習慣性なし），クラスターE（放送局限定関与）の五つのクラ
スターに分類することができた．クラスターC は，テレビ指向グループにわずか 2％
程度しか存在しないことから，ネット指向グループにおいて現れる，いわゆる「テレ
ビ離れ」が生じているクラスターであった．しかし，ネット志向グループはグループ
全体に「テレビ離れ」が生じているわけではなく，むしろクラスターB のようなテレ
ビに対して高関与な人々のほうが多く存在していた．  
4 章では，複合メディア環境における家庭用録画機器の役割を示すための調査票調
査を実施した結果について述べた． 
その結果，動画共有サイトの利用が家庭用録画機器の利用と相反関係であるとはい
えず，むしろ動画共有サイトを利用する層は家庭用録画機器も積極的に利用しようと
する傾向が確認された．家庭用録画機器の利用頻度に関して，動画共有サイトを利用
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する層は利用しない層と比べて利用頻度が高い傾向にあった．また，録画した番組を
ダビングしようとする傾向は，動画共有サイトを多く利用する層のほうが強かった．
さらに，動画共有サイトの利用頻度が高いグループほど，見逃した番組に対する番組
視聴欲求が高い傾向にあった． 
そして，家庭用録画機器の利用状況が動画共有サイトの利用状況によって異なる背
景を探るために，3 章で明らかにしたテレビ視聴パターン（クラスターA（バラエテ
ィシーキング），クラスターB（テレビ高関与），クラスターC（テレビ関与なし），ク
ラスターD（習慣性なし），クラスターE（放送局限定関与））と家庭用録画機器の利用
状況との関わりについて調査した．その結果，クラスターB のようなテレビに対して
高関与な人ほど録画予約を積極的に行う傾向が確認された．これは，放送番組を録画
するという行動は，視聴する番組を低関与的にとりあえず選択するといったバラエテ
ィシーキング性が表れたものではなく，視聴したい番組を能動的に選択するといった
テレビ番組への関与の高さとの関連を直接的に示唆するものであった．録画した番組
に対して実際に再生した頻度や，録画した番組を外部メディアへのダビング保存する
頻度に関する調査結果についても，それを裏付けるものであった．  
 最後に，5 章では本研究の総括を行い，最近の「テレビ離れ」に関する議論につい
て言及し，そしてテレビ放送システムの高度化に関する提言を行っている． 
「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動として，ネット指向グループにお
いてテレビに対して高関与な層は，テレビメディアへの関与よりも番組（コンテンツ）
に対する関与を強く示す傾向が確認された．「複合メディア環境」が今後さらに進行す
ると，人々のコンテンツ関与傾向がさらに強まり，全体としては多くの視聴者に受け
入れられるコンテンツを配信しているメディアに視聴者が集まるようになると考えら
れる．旧来のテレビ放送であろうが，新しいインターネット動画配信サービスであろ
うが，動画コンテンツ流通の活性化には人々を惹きつけるコンテンツが必要であり，
そのためのビジネスモデルの構築が重要となる． 
また，1 章に示したようなインターネット接続を前提とした新しい放送システムに
今後視聴者が集まるか否かは，そのうえで展開されるコンテンツへの関与の高さに依
拠するものと考えられる．つまり，技術的なシーズとしては新規性があり，システム
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としては利用者の好奇心を煽る仕組みであったとしても，「複合メディア環境」が進行
するにつれて視聴者のコンテンツ関与傾向が強まるため，新しい放送システムの普及
には視聴者に受け入れられるコンテンツが必要である．展開するコンテンツに人々の
高い関与を集めることができれば，新しい市場を形成できるものと考える．  
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学位論文概要（英語） 
Title 
A Study of Television Viewers’ Behavior under ‘Complex Media Environment’  
 
Abstract 
The environment in which TV viewers interact with mass media has changed 
greatly with the rapid spread of diverse services on the Internet. 
We now can watch a wide selection of video content via a PC or a smart phone 
thanks to the large number of on-demand services, e.g. video-sharing websites 
such as YouTube and Nico Nico Douga. Such services mean we can watch a wide 
range of content even without receiving television broadcasts. 
The public and private sectors have recently begun to develop new services for 
the TV broadcasting system. It is assumed that these new services will utilize a 
TV receiver connected to the Internet. NHK launched Hybridcast, a service that 
links broadcasting with communication, in September 2013. Commercial TV 
stations have conducted trial broadcast of new services following NHK. 
Thanks to the dissemination of information by consumer generated media 
(CGM), people who simply watched TV programs in the old environment can now 
disseminate video content as providers. This study defines the services offered on 
the Internet and via television, especially the new environment of mass media 
including CGM, as a complex media environment. 
These days, there is a lot of talk about the “trend away from television,” mainly 
among the younger generation as they spend less time watching TV than people 
used to. It is likely that in today's complex media environment, people tend to 
think about television in a different way than in the old days. This complex media 
environment will develop more and more in terms of technology and services; and 
will come to be accepted as the norm by successive generations.  
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Against such a background, this study aims to clarify the structure in which 
people watch video content in a complex media environment. To this end, the 
author conducted a questionnaire survey to determine how CGM interacts with 
the real-time TV viewing and time-shift viewing, which utilizes home-video 
recording devices. 
 
The organization of this paper and the outline of each section are as follows:  
Section 1 introduces this paper. First, the author explains the current situation 
in which the broadcasting system has been upgraded. Next, the author mentions 
that the environment in which TV viewers interact with mass media has changed 
greatly. Then, the author presents the aim and goal of this study. 
Section 2 presents a representative TV viewer, as was discussed in the past 
theory that people simply use to watch TV programs. The author describes the 
policies of the investigation to capture the behavior of TV viewers in a complex 
media environment. 
When TV broadcasting started, TV viewers were considered to be passive on the 
basis of the mass society theory. In the 1970s, research that attempted to capture 
the tendencies of TV viewers who are active as well as diverse became popular. 
That kind of research dealt with the issue of how people watch TV in their daily 
lives. The “trend away from television,” with decreasing daily viewing time, has 
been reported from around that time. 
Innovations such as multi-channel broadcasting as well as time-shift viewing by 
home-video recording devices were introduced in the 1980s, and research was 
conducted at the time into the effect that such innovations were having on 
traditional real-time TV viewing. TV viewers with access to multi-channel 
broadcasting tended to be more selective and active in TV viewing than those 
without it. It was shown that home-video recording devices could provide TV 
viewers with a new way to watch TV, that is, time-shift viewing. It was also shown 
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that technical advances in home-video recording devices enabled people to watch 
TV in a more comfortable and time-efficient manner. 
In CGM, the flow of information is two-way, that is, interactive—as opposed to 
one-way media such as the existing TV broadcasting. It is not easy to locate CGM 
in the existing framework of research on TV viewers. In this study, it is necessary 
to show how people position TV viewing and home-video recording devices on the 
assumption of the presence of CGM. 
To clarify the behavior of TV viewers in a complex media environment, Section 3 
identifies measures to assess their relationship with this diversified TV 
broadcasting. The author defines TV viewers who spend less time on CGM than on 
TV viewing as the TV-oriented Group and those who spend more time on CGM 
than on TV viewing as the Internet-oriented Group. By choosing subjects from 
both groups, the author analyzes the difference in their viewing behaviors. 
To develop a method to capture perspectives on TV broadcasting, which can be 
used for subjects chosen from both groups, the author sets up the Bond 
Group—which includes both the TV-oriented Group and the Internet-oriented 
Group. The author then carries out a factor analysis for the Bond Group. The 
following four factors were extracted as the elements that define perspectives on 
TV broadcasting: i) interest in TV programs, ii) TV watching habits, iii) low 
interest and low necessity, and iv) interest in broadcasting stations and/or TV 
channels. To learn about the difference in perspectives on TV broadcasting 
between the TV-oriented Group and the Internet-oriented Group, the author 
compares the result of the factor analysis for those groups with that of the factor 
analysis for the Bond Group. It transpires that the TV-oriented Group and the 
Internet-oriented Group: i) feel easy with TV broadcasting, ii) feel that TV 
broadcasting is indispensable to their lives, and iii) feel that they themselves like 
TV broadcasting. Those in the TV-oriented Group tend to be associated with the 
environment in which they can actually watch TV, whereas members of the 
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Internet-oriented Group tend to be associated with the concept of TV programs. It 
is also shown that the Internet-oriented Group tends to have a preference for TV 
programs and selects the ones they want to watch, regardless of the environment 
in which they can actually watch TV. 
Next, the author shows the characteristic patterns of TV viewing in a complex 
media environment by conducting a cluster analysis with factor scores of the 
subjects. The author classifies them into the following five clusters: i) cluster A 
(seeking varieties), cluster B (high interest in TV broadcasting), cluster C (no 
interest in TV broadcasting), cluster D (no habit of watching TV), and cluster E 
(interest in selected broadcasting stations). 
Cluster C accounts for only 2% in the TV-oriented Group. This shows that it is 
the cluster in which people watch fewer TV programs, that is, the cluster that 
appears in the Internet-oriented Group. However, not all the people in the 
Internet-oriented Group go away from TV, but more of them belong to cluster B 
with a high interest in TV. 
Section 4 presents the results of the questionnaire survey to show the role that 
home-video recording devices play in a complex media environment. 
The results show that the use of video-sharing websites is not in a conflicting 
relationship with the use of home-video recording devices. Rather, the author 
found that those who use video-sharing websites also tend to actively use 
home-video recording devices. Those who use video-sharing websites tend instead 
to use home-video recording devices more than those who do not use such websites. 
Those who often use video-sharing websites tend to copy recorded TV programs 
more often than those who do not use video-sharing websites so much. The former 
also tend to show more desire to watch missed TV programs than the latter. 
To explore the context behind the finding that the use of home-video recording 
devices differs depending on the use of video-sharing websites, the author looked 
at how the five clusters of TV viewing identified in Section 3 are interrelated 
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(seeking varieties, high interest in TV broadcasting, no interest in TV 
broadcasting, no habit of watching TV, and limited interest in broadcasting 
stations). The author found the tendency that the more highly interested one is in 
TV broadcasting, the more actively one records programs. The behavior of 
recording TV programs does not represent a tendency to seek varieties, e.g. to 
choose any TV programs even without particular interest. Rather, our result 
directly suggests that that kind of behavior shows a high interest in TV programs 
by actively choosing TV programs one wants to watch. This claim is also supported 
by the results of the investigation on the frequency at which recorded TV 
programs are actually played and on the frequency at which recorded programs 
are copied and saved in external media. 
Finally, Section 5 summarizes this paper and presents proposals on upgrading 
the TV broadcasting system. In the Internet-oriented Group, there are more 
people who are highly interested in TV broadcasting than those who watch fewer 
TV programs. The author have learned, regarding the behavior of TV viewers in a 
complex media environment, that those who are highly interested in TV 
broadcasting tend to show their interest in TV programs (content). Therefore, the 
summarization is whether TV viewers show their interest in new broadcasting 
systems such as Smart TV that assumes a connection with the Internet depends 
on whether TV viewers show a high interest in the content that is broadcast on 
such new systems. However new it is technically, and no matter how intriguing a 
mechanism it is as a video-delivery system, one cannot create a new market 
without quality content being available on the system and high public interest. In 
other words, with quality content and high public interest, we have a better 
chance of creating a new market based on a sophisticated TV broadcasting system. 
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1. 本研究の背景と目的 
 
1.1. これまでのテレビ視聴および動画視聴環境の変化 
 
 日本におけるテレビ放送は 1953 年の放送開始から約 60 年が経過した．放送が開始
されてから家庭用録画機器が普及するまでの間のテレビ視聴形態は，放送された番組
を直接受信し視聴する「リアルタイム視聴」と呼ばれるものであった．テレビ番組は，
新聞等に掲載されているテレビ欄のタイムスケジュールに従って放送されており，所
望の番組を視聴するためには放送される時間にあわせてテレビを視聴しなければなら
なかった． 
 しかし，テレビに関する技術の進歩によって，1980 年代以降家庭用録画機器の一般
家庭への普及が進み，これまでの「リアルタイム視聴」に加え，録画した番組を自分
が視聴したい時間に視聴できる「タイムシフト視聴」が可能となった．また，CATV
および BS／CS 放送による放送の多チャンネル化も進み，人々は地上波テレビ放送だ
けでなく，より多くのテレビ番組の中から所望の番組を選択することができるように
なった． 
 さらに，最近ではブロードバンド・インターネットが普及し，2000 年代に入りテレ
ビ放送以外でもインターネット経由で動画コンテンツを視聴可能な映像配信サービス
が数多く展開されるようになった[1][2]．また，従来のテレビ視聴環境にてこれまで情
報を一方的に受け取っていた人々が，CGM（Consumer Generated Media）上で比較
的容易に情報を発信できるようにもなった．ミニブログの Twitter[3]や，Facebook[4]
をはじめ，動画関連サービスの YouTube[5]や USTREAM[6]といったさまざまなサー
ビスが世界規模で展開されるようになり，現在ではこれまでテレビ放送において提供
されていたニュース等のリアルタイム性が高くかつ多くの視聴者を惹きつけてきた情
報を CGM 上でも視聴することができるようになっている． 
 このように，最近のテレビ番組や動画コンテンツの視聴においては，家庭用録画機
器を利用もしくはインターネット上の動画を検索することによって，視聴者の都合に
 2 
ある程度合わせた形で視聴できる状況になっている．また，これまでのテレビ受信機
は主にテレビ放送を受信し表示するものとして視聴者に利用されてきたが，テレビ受
像機をブロードバンド・インターネットと接続することにより，インターネットを経
由した多様な高画質の動画配信サービスも利用できるようになった． 
 
1.2. テレビ放送システムの高度化に関する最近の動き 
 
 2011 年 7 月 24 日，これまで長年テレビ放送のインフラストラクチャであった地上
波のアナログ放送が停波となり，地上波デジタル放送への完全切り替えが全国で行わ
れた[7]．地上波放送システムにおいて，十数年に渡り課題になっていた地上波テレビ
のデジタル化がこの停波によって一応の区切りを迎えたことになる． 
 その後，テレビ放送の更なる高画質化およびインターネット接続を前提としたテレ
ビ放送受信機向けの新しい放送サービスの創出といった，国内における放送システム
の更なる高度化を目指す官民挙げての新たな動きが出てきた． 
 総務省は，2012 年より「ICT 成長戦略会議」を開催している．ICT（Information and 
Communication Technology）とは，情報処理および情報通信，つまり，コンピュー
タやネットワークに関連する諸分野における技術・産業・設備・サービスなどの総称
である．この会議の目的は，ICT が新たな富の創出や生産活動の効率化に大きく貢献
し，国民生活を便利にするものであり，ICT の活用が経済成長のための重要な鍵とな
っていることから，グローバル展開を視野に入れつつ ICT を日本経済の成長と国際社
会への貢献の切り札として活用する方策等を様々な角度から検討することにある． 
 この会議の中の一つのプロジェクトとして，デジタル放送の次の世代になる放送シ
ステムを世界に先駆けて実現し，世界規模で市場を創出することを目標とした「放送
サービスの高度化に関する検討会」が発足した．この検討会では，デジタル放送の先
にある次世代のテレビとして，テレビ放送システムにインターネットを利用した各種
アプリケーションを連携させた「スマートテレビ」[8]や，4K/8K のような高画質テレ
ビ放送[9]といった新しいテレビ放送システムを推進すべく，様々な検討が進められて
いる．とくに「スマートテレビ」の分野では，2013 年 9 月 2 日より，NHK が放送通
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信連携サービスである「Hybridcast」を開始した[10]．これは，スマートテレビに関
する国内の技術規格の策定を目指す動きであり，民間放送局においてもその後表 1-1
に示したように，2014 年上旬に「Hybridcast」を利用した各種実証実験を実施して
いる．このサービスを利用できるテレビ受信機は現在のところ限定されており，東芝
やパナソニックが発売した一部の対応受信機のみであるが，今後各受信機メーカーか
らも対応受信機が発売され，普及していく見込みである．「放送サービスの高度化に関
する検討会」では，スマートテレビの分野をさらに発展させるべく，具体的な推進体
制やスケジュールが示されている． 
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図 1-1 Hybridcast 概念図 
 
表 1-1 2014 年上旬に実施された Hybridcast 主な実証実験内容（民放局） 
実施局名 放送時期および主な番組名 実証実験内容
テレビ東京
1/3（金）「MISSION 001～みんなでス
ペースインベーダー」
放送中に、ハイブリッドキャスト連動コンテン
ツをダウンロードさせることにより、ゲームの
ヒントや自分のスコア・順位などを番組の進
行に沿ってナビゲート。
TBSテレビ
1/15（水）～16（木）「第22回全日本高校
女子サッカー選手権大会」
「高校女子サッカー準決勝・決勝」では、チー
ムや選手に関する多種多様なプレイデータを
テレビ上に並べながら番組の視聴を可能に。
日本テレビ 1/25（土）「JoinTV」
投票の結果で通信販売販売価格が決まる等
の企画。
テレビ朝日 2月下旬「クレヨンしんちゃん」
視聴時間の長さに応じて「しんちゃん」が出
来るアクションが増える形式のゲームコン
テンツ展開を実施。
フジテレビ
3月上旬「人狼～嘘つきは誰だ？～
village05」
登場人物の情報を表示させたり、出演者に関
する情報をtwitterでツイートすることができた
り等、演出を補完するサービスを提供。
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 このように，テレビ放送システムが通信と連携する放送サービスの分野においては，
官民一体となって，インターネットを経由した動画配信や番組関連メタデータを利用
した新たな番組の演出および情報提供を可能とするサービス基盤を創出しようする動
きが，今後も一層加速するものと考えられる． 
 
1.3. 放送事業者以外のテレビ放送システムに対する最近の取り組み  
 
 その一方で，インターネット関連事業者やテレビ受信機メーカーも，自らの事業領
域とテレビ事業領域を連携させた新しいサービスを模索する動きが近年盛んになって
いるのである．ブロードバンド・インターネット接続されたテレビ受信機に対して，
放送事業者以外の事業者でも動画配信サービスが提供できるようになった． 
情報通信白書[11]では，「放送受信機としての機能を有する端末にインターネット接
続を通じて何らかの機能拡張を図るもの」を「スマートテレビ」と表現している．つ
まり，ここではウェブ・ソーシャルメディアの利用，アプリの利用，デバイス間連携
なとといった機能拡張を実現するテレビ端末ないしセット・トップ・ボックスを総称
して，「スマートテレビ」を定義している． 
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 この「スマートテレビ」であるが，表 1-2 に示したように，放送事業者以外のイン
ターネット事業者やテレビ受信機メーカーも積極的に展開している．特に，スマート
フォンによって携帯電話の市場を席巻している Google 社が 2010 年に発表した
Google TV は，市場へのインパクトも大きく，「スマートテレビ」という言葉が一般
に認知し始めたきっかけとなった．この後，放送事業者やテレビ受像機メーカーを巻
き込んだ形で「スマートテレビ」の主導権争いが行われている．Google TV は，これ
までのテレビ受信機とは異なり，電源を入れるとテレビ放送が自動的に表示されるも
のではなく，YouTube などインターネット上の動画プラットフォームが検索できるな
ど，放送以外の多様なサービスにアクセスするためのポータル機能を有しているのが
特徴である．志村[12]は，「旧来のテレビ市場には参入していなかったグーグルなどの
IT 企業，またコンテンツ配信のプラットフォーム企業たちが，スマートテレビ市場に
勃興し，活性化している」と述べている． 
 
 
表 1-2 主なスマートテレビサービス一覧 
製品／サービス名 事業者名 対象端末
アクトビラ アクトビラ TV，DVR
iPlayer BBC PC，TV，スマートフォン他
Hulu Hulu TV，STB，DVR，PCスマートフォン他
もっとTV 電通、民放キー局 TV，DVR，スマートフォン
Netflix Netflix TV，ゲーム機、PC
YouView BBC，iTV，Chanel4他 STB
Hybridcast NHK TV，STB
AppleTV apple STB
GoogleTV Google，SONY他 TV，STB
SmartTV Samsung TV
VIERA Connect Panasonic TV，STB
 
（平成 24 年版の情報通信白書より引用） 
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1.4. 「複合メディア環境」 
 
このように，最近のテレビ視聴者を取り巻く環境は，インターネットを利用したサ
ービスの普及に伴い，大きく変化している．「スマートテレビ」の登場により，視聴者
がテレビ受信機上でも，テレビ放送だけでなくインターネットを通じて，放送事業者
もしくは番組制作者が制作した多様な動画コンテンツを視聴することができる．イン
ターネット上にある動画コンテンツは，パソコン，モバイルおよびスマートフォンと
いったインターネット接続が可能な様々なメディアを通じて視聴することが出来るの
である．YouTube やニコニコ動画のような動画共有サイトをはじめ，各種ビデオオン
デマンドサービスにより，テレビ放送を受信しなくても多くの動画コンテンツを視聴
できる環境にある．視聴デバイスについてもテレビ受信機以外のパソコンやスマート
フォンを選択してもよいのである． 
 本研究では，テレビ視聴環境に加えてインターネット上に展開されているサービス，
とくに CGM を加えた新しいメディア環境について，図 1-2 に示すように「複合メデ
ィア環境」として定義する． 
図 1-2 「複合メディア環境」 
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 ここで定義する「複合メディア環境」は，旧来のテレビ視聴環境とは以下の２点の
観点で異なっているものである． 
 
① テレビ受像機以外のパソコン／モバイル端末に向けた動画の配信 
 旧来のテレビ放送の視聴形態は，放送から発信された放送波を直接テレビ受像
機で受信し，放送されている番組を直接視聴するといった形式であった．しかし，
ブロードバンド・インターネットの普及により，人々はパソコンやモバイル端末
といったインターネット接続された各種端末の上で，インターネットに存在する
動画を視聴することができるようになった． 
② CGM を利用した動画共有サービスによる情報の配信 
2002 年前後より広まったと言われるブログ（ウェブログ）により，人々は技術
的な知識がなくても Web コンテンツを制作し，ネット上で容易に公開できるよう
になった．その後，YouTube のような，人々が容易にインターネット上で情報（文
字，静止画，動画）を共有できる様々なサービスが登場した． 
CGM 上では，これまでのテレビ視聴環境では受け手であった人々が，より広範
囲の情報に容易に接触できる可能性を持つ．したがって，「複合メディア環境」に
おいて CGM の利用が比較的多い人々は，必ずしもテレビに接しなくとも，自身
が望む情報を授受できる状況にあると考えられる． 
 
 旧来のテレビ視聴環境では，番組を制作もしくは放送インフラを管理できる限られ
た送り手が，電波という手段を用いて視聴者に対して放送番組を提供していた．しか
し，「複合メディア環境」においては，モバイル端末などインターネットに接続されて
いる環境を利用し，多種多様な動画の受配信を実現できるほか，これまで受け手とし
て存在していた視聴者も，CGM を利用して送り手になることが可能になるなど，こ
れまで固定されていた送り手と受け手の関係性が流動化しているのである．送り手と
受け手の流動化した様子をより明確に示すために，次の 1.5 では放送における送り手
と受け手のコミュニケーションをモデル化して説明する． 
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1.5. シャノン－ウィーバー・モデル 
 
テレビ視聴システムにおける送り手から受け手までの流れを整理するために，図
1-3 に示したコミュニケーションに関して最も基礎的なモデルの一つであるシャノン
－ウィーバー・モデル（Shannon-Weaver Model）について検討する．このモデルは，
数学者であったシャノンが 1949年に機械間の通信モデルとして提唱したものに対し，
翌年にウィーバーが，人間のコミュニケーションも含む形で，より一般的なモデルと
して位置づけたものである[13]． 
 ここでは，現在の放送システムの中で最も普及している地上波デジタル放送を想定
し，番組制作から伝送，そして視聴者が番組を視聴するまでの流れについて，このモ
デルを適用することにした． 
最初に，「情報源」というのは，放送事業者や番組制作者が視聴者に伝えたいと考え
ているメッセージに該当する．テレビ番組の場合，それは動画と音声といった形で視
情報源 送信機 通信路 受信機 受信
雑音
 
図 1-3 シャノン－ウィーバーのコミュニケーションモデル 
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聴者に伝えようとしており，カメラや編集機器を利用し，定められた時間尺の中で放
送するための番組を制作したり，もしくはスポーツ中継や事件現場など放送局の外部
から生映像として放送局内に伝送したりといった手続きが行われる．また，地上デジ
タル放送では「データ放送」と呼ばれる文字を中心にした情報を別途伝送することも
可能となっている． 
 次に「送信機」と「通信路」であるが，地上デジタル放送の場合，電波を利用して
相手に届ける必要があるため，電波に情報源の信号を重畳するための技術的な処理を
放送局側で行う必要がある．地上波デジタル放送の場合，デジタル信号の伝送および
信号処理に関する技術の特性を生かし，限られた伝送路容量の中で多くの情報を伝送
し，また雑音の多い通信路を通過する際にも伝送する情報をできる限り誤りなく伝送
するための工夫が盛り込まれている[14]． 
 「受信機」については，地上デジタル対応受信機を各家庭にて用意することにより，
テレビ番組を視聴することが可能となる． 
 このように，シャノン－ウィーバ ・ーモデルを地上デジタル放送に適用したときに，
これまでの地上アナログ放送と比べ，「高画質・高品質な映像音声の伝送」や「データ
放送」といった新たな情報源の伝送が可能になっているものの，このモデルの中で説
明する情報の送り手と受け手の関係そのものに変化はみられないのである． 
  
1.6. 「複合メディア環境」がもたらしたテレビ視聴環境の根本的な変化 
 
 これまでに生じたテレビ放送システムの技術的な進化について，シャノン－ウィー
バー・モデル上に展開したものを図 1-4 に示した．図 1-4 によると，放送の多チャン
ネル化，家庭用録画機器の普及，インターネットによる映像配信，そしてモバイル端
末等テレビ受像機以外でのテレビ番組の視聴といった，CGM による情報流通以外の
進化は，シャノン－ウィーバー・モデルにおける「情報源」から「送信機」「通信路」
「受信機」そして「受信」といったフェーズの一連の流れにおいて，各フェーズにお
ける方法が多様化しているという側面はあるものの，基本的には「情報源」から「受
信」までの一方向的な情報の流れに変化はない． 
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 図 1-4 において，BS/CS 放送や CATV といった放送の多チャンネル化は，シャノン
－ウィーバー・モデルにおける「通信路」において地上波放送以外の手段として説明
できる．受信者が受信可能な「通信路」が BS/CS や CATV など多様化したことによ
り，受信者はより多くの情報源を受信することが可能となる．また，インターネット
回線を利用した動画配信については，このモデル上では，「通信路」としてインターネ
ットという手段がさらに追加されている．インターネット動画配信とは，インターネ
ット上を伝送するために必要な通信プロトコルが実装された送信機（動画配信サーバ）
と受信機（PC やモバイル端末などのクライアント端末）を利用した動画コンテンツ
伝送の形態であると説明することができる． 
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図 1-4 「複合メディア環境」におけるシャノン―ウィーバー・モデル 
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また，家庭用録画機器は，受信機と受信者のインタフェースとして，これまでの「リ
アルタイム視聴」に加え「タイムシフト視聴」が可能になる役割を有する．このモデ
ル上では，「受信機」のレイヤでいったん受信した映像を VTR テープもしくはハード
ディスクに記録し，所望の時間に再生を行うといった装置として説明することができ
る． 
 しかし，YouTube やニコニコ動画をはじめとした CGM による情報流通については，
これまでの多チャンネル化や家庭用録画機器の場合における送信者および受信者にお
ける変化とは本質的に異なる状況が生じる．CGM は，これまでのテレビ視聴環境に
おいて情報の受け手であった人々でも容易にコンテンツを共有することが可能なイン
ターネット上のプラットフォームである．旧来のテレビ放送では，これまで放送事業
者や番組制作者といった，情報を発信する力を有するコンテンツ制作者が制作した動
画しか基本的には視聴できなかったものが，これまでは情報発信者になり得なかった
多くの発信者からの情報も視聴することができるようになった．シャノン―ウィーバ
ー・モデルでは，図 1-4 に示したように，受信者から情報源へと流れる矢印が追加さ
れ，これまでの一方向的なコミュニケーションの流れが変化する．より多くの人々が
さまざまな目的で制作した情報を CGM 上で視聴することができるようになる． 
 つまり，「複合メディア環境」においてシャノン－ウィーバー・モデルの適用を考え
たとき，これまでのように限られた情報発信者からの情報を多くの受信者が受信する
というモデルから，CGM 上の情報流通の拡大により受信者が情報源になるという流
れができ，受信者としてはこれまでにない形式で流通している情報源を選択でき，自
らも情報を発信できる環境が整ったといえる． 
 
1.7. 最近の「テレビ離れ」論とその課題 
 
 図 1-4 に示した，従来のテレビ視聴以外の情報の流れが CGM によって生じてい
る「複合メディア環境」において，テレビに対する人々の捉え方がこれまでと変わっ
たのではないかという指摘が最近みられるようになった．インターネットメディアに
接触する割合が比較的高い 10 代や 20 代の若年層において，1 日あたりのテレビの平
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均視聴時間が低下傾向にあることが最近の調査にて示されている．2010 年 10 月に実
施された NHK の「2010 年国民生活時間調査」[15]によると，テレビを 15 分以上視
聴する人の割合が，20 代では男女ともすべての曜日で 80%以下になっている．同調
査では，テレビの一日あたりの平均視聴時間についても，男女 30 代以下で各曜日を
通じて短くなっている．また，インターネット白書 2008[16]によると，インターネッ
トの利用によって接触時間が減ったメディアとして「テレビ（地上波）」を挙げた人が，
2007 年調査で回答者全体の 36.9%，2008 年調査で 29.1%も存在している．同調査に
おける回答者 2000 人のうち，30 代以下の回答者が全体のおよそ 60%であり，また
40 代以下とした場合にはおよそ 4 分の 3 を占めていることから，この調査結果は比較
的若年層のテレビに対する興味の減少を示すものといってよい． 
また，漠然とした視聴態度の増加により「テレビ視聴の希薄化」の傾向がみられる
調査もある[18]．これらの先行研究では，若年層に「テレビ離れ」が生じていると言
っている．「複合メディア環境」においては，人々における情報取得方法の多様化に伴
ってテレビ視聴に対する受けとめ方が変化している可能性があるのかもしれない． 
 しかしその一方で，テレビの強い影響を感じさせる事象も指摘されている．たとえ
ば，「Google 急上昇ワード」[19]をみると，インターネット上で人々が求めている情
報の多くは，テレビなどのマスメディアより発信された情報でもある．インターネッ
トニュースサイトの編集者のなかには，ネットではやるのは結局「テレビネタ」とい
う指摘[20]もある． 
1 日あたりのテレビの平均視聴時間が低下傾向[15][16][17]について詳しくみてみ
ると，これらの調査で「テレビ視聴」が指しているところは，地上波の放送をテレビ
受像機経由で直接視聴する，いわゆる「リアルタイム視聴」のことを指している．NHK
の調査[15]では，テレビ接触時間の集計において，映像コンテンツをインターネット
経由で視聴している時間は「趣味・娯楽・教養のインターネット」に含まれるし，録
画した番組の視聴については「ビデオ・HDD・DVD」に含まれるため，テレビ接触
時間に含まれない．また，インターネット白書 2008[16]では，そもそも調査項目に「テ
レビ（地上波）」と記されていることから明らかである． 
「複合メディア環境」における映像コンテンツの視聴は，テレビ受信機によって放
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送された番組を直接視聴する以外に，インターネット回線を経由したオンデマンド型
の映像コンテンツ視聴サービスによるものも含まれている．よって，「リアルタイム視
聴」から遠ざかるといった意味での「テレビ離れ」は，様々なテレビ番組視聴形態の
うちの一つの側面について指摘されたものに過ぎない． 
各種メディアの利用状況とテレビ視聴を形態との関連についての調査[21]では，萩
原らが個人属性（居住地域，年齢，性別）別に分析した結果，若年層は動画共有サー
ビスやワンセグ放送の利用率が高く，映像コンテンツの多様な視聴環境を有する傾向
にあることや，若年層のテレビ視聴時間が短く，テレビに対する愛着も欠如している
ことを示唆している．新しい視点からの「テレビ離れ」の指摘であったが，動画共有
サービスをはじめとする多様な視聴環境の広がりといっても，視聴手段の違いこそあ
れ，人々がテレビ放送と同じコンテンツに接している場合も考えられ，動画共有サー
ビスの視聴がテレビ番組そのものへの興味関心を否定することを意味しない． 
このように，「複合メディア環境」における CGM の利用が「テレビ離れ」の原因
であるとは言い難い．「複合メディア環境」における人々のテレビ視聴の捉え方は実は
よく分かっていないのである． 
 
1.8. 「複合メディア環境」における家庭用録画機器の利用状況 
 
「複合メディア環境」では，動画共有サイトをオンライン検索することにより，所
望のテレビ番組が部分的に視聴できる状況になっている．執行文子が実施した若年層
におけるオンライン動画視聴の調査[22]では，YouTubeやニコニコ動画のような CGM
（Consumer Generated Media）型の動画共有サービスが動画配信サービスの中で最
も多く利用されていることに加え，回答者全体の約 8 割が動画サイトでテレビ番組を
見ることがあると回答している．また，動画サイトでテレビ番組を見る理由としては
「見逃した番組を見るため」，「昔の番組を見るため」そして「録画できなかった番組
を見るため」という回答が多いことから，最近の若年層においてリアルタイムで視聴
できないもしくは家庭用録画機器にて録画していない放送番組の視聴を動画共有サイ
ト上にも求める傾向にあることが示されている． 
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もちろん，YouTube などの動画共有サイト上に放送されたすべての番組がアップロ
ードされているわけではない．テレビ視聴者によって許可なくアップロードされた動
画も多く存在しており，著作権者などから動画共有サイトの管理事業者に削除が要請
され，後日削除されることもある．しかし，執行の調査にも示されているように，動
画共有サイトはテレビ視聴を補完できるツールとして実際にはある程度機能している
ものと考えられる． 
このように，「複合メディア環境」では，放送番組を放送される時間以外に視聴する
「タイムシフト視聴」が，家庭用録画機器以外の手段を用いても可能な状況にある．
そのため，「複合メディア環境」における人々における情報取得方法の多様化に伴い，
これまでの家庭用録画機器の利用状況に変化が生じている可能性がある． 
 
1.9. 本研究の目的・目標 
 
図 1-4 に示したように，CGM による情報流通がテレビ放送システムにもたらす変
化は，これまでの放送の多チャンネル化や家庭用録画機器の技術的な進化とは異なり，
情報の送り手と受け手の関係性において，本質的に異なっている部分があった． 
本研究の目的は，これから技術面やサービス面でもますます進化し，幅広い世代に
普及するであろう「複合メディア環境」において，人々の動画コンテンツに対する視
聴構造を明らかにすることである．  
その目的を果たすためには，放送システムだけではなく，動画もしくは動画の流通
に関連する様々な情報サービスを分析対象に加え，日々進歩する「複合メディア環境」
に注目し続ける必要がある．本研究の目標は，その序章的な位置づけとして，まずは
これまで広く家庭に普及したテレビ放送に注目し，従来までのテレビ視聴環境の枠組
みであるテレビ放送のリアルタイム視聴や，これまでに普及している家庭用録画機器
を利用したタイムシフト視聴に対し，CGM といった新たなイノベーションがどのよ
うに関わるのかを示すことにした． 
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1.10. 本論文の構成 
 
本論文では，次のように構成されている．1 章では，本研究の目的や意義について
述べた．CGM による情報流通がテレビ放送システムにもたらす変化は，放送の多チ
ャンネル化や家庭用録画機器の技術的な進化とは異なり，情報の送り手と受け手の関
係性や，情報源として発信される情報の変化といった点において，これまでの変化と
は本質的に異なっていることを示した．また，本研究の目的として，人々の動画に対
する視聴構造を相対化することや，動画を扱うメディアに対する人々の向かい方を相
対化することを掲げた．そして，本研究の目標は，これまでのテレビ視聴環境の枠組
みである，テレビ放送のリアルタイム視聴や家庭用録画機器を利用したタイムシフト
視聴に対し，CGM といった新たなイノベーションがどのように関わるのか，CGM の
利用頻度が異なる人々においてテレビのリアルタイム視聴や家庭用録画機器の利用が
どのような位置づけになるのかを示すことであると説明した． 
2 章では，過去のテレビ受け手論に関するレビューを実施し，「複合メディア環境」
におけるテレビ視聴者行動を捉えるための調査設計を行う準備を行う．  
3 章では，「複合メディア環境」における視聴者行動を示すための調査票調査の進め
方を説明した後，調査結果を整理し，分析を行っている．ブログや SNS のように，
情報の送り手と受け手が相互に入れ替わる CGM の利用者が急増しているような新し
いメディア環境において，本研究では，テレビ視聴が人々にどう捉えられているのか
を示すため，ブログや SNS をはじめとした CGM を利用する時間がテレビ視聴時間よ
りも長いと感じている人々（ネット指向グループ）とそうでない人々（テレビ指向グ
ループ）を区別した調査票調査を実施し，その結果を用いた因子分析を行っている．
また，因子得点を利用したクラスター分析を用いて，特徴的なテレビ視聴パターンと，
上述の二つのグループとの関わりを分析している． 
4 章では，「複合メディア環境」における家庭用録画機器の利用状況について示して
いる．多くの家庭に家庭用録画機器が普及し，放送されているテレビ番組を録画して
自分の好きな時間に視聴するといった，いわゆるタイムシフト視聴が容易になった．
その上，近年動画共有サイトを通じても様々な動画を視聴できるようになり，テレビ
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番組の視聴形態がますます多様化している．本研究では，動画共有サイトの利用者が
増えている環境下において，これまで多く利用されてきた家庭用録画機器が人々にど
のように捉えられているかを示すための調査票調査を実施し，分析している． 
最後に，5 章にてまとめを行う．本研究の総括を行い，最近の「テレビ離れ」に関
する議論について，本研究によって得られた知見をもとに考察している．そして，1
章にて示した最近のテレビ放送システムの高度化に対する部分も含めて，「複合メディ
ア環境」における今後のコンテンツ流通市場をより活性化させるための提言を行って
いる． 
 
注・文献 
[1] NTT ドコモと，エイベックス・エンタテインメントによって展開されている
「BeeTV」（2009 年 5 月開始），テレビ朝日が展開している「テレ朝動画」（2009
年 6 月開始），フジテレビが展開する「フジテレビ On Demand モバイル」（2009
年 4 月開始）など多数のサービスが存在する． 
[2] 2007 年 2 月に開始された「アクトビラ」は，アクトビラ対応のデジタル放送受
信機に実測速度 12Mbps程度のブロードバンド回線を接続するだけで多くの有料／無
料動画コンテンツを視聴することができる． 
[3] Twitter は，2006 年 7 月に Obvious 社（現 Twitter 社）が開始したサービス．
2008 年 4 月より日本語版も利用可能になった．2010 年 1 月の株式会社ビデオリサー
チインタラクティブのプレスリリースによると，Twitter に代表されるミニブログ関
連 PC サイトへの 2009 年 1 年間トータルの訪問者数は約 1230 万人と推定している． 
[4] Facebook は Facebook, Inc. が提供する，2004 年に米国にて開始された SNS サ
ービスである．現在，世界中で約 5 億人のユーザがいるといわれている． 
[5] YouTube は，2005 年 2 月に設立された米ネットベンチャーYouTube 社（現在，
米 Google 社の傘下）が運営する，動画ファイル共有サイトである．2011 年 4 月 8 日
に，動画のライブストリーミングサービス「YouTube Live」を開始したことにより，
動画ファイルの共有だけでなくライブ動画の配信も可能になった． 
[6] USTREAM は，2007 年 3 月に Ustream,Inc.により開始された．ライフキャステ
 19 
ィングやライブ配信のプラットフォームを提供する．ソフトバンクは 2010 年 1 月 29
日に約 18 億円を出資．2010 年 4 月 27 日には，日本語版が提供されている．最近で
は Twitter や MySpace とも連携している． 
[7] 東日本大震災の影響により，被災県においては 2012 年 3 月 31 日まで停波が延期
された． 
[8] 「スマートテレビ」は，ここでは「放送サービスの高度化に関する検討会」にて
示された，次の２つの機能をともに保有するテレビ端末，または，セットトップボッ
クスなどのテレビ周辺機器を指している． 一つは，インターネット経由の映像をテレ
ビ画面で視聴することが可能なこと． もう一つは，高い処理能力を持つ CPU（Central 
Processing Unit：中央処理装置）が搭載され，スマートフォン のようにゲームなど
のアプリをテレビで利用することが可能なこと．なお，従来のテレビ受信機は，処理
能力的に劣るとともに，標準化されている Web 技術の HTML5 対応ブラウザを搭載
していない． 
[9] 2006 年，ITU（国際電気通信連合（International Telecommunication Union; ITU）
において，現行のハイビジョンを超える画質（いわゆるスーパーハイビジョン）の規
格が標準化されている．規格は，４Ｋ・８Ｋ（Ｋ＝1000 を意味する単位）の二種類（現
行ハイビジョンは２Ｋ）である． 
[10] NHK Hybridcast 紹介ページ http://www.nhk.or.jp/hybridcast/online/. （参照
2014.9.28） 
[11] 平成 24 年情報通信白書，「スマートテレビの加速」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h24/html/nc123210.html
（参照 2014.9.28） 
[12] 志村一隆, “ビッグチャンスは「テレビの外側」にあり”,   
http://wired.jp/2011/10/25/ビッグチャンスは「テレビの外側」にあり. （参照 2014.9.28） 
[13] 辻大介．“シャノン－ウィーバー・モデル”．現代社会学事典．大澤真幸，吉見
俊哉，鷲田清一，見田宗介編，弘文堂，2012，pp.613-614． 
[14] 日本の地上波デジタル放送の技術規格は ISDB（Integrated Services Digital 
Broadcasting）-T と呼ばれるものである．放送をデジタル化することより，これまで
 20 
の放送（アナログ放送）と同じ電波帯域を利用してより多くの情報量を伝送でき，ハ
イビジョン放送などよりクリアな映像を送信できる． 
日本放送協会，“NHK デジタル 地上デジタル放送とは”
http://www.nhk.or.jp/digital/terrestrial/（参照 2014.9.28）． 
[15] NHK 放送文化研究所．2010 年国民生活時間調査報告書．2011 年 2 月． 
[16] 日本インターネット協会．インターネット白書 2008．インプレスジャパン． 
「インターネットの利用により利用の減ったメディア（複数回答）[2007 年-2008 年]」
（p.177）のデータを引用．調査対象は自宅からインターネットを行っている 13 歳以
上の男女，回答者総数は 2000 人． 
[17] 野村総合研究所（NRI）の調査より．出典は IT Media，2015 年，テレビは「ニ
コ動」化する？－NRI が示す未来像．（1/2）
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0802/05/news094.html（参照 2014.9.28） 
[18] 荒牧央，増田智子，中野佐知子．テレビは 20 代にどう向き合ってゆくのか‐2008
年春の研究発表・ワークショップより．放送研究と調査，2008 年 6 月号，pp.2-21． 
[19] Google 急上昇ワード https://www.google.co.jp/trends/hottrends（参照 2014.9.28） 
[20] 中川淳一郎．ウェブはバカと暇人のもの：現場からのネット敗北宣言．光文社新
書．2009 
[21] 萩原滋，小城英子，村山陽，大坪寛子，渋谷明子，志岐裕子．テレビ視聴の現況
と記憶－ウェブ・モニター調査（2009 年 2 月）の報告（１）－．慶應義塾大学メデ
ィア・コミュニケーション研究所紀要，No.60, 2010. pp.131-140． 
[22] 執行文子．若者のネット動画利用とテレビへの意識—「中高生の動画利用調査」
の結果から—．NHK 放送文化研究所年報 56，2012，pp.51-95． 
 
 
21 
 
2. テレビ視聴に関する先行研究 
 
本章では，研究全体の目的である「複合メディア環境」のテレビ視聴者行動を明ら
かにするために，これまでに行われたテレビ視聴の受け手研究をレビューし，研究全
体の目的を果たすために必要な課題を明確にする． 
最初に，2.1 にて，これまでに展開されてきたテレビの受け手研究をレビューする
準備として，テレビの普及率や１日あたりのテレビ視聴時間が過去から現在までどの
ように推移してきたのかを概観する． 
 次に，テレビ視聴の受け手がこれまでの先行研究においてどのように描かれてきた
のかについて，2.2 にて振り返る．テレビ草創期から 1960 年代にかけて議論されてき
た，一握りのエリートがその他大勢の大衆をコントロールするといった関係構造であ
る大衆社会論を基礎とした受動的なテレビ視聴者について述べると同時に，1970 年代
以降展開されてきた，能動的なテレビ視聴者像を捉えた研究について述べる．その中
で，テレビ視聴形態の多様化をきっかけにした当時の「テレビ離れ」論についても振
り返り，1 章にて示した最近の「テレビ離れ」との対比によって，現在の「テレビ離
れ」の位置づけを明確にする．また，1980 年代以降，テレビ視聴者の多様性や能動性
がテレビ接触モデルとして具体的に可視化され，テレビ視聴者の選択的視聴と非選択
的視聴が混在しても適用が可能なものに発展してきたことについて示す． 
そして，2.3 では家庭用録画機器，多チャンネル環境，インターネットといったこ
れまでに新しく登場したメディアとテレビ視聴者との関係性を取り上げた先行研究に
ついてレビューを行う．イノベーションの普及に関する理論と照合することにより，
今回の研究において調査の対象となる「複合メディア環境」の位置づけを明確にする． 
 最後に，2.4 にて，「複合メディア環境」における CGM がこれまでに登場したイノ
ベーションとは性質が異なることを説明し，本研究にて明らかにすべき課題を明確に
する． 
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2.1. テレビ普及率および１日あたりのテレビ視聴時間の推移 
 
 1953 年に日本においてテレビ放送が開始され，長らくテレビ放送は家庭内で映像コ
ンテンツを容易に視聴できる唯一のメディアであった．内閣府の消費動向調査[1]によ
ると，テレビの普及率は，図 2-1 に示したように 1960 年代の半ばの段階ですでに 90
パーセントに達しており，その後現在まで高い値を維持し続けている．  
NHK が実施している国民生活時間調査[2]によると，平日一日当たりのテレビ視聴
時間は，2010 年の段階で 3 時間 28 分であり，他のメディアと比較してもかなり長い．
そして，1965 年の一日当たりのテレビ視聴時間が 2 時間 52 分であったことから，テ
レビ視聴時間という尺度的には，日本人は半世紀近く同じようなテレビ視聴行動をと
ってきたことになる． 
一方，人々のテレビ放送への接し方は，テレビ放送を取り巻く技術的な進歩によっ
て様々な変化が生じている．白黒テレビからカラーテレビへの進化が生じ，家庭用録
画機器が本格的に普及する以前では，主に放送局が制作，編成した番組を視聴者がテ
レビ受信機を通じて放送時間に直接視聴する「リアルタイム視聴」というべき視聴形
 
図 2-1 テレビ世帯保有率 
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態であった． 
 その後，1980 年代以降，家庭用録画機器の登場から，ケーブルテレビ（CATV）や
BS・CS 放送による多チャンネル化，放送のデジタル化による高画質・高音質化，録
画機器のハードディスク搭載によるノンリニア化など，テレビ放送システムに新しい
テクノロジーが次々と採用されてきた．これにより，人々はより多くの番組の中から，
所望する放送番組を自分のスタイルに合わせて視聴することが可能になったのである． 
 
2.2. テレビ放送の受け手に関する先行研究 
 
テレビ放送における各チャンネルは，基本的には番組制作者によって放送番組が制
作され，放送の送り手側が日々の放送スケジュールを編成し，運行スケジュールに従
って放送が実施されている． 
このときのテレビ放送の受け手であるが，「リアルタイム」視聴を行う限り，所望の
番組を視聴するためには，放送の送り手である放送事業者が事前に示した番組表を新
聞や雑誌等により調べて，決められた放送時間になったらテレビのスイッチを入れて
チャンネルを合わせるといったように，受け手側が送り手の都合に合わせて行動する
必要がでてくる． 
また，家庭用録画機器を利用しテレビ番組を録画する場合においても，家庭用録画
機器にて該当の番組を録画予約するなど，放送される側の都合に合わせて何らかの行
動をしなければ，テレビ放送番組を視聴することは不可能である． 
よって，このようなテレビ視聴環境においては，送り手に立つ側がテレビ視聴シス
テム全体を統制しているといってよい．もちろん，放送事業者側も，より多くの視聴
者に番組を視聴してもらえるようマーケティング活動を実施しており，多くの視聴者
の声を反映させた番組を制作し，放送時間もできるだけ多くの視聴者に見てもらえる
時間帯に放送を編成すべく，日々検討を重ねている．しかし，そうはいっても，最終
的に何をいつどのように視聴者に伝えるのかは，結局「送り手」の意思決定に依るの
である． 
もちろん，テレビの受け手にも意思はあり，放送を見た視聴者が送り手の意図通り
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に放送内容を解釈するとは限らない．番組やチャンネルの選択においても，番組表を
見て所望の番組を視聴することもあれば，偶然その番組をやっていたので視聴したと
いった，非計画性なテレビ視聴ということもあろう．しかし，旧来からの放送システ
ムにおいて，主導権は送り手のほうにある．受け手は限られたチャンネルの中から選
択せざるを得ないほか，送り手側の編集行為により，どの情報をどのように送るかは
送り手が一方的に決めてしまうのである． 
 
2.2.1. 大衆社会論を基盤としたテレビ視聴者論 
 
日本のテレビ草創期である 1950 年代において中心的に論じられてきたテレビ視聴
者の姿は，テレビ放送の受け手は送り手と比べると弱い存在であり，テレビを受動的
に捉えるといったものが多く，「大衆社会論」がその理論的な基盤となっている[3]．
大衆社会論においては，一握りのエリートがその他大勢の大衆をコントロールすると
いった関係構造になっており，テレビ視聴者論においては大衆を統制するツールとし
てテレビが位置づけられた．メディア効果研究において，テレビは無力な受け手たち
を画一的に操作することが可能であるとし，メディア効果が弾丸のように受け手に直
接的に届く状況は「弾丸効果モデル」と呼ばれている． 
社会学者の清水幾太郎[4]は，テレビが受け手に与える影響について，「テレビは人
間を『ノックアウト』する」という表現を用い説明している．テレビが伝えるのは，
オリジナル（ありのままの事実）ではなく，あくまで番組制作者側の編集行為を通じ
たコピーであり，コピーが人々を支配するとしている．そして，テレビの影響は，新
聞をはじめとした活字メディアと比較してもとても強力であることを示している． 
 また，藤竹[5]は，1963 年の「テレビの機能特徴」調査にて，テレビが日本人の生
活の中でどのような位置を占めているのかを解明しようと試みている．藤竹は，テレ
ビに対して高い信頼を寄せると共に，テレビをほぼ唯一の情報源としている集団を「テ
レビ浸透グループ」とし，テレビは余暇活動の中心となっていることや，娯楽だけで
なく世間で役に立つ情報やニュースを積極的に摂取しようとする傾向について示して
いる．この「テレビ浸透グループ」に対して藤竹は，経済的，あるいは社会的に中以
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下の階層に属すると考えている人が傾向としては多く含まれていて，社会の現状に対
して，また自分がおかれている社会のなかでの位置について，決して不満の感情を表
明していない，むしろ現状に対して満足している人が多いことを示している．要する
に，藤竹の論調においては，社会的に比較的下位の集団に属していると感じている人々
はテレビとの関わり方が特に受動的であり，メディア接触行動における選択肢が限ら
れているため，テレビが持つ強い浸透力により，唯一の情報源として機能していると
いうことを指摘しているのである． 
 
2.2.2. 能動的なテレビ視聴者を捉える動き 
 
その後，日本においては放送される番組ジャンルの多様化が進み，1970 年代には
カラーテレビの普及が急激に進んだ．その頃の受け手研究においては，テレビ視聴者
の受動的な側面ばかりではなく，多様化が進んだテレビ番組の選択や放送された番組
へ批判的な視聴といった，視聴する番組に対して能動的な側面を持つ受け手の姿を描
くべく議論が進められるようになった． 
当時のメディア効果研究においては，「弾丸効果モデル」で説明されてきたような，
受け手側が送り手からのメッセージを直接受け取り，送り手が受け手をコントロール
するといったものではなく，受け手が送り手からのメッセージをいったん解釈し，自
身の尺度を基準にして送り手からのメッセージを理解していくといった「限定効果モ
デル」と呼ばれるものが盛んであった．Klapper[6] はそれまでの研究をレビューし，
「限定効果モデル」における送り手と受け手の特性について，以下の五つにまとめて
いる． 
① マス・コミュニケーションは，送り手と受け手の間に介在する媒介的諸要因と
諸影響の連鎖の中で，またこの連鎖を通して一定の効果をもたらす．  
② これらの媒介的諸要因は，既存の条件を補強する過程の中で，マス・コミュニ
ケーションを有力な機関として働かせるのであって，マス・コミュニケーショ
ンが単独で働くのではない．  
③ マス・コミュニケーションが受け手の意見，態度，嗜好を変化させる場合とし
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ては次の２つの条件のうち１つが必要である． 
(ア) 媒介的諸要因がまったく作用しなくなり，メディアの効果が直接的となる場
合．  
(イ) 通常は補強する方向に作用する媒介諸要因が，それ自体変化の方向に向かお
うとしている場合． 
④ しかし，マス・コミュニケーションが直接的な効果をもたらす例外的な状況も
ありうる．  
⑤ 有力な機関，あるいは直接的効果の期間としてのマス・コミュニケーションの
有効性は，メディアそれ自身，あるいはコミュニケーション状況の様々な局面
によって影響を受ける． 
日本のテレビ視聴者の状況を捉える調査研究としては，1970 年代初頭に牧田[7]が，
人々のテレビに対する興味が低下した現象をとらえたものがある．この現象について
牧田は，「テレビ離れ」という用語にて説明している．牧田は，当時のテレビ視聴者に
対する定性的な調査より，「テレビ離れ」の状況を以下のように示している． 
① テレビ視聴時間の減少といった行動面での「テレビ離れ」は，若年層において
顕著である． 
② 行動面での「テレビ離れ」は，各人のライフスタイルと密接な関係がある．生
活段階の移行期に生じる忙しさの増大に伴って，テレビ視聴時間の減少が確認
できる． 
③ テレビに対する興味の減少といった意識面での「テレビ離れ」は，意識のレベ
ルであらゆる年齢層で一部の人に生じている．以前よりも「醒めた状態」でテ
レビに向かう人が現れ始めたことによる． 
1章にて説明したように，最近の若年層におけるテレビ視聴時間の低下に対して「テ
レビ離れ」が指摘されている．牧田が指摘した行動面の「テレビ離れ」と比較して，
その点では状況が類似しており，ここで述べられている内容は参考にできる． 
しかし，この牧田の考察は，テレビは家庭内で手軽に動画を視聴できる唯一の手段
であることを前提にしており，テレビ視聴以外の動画視聴手段の存在について，牧田
は考慮する余地がなかったのである．つまり，当時の「テレビ離れ」は，テレビに接
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する能動的な接触により，テレビから離れた時間はテレビ以外の余暇活動にかける時
間に当てられるといった枠組みでの議論になっていた． 
また，小川と上村[8]は，「日本人とテレビ」調査の中で，視聴者の「個性化」と「多
様化」について説明している．ここでいう「個性化」は，視聴行動において，好きな
番組のみを選択視聴するといった，能動的なテレビ視聴行動のことを指している．ま
た，「多様化」とは，世代や性別によってテレビに対する期待などが異なることを指し
ている． 
  
2.2.3. テレビ接触行動のモデル化に関する研究 
 
 その後 1980 年代に入ると，テレビ視聴者の多様性や能動性を具体的に可視化する
取り組みが行われるようになった．テレビの受け手側のテレビ接触行動について，接
触行動の要因が明らかにされ，テレビへの接触行動モデルが構築されてきた． 
 Palmgreen ら[9]は，期待と価値の要因によってマスメディアに対する接触行動が説
明できるとして，期待-価値モデルを提示した．図 2-2 に，その期待-価値モデルによ
るテレビへの接触行動モデルを示した． 
図 2-2  Palmgreen の期待-価値モデルを基礎としたテレビ接触行動モデル 
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 さらに，和田[10]は，この Palmgreen の期待-価値モデルでは説明できない「習慣」
といった要素を加味することができ，かつテレビに対する選択的接触行動（例えば「フ
ジテレビの月９のドラマ」を欠かさず視聴するという接触行動）と，非選択的接触行
動（例えば家に帰るとすぐテレビをつけるといった行動）の両方を扱うことができる
Triandis の行動モデル[11]をベースにした，新しいテレビへの接触行動モデルを示し
た．テレビの受け手に対するアンケート調査の実施によってその有効性を確認してい
る．和田が示したテレビへの接触行動モデルを図 2-3 に示した． 
和田が自身で構築したモデルを利用した調査を実施し，その結果，選択的テレビ接
触行動は意図要因との関連が習慣要因との関連よりも大きく，錯覚条件が促進条件よ
りも大きく関連することや，非選択的テレビ接触行動は習慣要因との関連が意図要因
との関連よりも大きく，促進条件が覚醒条件よりも大きく関連することが示された． 
このように，和田が示したテレビ接触行動モデルは，受け手のテレビへの接触行動
の要因を多面的に示すことができ，さらに選択的接触行動と非選択的接触行動の接触
要因が異なっていることについて明らかにすることができたのである． 
図 2-3 Triandis の行動モデルを基礎としたテレビ接触行動モデル 
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2.3. 新しいメディアの登場がテレビ視聴者に与える影響 
 
 1980 年代以降のテレビの受け手研究において，テレビ視聴を取り巻くメディア環境
の変容に伴い，これまでの理論を基礎として，新たに登場するメディアがテレビ視聴
に与える影響について追及する動きが見られた． 
 ここでは，テレビ視聴環境を大きく変化させるメディアとしてこれまで多く取り上
げられてきた，家庭用録画機器，多チャンネル環境（衛星放送，ケーブルテレビ（CATV）
など），そしてインターネット動画視聴環境（YouTube やニコニコ動画など）がテレ
ビ視聴者に与えたインパクトに関する先行研究について概観する．そして，これらの
メディアがテレビ視聴者に普及していく過程を既存のイノベーションの普及理論と照
らし合わせたうえで，これまでの先行研究や本研究が示す内容の位置づけを行う． 
 
2.3.1. 家庭用録画機器の普及と進化に伴うテレビ視聴行動の変化 
 
家庭用録画機器の普及は，家庭内でテレビ番組を録画できるため，テレビの選択視
聴を促進させる最も手軽なツールといえる．家庭用録画機器は，図 2-4 に示したよう
に， 1980 年代よりまずはビデオカセットレコーダ（VTR）として普及が進んだ．内
閣府の消費動向調査[1]によると，その普及率は 1989 年に 60%を超え， 1990 年代に
は約 80%に達した． 
これにより，人々はリアルタイム視聴をしなくとも所望の時間に放送番組を視聴す
るといった「タイムシフト視聴」を行うことが可能になったのである．録画機器の早
送り，巻き戻し，コマ送りなどの機能を利用してお気に入りのシーンを選択的に視聴
することも容易になった．また，2000 年代より光ディスク（DVD）の再生録画が可
能なデジタルビデオ録画機器（Digital Video Recorder : DVR）が VTR にとって代っ
た．  
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近年では，放送番組をハイビジョン画質で録画し保存可能なブルーレイディスクが
利用できる機器の普及も進んだ．録画機器の DVR 化が進展し，放送の長時間録画が
可能になり，また映像記録がノンリニア化したことによって，再生時におけるシーン
を頭出しすることがさらに簡単になった． 
その一方で，家庭用 VTR の利用は縮小傾向にある．すでに多くの電機メーカーが
生産中止を発表しており[12]，さらに図 2-5 で示した磁気テープの生産数量の推移を
見ても，2010 年代の記録用磁気テープの生産量は 2001 年当時の四分の一程度の規模
になっている[13]．そのため，録画機器の利用に関する研究では，家庭への DVR の普
 
図 2-5 記録用磁気テープ生産数量の推移 
 
0
200,000
400,000
600,000
800,000
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
生
産
数
量
（
千
㎡
）
 
磁気テープ（録画+録音） 磁気録画テープ 磁気録音テープ 
0.0
20.0
40.0
60.0
80.0
100.0
1
9
7
8
1
9
7
9
1
9
8
0
1
9
8
1
1
9
8
2
1
9
8
3
1
9
8
4
1
9
8
5
1
9
8
6
1
9
8
7
1
9
8
8
1
9
8
9
1
9
9
0
1
9
9
1
1
9
9
2
1
9
9
3
1
9
9
4
1
9
9
5
1
9
9
6
1
9
9
7
1
9
9
8
1
9
9
9
2
0
0
0
2
0
0
1
2
0
0
2
2
0
0
3
2
0
0
4
2
0
0
5
2
0
0
6
2
0
0
7
2
0
0
8
2
0
0
9
2
0
1
0
2
0
1
1
2
0
1
2
VTR 光ディスクプレーヤー・レコーダー ブルーレイ(プレーヤー・レコーダ )ー
図 2-4  録画機器の普及率 
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及が人々のテレビ視聴に与える影響についてしばしば取り上げられてきた． 
米倉[14]は，テレビ視聴者が DVR を利用することにより，本来の放送時間よりも短
縮した形で番組を視聴する「時間効率化」と，より自分の関心や好みに合った番組を
選択的に視聴する「快適化」といった，二つの効能が得られていることを指摘した．
また，Ferguson と Perse[15]も，TiVo[16]の初期利用者を対象にした調査から，DVR
利用者は，録画機器を利用する楽しさや満足感を VTR 利用より大きく感じられるこ
とや，CM スキップ機能を積極的に利用する傾向にあることを示した． 
このような新しい技術に対して人々がどのように受容していくのかについて，
Davis[17]が「技術受容モデル」(Technology Acceptance Model: TAM)としてまとめ
ている．TAM は，情報システムの使用行動を説明する上で，システムが仕事の成果を
高めるというユーザの主観的期待を表す「有用性」と，ユーザがそのシステムを使う
のに努力を必要としないと期待する度合いを表す「使用容易性」という二つの概念が
大きく関わっていることを示している． 
また，Shih ら[18]は，新しい技術やサービスの利用の仕方として，「利用頻度の高
さ」と「利用する機能の幅の広さ」の二つの尺度によって区分できることを示してい
る．家庭用録画機器の場合に適用すると，家庭用録画機器を利用して録画・再生を行
う頻度と，家庭用録画機器を利用する機能の種類の二つの尺度となり，「家庭用録画機
器を多く利用するが，いつも使う機能は決まっている」「家庭用録画機器はあまり使わ
ないし，使ったとしても決まった機能である」「家庭用録画機器を多く使うし，録画予
約もダビングもスキップ機能も幅広く使う」「家庭用録画機器はあまり使わないが，使
うときは様々な機能を使っている」の四つのグループに区分けが可能である． 
Smith と Krugman [19]は，Davis や Shih らが示した新しい技術やサービスに関す
る知見が DVR にも適用できることを示したうえで，DVR が VTR と比べてテレビ視
聴形態を大きく変える力を有していることを定性調査によって示している． 
しかし，家庭用録画機器の高機能化に伴うテレビ視聴者への影響を調べるための調
査[14][15][17]によって，家庭用録画機器の普及がテレビ視聴時間の短縮の直接的な原
因になっているといった報告は，これまでの先行研究ではなされていないのである． 
 
 32 
2.3.2. 多チャンネル視聴環境の拡大に伴うテレビ視聴者行動の変化 
 
 日本における現在の多チャンネル放送サービスは，衛星放送，CATV，そしてイン
ターネット回線を利用した配信（IP 放送）がある．なお，衛星放送は，放送衛星を使
用する BS 放送と，通信衛星を使用する CS 放送の二種類が存在している． 
 放送の多チャンネル化の始まりは，1980 年代後半における都市型ケーブルテレビの
多チャンネル化であった[20]．その後，1990 年代にかけて衛星放送を利用したチャン
ネルが次々と放送を開始した．1987 年に BS 放送の本放送が開始された．放送開始当
初は「NHK-BS」のみであったが，1991 年に日本初の有料放送となる WOWOW の本
放送が開始され，さらに 1992 年には CS 放送が開始された． 
その後，BS/CS 放送はデジタル化によって放送帯域の利用の効率化が進められ，テ
レビ視聴者においてはより多くのチャンネルを視聴できるようになった．また，2000
年代には放送のデジタル・ハイビジョン化が進み，従来の放送と比べより高画質な放
送番組を視聴できるようになった． 
そして最近インターネット回線を利用した IP 放送も開始され，現在では「ひかり
TV」，「au ひかり TV サービス」「U-NEXT」などいくつかの事業者がサービスを提供
している状況である． 
 このような多チャンネル視聴環境について，八塩ら[21]は，BS 放送，CS 放送や
CATV といった，地上波放送以外の放送メディアを視聴可能なテレビ視聴者の行動を
捉えるための調査票調査を実施した．その結果，多チャンネル環境にある視聴者は，
そうでない視聴者と比べて番組やチャンネルの選択が高関与かつ計画的であり，また
多くの番組を積極的に視聴しようとする傾向を有していた．また，BS/CS/CATV にお
いて実際に視聴する番組ジャンルとしては，ドラマ，映画，アニメ，スポーツ中継，
ストレートニュースが多いことが示された． 
 さらに八塩は，この多チャンネル環境におけるテレビ視聴者の調査を通じて，番組
の選択行動が消費者行動論の店舗内行動をベースとして説明することが可能なことを
示した．消費者行動論で用いられている関与概念をテレビの視聴行動に適用した結果，
多チャンネル環境にある人はそうでない人と比べて番組への関与度が高い傾向にある
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ことを明確に示した[22]． 
 
2.3.3. インターネットメディアの普及に伴うテレビ視聴者行動の変化 
 
2000 年代後半に入ると，YouTube やニコニコ動画のような CGM（Consumer 
Generated Media）型の動画共有サイトの利用者が増えてきた，多くの動画がそれら
にアップロードされるようになり，利用者はパソコンや携帯電話などを通じて動画を
容易にオンライン視聴することが可能になった．放送局や番組制作者側も，YouTube
のチャンネル上でテレビニュースを展開しているなど，様々なジャンルの動画を提供
するようになった． 
現状，動画共有サイトを実際に検索したとき，著作権的には問題があるが，所望の
テレビ番組が断片的にいくらか視聴できる状況にある．執行文子が実施した若年層に
おけるオンライン動画視聴の調査[23]では，YouTube やニコニコ動画のような動画共
有サービスが動画配信サービスの中で最も多く利用されていることに加え，回答者全
体の約八割が動画サイトでテレビ番組を見ることがあると回答している．また，動画
サイトでテレビ番組を見る理由として，「見逃した番組を見るため」，「昔の番組を見る
ため」そして「録画できなかった番組を見るため」という回答が多く，最近の若年層
においてリアルタイムで視聴できないもしくは家庭用録画機器にて録画していない放
送番組の視聴を，動画共有サイト上にも求めている傾向にあることが示されている． 
もちろん，YouTube などの動画共有サイト上に，放送されたすべての番組がアップ
ロードされているわけではない．テレビ視聴者によって許可なくアップロードされた
動画も多く存在しており，著作権者などから動画共有サイトの管理事業者に削除が要
請され，後日削除されることもある．しかし，執行の調査[23]にも示されているよう
に，動画共有サイトはテレビ視聴を補完できるツールとして実際にはある程度機能し
ているものと考えられる． 
また，電通総研[24]が電車やバスに乗って通勤・通学する人に対する調査を行った
結果，通勤・通学中に動画を視聴するという人は全体の約 50%にのぼり，その中でよ
く利用するサービスを問うたところ，約 80%が動画共有系の動画サービスを挙げ，テ
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レビ放送に関するもの（ワンセグ受信，放送局が展開する動画サービス，録画した動
画等）よりも数値が高くなった．このように，電車やバス内で時間をつぶすといった
場面においては，テレビ番組より動画共有系サービスのほうが利用する割合がむしろ
高くなるのである． 
このような動画共有サイトの利用状況を背景に，1.7 章に示したような「テレビ離
れ」を指摘する声がある一方で，CGM の利用とテレビ視聴の関係として両者は必ず
しも相反するものではないことを示す調査研究もある．例えば，三浦ら[25]は，Twitter
を 1 日 1 回以上利用している人にインターネットを利用した調査票調査を実施してお
り，六割程度の調査対象者がテレビを見ながら Twitter 上に書き込みをすることや，
リアルタイムで何が起きているのかを知る手段として七割近くの調査対象者がテレビ
を挙げている． 
 
2.3.4. イノベーションの普及，新技術の受容とテレビ視聴者行動 
 
 テレビ視聴を取り巻くメディア環境の変容要因としてこれまでに示した三つのメデ
ィア（家庭用録画機器，多チャンネル環境，インターネット動画視聴環境）について，
このような新しいメディアや技術が人々に普及する過程については，Rogers のイノベ
ーション普及理論[26]によって説明することができる．Rogers は，新製品や新技術（イ
ノベーション）が消費者に普及する状況について，イノベーション対する購入の早い
順から五つのタイプに分類した． 
① イノベーター（Innovators：革新者） 
新しいものを進んで採用する革新的なグループである．彼らは，社会の価値
が自分の価値観と相容れないものと考えている．市場全体の 2.5％である．  
② アーリーアダプター（Early Adopters：初期採用者） 
社会と価値観を共有しているものの，流行に敏感で，自ら情報を集め判断を
下すことができる初期少数採用者のグループである．「オピニオンリーダー」と
なって他のメンバーに大きな影響力を発揮することができる．市場全体の
13.5％である．  
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③ アーリーマジョリティ（Early Majority：前期追随者） 
「ブリッジピープル」と呼ばれる．新しい様式の採用に比較的慎重となる初
期多数採用者のグループである．市場全体の 34.0％である．  
④ レイトマジョリティ（Late Majority：後期追随者） 
新しい様式の採用には懐疑的で，周囲の大多数が試している場面を見てから
同じ選択をする，後期多数採用者のグループである．市場全体の 34.0％である．  
⑤ ラガード（Laggards：遅滞者） 
最も保守的な伝統主義者，または採用遅滞者のグループである．世の中の動
きには関心が低く，流行が一般化するまでそのイノベーションは採用しない．
市場全体の 16.0％である． 
 
特に，アーリーアダプターは，イノベーションが消費者に与える利点に注目する層
であり，他の消費者への影響力が大きいとされる．イノベーターとアーリーアダプタ
ーは合わせて市場全体の 16％となり，この二者へイノベーションが普及するかどうか
によって，その後アーリーマジョリティやレイトマジョリティへそのイノベーション
が普及するか否かが決まる． 
ここで，今回述べた三つのメディア（家庭用録画機器，多チャンネル環境，インタ
ーネット動画視聴環境）における現在の日本国内の普及率を見てみると，家庭用録画
機器については，2.3.1 に示したとおり，機器自体はすでにレイトマジョリティまで普
及が進んでいるほか，DVR についてもすでにアーリーマジョリティへの普及が進んで
いる状況である． 
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また，多チャンネル環境に関しては，衛星テレビ広告協議会の調べ[20]によると，
2013 年 6 月末の段階における有料テレビ放送サービスへの加入数は 1,107 万世帯で
あり，世帯普及率としては 21.3%である．そして，インターネット上の動画視聴環境
に関しては，平成 23 年度情報通信白書[27]によると動画配信サービスの利用率は全体
で 39.9%である．よって，多チャンネルおよびインターネット上で動画を視聴するサ
ービスの普及については，現状では「普及率 16%の壁」を越え，アーリーマジョリテ
ィへの普及伝搬が確認できる数値となっている． 
つまり，本研究において明らかにする「複合メディア環境」におけるテレビ視聴行
動については，YouTube などの動画共有サービスを利用した動画視聴について，少な
くともアーリーマジョリティまでは利用普及が拡散しているという状況において，
人々のテレビ視聴のあり方を問うということになろう． 
しかし，Shih ら[18]が示したように，新しい技術やサービスの利用については，利
用の頻度および利用する機能の幅という観点において各人が異なる形で整理ができる．
複合メディア環境では，動画コンテンツに接する手段が多様化しており，各人がテレ
ビ放送やインターネット上のサービスをどのように捉えているのかによってその形態
は様々考えられるのである． 
図 2-6 Rogers のイノベーション普及曲線 
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2.4. 調査の方針 
 
 本研究の「複合メディア環境」におけるテレビ視聴行動を捉えることについて，具
体的に何を明らかにすればよいのかを 2 章の内容を踏まえてここに整理する． 
 これまでのテレビ受け手論は，大衆社会論を基盤とした受け身なテレビ視聴形態の
指摘から始まり，その後，多様化や個性化が進んだ能動的なテレビ視聴者の存在を示
そうとする動きへと進みながら，テレビ視聴モデルの開発に伴ってテレビ視聴行動と
関わっている要素が詳細に抽出されるまでになっている．つまり，現在のテレビ視聴
者行動論においては，テレビ視聴が受動的か能動的かといった一元的な議論にとどま
ることなく，多様化が進んだテレビ視聴モデルについて，その様子を詳細に示すこと
が可能な状況にあるといえる． 
 さらに，テレビのリアルタイム視聴に対し，放送の多チャンネル化や，家庭用録画
機器によるタイムシフト視聴といった新しいイノベーションが従来までのテレビのリ
アルタイム視聴に与える影響について調査が進んでおり，多チャンネル環境を有する
テレビ視聴者はそうでない視聴者よりも選択的，能動的な視聴を行う傾向にあった．
また，家庭用録画機器はテレビ視聴者にタイムシフト視聴といった新しい視聴手段を
提供することができ，さらに家庭用録画機器の DVR 化は，テレビ視聴者へ「快適化」
や「時間効率化」といったテレビ視聴形態をさらに大きく変える力を有するというと
いうも示されている． 
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 図 2-7 は，これまでのイノベーションである多チャンネル化および家庭用録画機器
を含めたテレビ視聴と，「複合メディア環境」において新しいイノベーションとなる
CGM との関わりについて示したものである．2.3 で示したこれまでのテレビの受け手
論におけるイノベーション研究は，地上波を中心にした旧来から存在しているリアル
タイム視聴形態を軸にしてそれがどのように影響するか，もしくは変化がみられるか，
といった視点であった．今回の「複合メディア環境」におけるテレビ視聴行動を示す
ということは，図 2-7 の下半分に示した CGM の利用が，上半分のテレビ視聴全体と
どのように関わっているのかを示す必要がでてくる．1.6 に示したように，CGM はこ
れまでのテレビのような単一方向型メディアとは異なり，情報の流れ方が双方向的で
ある．また，既存のテレビ受け手研究の枠組みにおいて，CGM とテレビ視聴者との
関わりを容易にその中に位置づけることはできないほか，CGM がこれまでの放送シ
ステム（多チャンネル視聴環境や家庭用録画機器も含められる）と機能的に置き換わ
る可能性が出てくる部分もある． 
 本研究では，CGM の利用者とリアルタイム視聴を中心にしたテレビ視聴および家
庭用録画機器の利用状況との関連を示すための調査票調査の実施を検討した．この後，
二つの章に分けて調査票調査の結果を考察しており，3章ではCGMの利用状況と人々
図 2-7  本研究における調査の概要図 
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の多様化したテレビの捉え方について，4 章では動画共有サイトと家庭用録画機器の
利用状況との関連について示している． 
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3. 「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動 
 
本研究では，「複合メディア環境」における人々のテレビ視聴行動を捉えるための調
査票調査の実施することにより，テレビ視聴に対する人々の多様な受けとめ方を分析
しようとしている． 
3 章では，調査分析の前半部分として，「複合メディア環境」における人々のリアル
タイム視聴を中心にしたテレビ視聴の捉え方について，調査結果と考察を述べる． 
 
3.1. 調査設計 
 
これまで繰り返し説明したように，「複合メディア環境」において，人々はより自分
にあった情報の受け取り方を選択することが可能である．本研究では，そのような環
境でテレビ視聴についての人々の多様なふるまいをできるだけ広く捉えるためのテレ
ビ視聴に関する多面的な質問項目を用意し，調査票調査を実施することにした．  
「複合メディア環境」におけるメディア利用の特徴としては，テレビ放送だけでな
く，インターネットを主体としたサービスの利用，特に CGM の利用があげられる．
「複合メディア環境」におけるテレビ視聴パターンを知るためには，CGM の利用と
テレビ視聴の関係性について示す必要がでてくる．そのため，本研究では，人々の
CGM の利用頻度に注目し，利用頻度が異なる調査対象者のグループ間での回答デー
タの比較を行うことを検討した． 
なお，CGM の利用頻度の区分けであるが，CGM の利用時間を絶対時間として問う
ても，人々のメディア接触時間自体が異なるため，それだけでは利用頻度の区分とし
ては不適である．そのため本研究では，調査対象者のテレビ視聴時間と比べ，テレビ
視聴時間のほうが SNS やブログなどのコミュニケーションサービス（CGM）の利用
時間より多いと感じる人々の集合をテレビ指向グループ，テレビ視聴時間よりも
CGM を利用する時間のほうが多いと感じる人々の集合をネット指向グループと定義
した． 
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3.2. 調査対象の抽出 
 
 本研究における調査は，ネット調査会社である Yahoo!リサーチの調査パネルを利用
し，2008 年 12 月 19 日に実施した．最初に予備調査によってテレビ指向グループと
ネット指向グループを各 300人抽出し，抽出した調査対象者に対して本調査を行った． 
予備調査は，本調査の調査対象者を選定するために，図 3-1 に示した手順により実
施している．調査の依頼方法としては，ネット調査会社に登録しているモニタのうち，
20 代から 50 代のテレビを所有している全国の男女を調査対象とし，予備調査依頼を
送信している．今回の研究では，テレビ視聴と CGM の関連性を問うものであるため，
携帯電話やパソコンを自分の意思では購入できない層が多いと思われる 10 代と，
CGMの利用が比較的少ないと考えられる 60代以上の層は調査対象者からは外してい
る．なお，対象者の居住地や性別の偏りが調査結果に影響を及ぼさないよう，対象者
が居住している都道府県，性別および年齢の割合を国勢調査に合わせて標本を割りつ
けた．予備調査の回答を返信したモニタの中で，本調査において調査対象として有効
であると判断できた調査対象者について，テレビ指向グループとネット指向グループ
の各 300 人を先着順に選定した． 
なお，予備調査における質問項目は次の二つである．＜質問 1＞は，そもそもテレ
ビへ接する機会を持たないテレビ未所有者を調査対象から外すことを目的としている．
また，＜質問 2＞は，モニタがテレビ指向グループとネット指向グループのどちらに
属するのかを判別するためのものである． 
予備調査の設問項目 
＜質問 1＞ 
あなたは，ご自宅にいつでも視聴可能な状態のテレビを 1 台以上所有していますか？ 
（はい／いいえ） 
＜質問 2＞ 
あなたは，テレビを見るよりもパソコンもしくはケータイを用いたコミュニケーショ
ンサイト（SNS やブログなど）を利用している時間が多いほうだと思いますか？（は
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い／いいえ） 
 
3.3. 本調査における設問項目 
 
続いて，予備調査にて抽出した調査対象者（合計 600 人）に対し，テレビに対する
多様な接し方を問うための本調査を行った． 
調査項目は，本稿の付録として示したように，調査対象者の基本属性（年齢，性別，
職業）のほか，1 日あたりのテレビ視聴時間（平日，休日），普段よく見るテレビの視
聴ジャンル，そしてテレビに接する態度を尋ねるための設問を用意した．  
テレビに接する態度を尋ねる設問項目（付録 Q7）については，調査対象者が注目
する対象や程度を細かく評価できるよう，テレビの視聴や利用を問う先行研究[1]の調
査項目を参照し，「テレビ」，「番組」，「放送局」そして「チャンネル」に関連し
た設問（全 33 項目）を用意した．質問に対する回答は，調査の対象者が各設問に対
してどの程度当てはまるのか，5「非常にあてはまる」，4「まああてはまる」，3「ど
調査対象候補者からのアクセス
（予備調査開始）
（質問１）
テレビを所有？
調査終了
（調査対象外）
（質問２）テレビ視聴時間＞ＣＧＭ利用時間？
テレビ指向グループ
の調査対象者に追加
ネット指向グループ
の調査対象者に追加
本調査開始
先着300名まで 先着300名まで
調査依頼メール配信
Yes
No
NoYes
 
図 3-1 予備調査における調査対象者選定のフローチャート 
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ちらともいえない」，2「あまりあてはまらない」，1「全くあてはまらない」の段階
的な五つの選択肢（リカート法 5 点尺度）の中から選ぶ方式とした．なお，今回はネ
ット調査であり，対象者の入力画面において必須項目の入力チェックを実施している
ため，今回の調査対象者の回答において欠損値は出なかった． 
ここで，本研究がネット調査会社を利用した調査票調査を実施していることについ
ての見解を述べておく．希望標本数に達した時点で調査を打ち切る方法は無作為抽出
の考え方になじまないし，ネット調査におけるモニタは，インターネットを経由して
能動的に調査会社のモニタとして登録しているため，全体に偏りが生じている可能性
がある．本研究の結果の解釈は，これらの限界を踏まえたものである必要がある．  
ただし，調査方法に由来する偏りは回答者全体に共通であり，あるグループに特有
とは考えにくい．本研究は一定の条件のもとで，CGM の利用によってテレビ視聴形
態にどのような差異が生じるかを論じており，調査方法が差異そのものに与える影響
は小さいと期待している．つまり，本研究の結果は一定の偏りを有する集団に対する
ものであり，得られた分布や利用の水準は直ちに一般化できるものではない．しかし，
「複合メディア環境」が与える影響・傾向に関する知見そのものは妥当であると考え
る． 
 
3.4. 調査結果 
 
3.4.1. 調査対象者の基本データ 
 
最初に，予備調査によって抽出したテレビ指向グループとネット指向グループの対
象者の基本データについて示す． 
各グループの対象者の性別と年齢は表 3-1 のとおりである．50 代の対象者が両グ
ループとも他の年齢層と比較してやや多く集まったサンプルとなっているものの，極
端にサンプル数が少ない年齢層は存在しなかった． 
また，調査対象者の職業について，男性を図 3-2 に，女性を図 3-3 に示した．図中
の百分率表記は，性別年齢階層別の当該職業の構成比を示している．なお，調査対象
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図 3-2  調査対象者の職業分布（男性） 
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者の職業分類は，モニタ登録時に登録されたものであり，単一回答である． 
学生は，20 代において男女ともある程度の割合で含まれている．また，男性のパー
ト・アルバイトの割合については，20 代の割合がほかの年齢層と比較して高くなって
いる．そのほか，男性は給与所得者と自営業が，また女性はパート・アルバイト，そ
の他職業および主婦が調査対象者として比較的多く含まれている．  
 
表 3-1 各グループの男女年層別人数 
 テレビ指向 ネット指向 
 男性（人） 女性（人） 男性（人） 女性（人） 
20 代 20 21 31 30 
30 代 31 36 47 34 
40 代 39 33 26 35 
50 代 51 69 53  44 
全体 141 159 157 143 
 
 
図 3-3  調査対象者の職業分布（女性） 
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3.4.2. 因子分析の実施と結果 
 
テレビ指向とネット指向の両グループにおいて特徴的な人々のテレビの捉え方を抽
出するため，まずはテレビ指向グループとネット指向グループを足し合わせた集合（以
後，ボンド・グループ[2]）に対し，因子分析（主因子法，プロマックス回転）を実施
した． 
因子分析の手順としては，まず表 3-2 に示すテレビに対する態度を問う項目（合計
33 項目）すべてを分析対象として因子分析を実施した．次に，4 因子すべてにおい
て.300 未満の負荷量を示した項目を除外して 27 項目に再度因子分析を行った．その
結果，表 3-2 のように四つの因子が抽出された．なお，各因子を構成する項目のα係
数を算出した結果，.840 から.671 と概ね内的整合性は高かった．今回抽出した四つの
因子の特徴について，以下に説明する． 
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【第Ⅰ因子】「番組への関心性」因子（α=.840） 
この因子は，新聞，ネット，情報誌などを使い，事前に見たい番組をチェックする
表 3-2 因子分析の結果 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
21.新聞、ネットやテレビ情報誌のテレビ欄を見て、
   見たい番組を常日頃チェックしている
.827 -.200 -.006 -.014
11.チャンネルを選ぶために、事前に新聞やTV情報誌をチェックする .817 -.290 -.002 -.020
24.新番組は特にチェックする .751 .158 .063 -.116
25.好きな芸能人やキャスターなどが出演している番組を選んで見る .656 .054 .008 -.142
22.友人、知人や情報誌で面白いと取り上げられた番組を選んでいる .655 .051 .212 -.014
33.話題になりそうな番組を選んで見る .573 .159 .170 .013
27.見たいテレビがあるときは、その時間までに自宅に帰って見るか、
   番組を録画して見る
.563 -.233 -.167 .048
30.毎週見ているお気に入りの番組がある .381 -.168 -.327 .232
1.暇なときはとりあえずテレビのスイッチをいれる -.039 .731 -.187 .119
3.テレビを見る必要のない時間には、テレビをつけない .216 -.667 .258 -.069
23.番組の途中でもチャンネルを頻繁に変更して、なんとなく面白そうな番組を見る .232 .646 .526 -.072
17.あちこちのチャンネルをリモコンなどでいつも変えながらテレビを見る .192 .604 .450 .059
26.見たい番組だけを選んで見る .264 -.500 .136 .216
9.テレビを見ることが大好きである .316 .400 -.322 -.004
2.テレビがついていても実際にはネットやケータイに集中していることが多い -.068 .344 .108 -.014
6.テレビが家にあると安心する .178 .336 -.246 .181
31.どの番組を見ても、似たりよったりだと思う .067 .060 .677 .173
12.どのチャンネルを見ていても同じようなことを放送しているなと感じる .155 .007 .535 .090
28.毎週決まった番組を見ているわけではない -.146 .216 .488 -.044
7.テレビが見られない日が比較的長期間続いても、
　他のメディアがあれば特に不自由なく生活できると思う
-.155 -.182 .458 .063
10.テレビは自分が生活する上で必要だと思う .258 .317 -.419 .046
29.テレビのチャンネルは家族の誰かが選んだものを見ていることが多い .018 .036 .373 .104
15.自分が好きな特定のチャンネルがある -.005 .005 .155 .781
18.自分として信頼している特定の放送局がある -.054 -.030 .126 .760
20.いつもだいたい決まったチャンネルしか見ていないと思う -.219 -.027 .275 .596
14.優れた番組を制作・配信する放送局について、自分なりに評価ができる -.001 .080 .046 .511
32.安心して見られる番組がある .149 -.078 -.130 .419
因子相関行列 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Ⅰ － .439 -.548 .555
Ⅱ － － -.295 .262
Ⅲ － － － -.467
Ⅳ － － － －
(因子分析時に採用しなかった設問)
19．番組が面白ければ、どの放送局のものでも関係なく見る
13．視聴できるチャンネル数は多いほど良いと思う
8．テレビは、他のメディアと比べて、世の中の最新情報を入手するために最も効率のよい手段だと思う
16．番組を見ているときに、どの放送局が制作・放送しているかについてはほとんど意識したことがない
4．テレビの情報はネット上の情報と比べてとても信頼できると思う
5．テレビでもネットでも正しい（もしくは楽しい）情報が得られると思う
因子
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行動を中心に構成されており，番組選択に対する関心を示す．話題になりそうな番組
の選択や，新番組をチェックし，番組を視聴するため自宅へ帰宅，もしくは録画する
など，見たい番組を見逃すまいとする態度と関連する． 
 
【第Ⅱ因子】「習慣的なテレビ接触」因子（α=.772） 
この因子は，暇なときにはとりあえずテレビをつけるなど，常にテレビに触れよう
とする態度を捉えている．特に見たい番組が決まっていなくても，チャンネルをザッ
ピングして何か面白い番組がないかどうか探したり，またケータイやパソコンを操作
しながらでもテレビをつけていたりなど，他のことをしながらでも常にテレビとの接
触を保とうとする態度と関連する． 
 
【第Ⅲ因子】「低関心性・必要性」因子α=.671） 
生活する上で，テレビは特に必要でないと感じていることを示す因子である．テレ
ビを生活のなかに環境化していないため，テレビがなくともネットやケータイなどの
メディアで代替できるという考えや，そもそもテレビへの興味がなく，複数の番組や
チャンネル間の差異を感じないといった態度と関連する． 
 
【第Ⅳ因子】「放送局／チャンネルへの関心性」因子（α=.683） 
自分が好きな特定のチャンネルをもち，特定の放送局に対して信頼感をもっている
ことを示す因子である．視聴する番組に対する信頼感を重視するため，特定のチャン
ネルに限定して視聴しようとする態度と関連する． 
 
3.4.3. グループ間の因子構造の相違 
 
テレビ指向グループとネット指向グループにおけるテレビ視聴行動の差異を直接的
に捉えるため，テレビ指向グループとネット指向グループの回答をそれぞれ別々に因
子分析（主因子法，プロマックス回転）し，ボンド・グループに対して実施した因子
分析の結果と比較した． 
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グループ間の因子分析結果を解釈するために，因子分析の際に採用した設問項目は
ボンド・グループのものと同じものを採用した．しかし，この場合，テレビ指向グル
ープおよびネット指向グループのそれぞれにおいて明確に因子を構成する設問項目の
みを選択することはできないため，各因子に対する因子負荷量が 0.350 を超える設問
は，各因子に対し強い相関をもつものとし，表 3-3 では太字で強調し，表 3-4 にあげ
た．すなわち，ボンド・グループ，テレビ指向グループおよびネット指向グループの
それぞれの因子分析の結果が表 3-3，三つのグループ（ボンド・グループ（B），テレ
ビ指向グループ（Ｘ），ネット指向グループ（Ｙ））の結果を比較しやすくするために
各因子を構成する要素について整理したものが表 3-4 である．なお表 3-4 の数字につ
いては，表 3-2 における設問番号に対応している． 
 
表 3-3 因子分析結果（ボンド・グループ／テレビ指向グループ／ネット指向グループ）  
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
21 .827 -.200 -.006 -.014 .727 -.126 .103 -.048 .885 -.263 .104 -.004
11 .817 -.290 -.002 -.020 .749 -.220 .045 .008 .835 - .356 .079 -.044
24 .751 .158 .063 -.116 .714 .247 -.104 -.091 .743 .100 .039 -.091
25 .656 .054 .008 -.142 .617 .114 -.057 -.123 .634 .025 -.021 -.112
22 .655 .051 .212 -.014 .466 .137 -.106 .121 .675 .023 .174 -.050
33 .573 .159 .170 .013 .394 .149 -.100 .233 .650 .192 .144 -.131
27 .563 -.233 -.167 .048 .622 -.191 .133 -.023 .518 -.239 -.157 .097
30 .381 -.168 -.327 .232 .270 -.073 .436 .153 .457 -.216 -.265 .254
1 -.039 .731 -.187 .119 -.081 .813 .076 .047 .095 .658 -.135 .162
3 .216 - .667 .258 -.069 .138 - .673 -.049 .028 .162 - .654 .305 -.151
23 .232 .646 .526 -.072 .174 .630 - .436 -.059 .227 .570 .490 -.036
17 .192 .604 .450 .059 .080 .609 - .407 .045 .275 .491 .428 .081
26 .264 - .500 .136 .216 .238 - .418 -.039 .210 .231 - .518 .103 .189
9 .316 .400 -.322 -.004 .141 .469 .405 -.019 .500 .362 -.204 -.024
2 -.068 .344 .108 -.014 .061 .336 -.080 .018 -.148 .472 -.017 -.020
6 .178 .336 -.246 .181 -.005 .363 .426 .127 .344 .316 -.117 .177
31 .067 .060 .677 .173 .035 .154 - .578 .125 .047 -.090 .724 .207
12 .155 .007 .535 .090 .117 .096 - .505 .040 .166 -.137 .544 .113
28 -.146 .216 .488 -.044 -.201 .197 - .405 .005 -.159 .207 .461 -.071
7 -.155 -.182 .458 .063 -.155 -.155 - .424 .157 -.206 -.223 .371 -.015
10 .258 .317 - .419 .046 -.005 .406 .530 .063 .527 .256 -.302 -.039
29 .018 .036 .373 .104 -.035 .059 - .285 .194 .000 .021 .328 .031
15 -.005 .005 .155 .781 -.005 .038 -.080 .673 .016 -.012 .128 .790
18 -.054 -.030 .126 .760 -.008 -.110 -.082 .669 -.059 .054 .090 .759
20 -.219 -.027 .275 .596 -.145 -.070 -.212 .448 -.309 .015 .225 .678
14 -.001 .080 .046 .511 .005 .097 -.117 .501 .088 .040 -.022 .455
32 .149 -.078 -.130 .419 .050 -.059 .245 .465 .232 -.071 -.101 .347
設問
番号
因子（ボンド・グループ） 因子（テレビ指向グループ） 因子（ネット指向グループ）
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ここで，表 3-4 における第Ⅲ因子の各グループの構成をみると，ボンド・グループ
およびネット指向グループの各設問の因子負荷量が，テレビ指向グループにおける因
子負荷量と正負が逆になっている．ボンド・グループに対する因子分析の結果，第Ⅲ
因子を「低関心性・必要性」因子としたが，テレビ指向グループに対する因子分析の
結果得られた第Ⅲ因子の因子負荷量とは正負が逆転しているため，テレビ指向グルー
プにおける第Ⅲ因子は，その反対にテレビに対する高い関心性や必要性を示す因子と
して説明することができる． 
個別の設問に対する反応を比べてみると，設問 6（テレビが家にあると安心する）
については，ネット指向グループでは第Ⅰ因子に，ボンド・グループとテレビ指向グ
ループでは第Ⅱ因子の要素になった．ネット指向グループにおいて，テレビが家にあ
ることによる安心感は番組に対する関心性と関連する感覚であるのに対し，テレビ指
向グループでは加えて習慣的にテレビに接することができる感覚を意味している．ま
た，テレビ指向グループにおいては第Ⅲ因子の要素としても現れているが，これはテ
レビ指向グループにおいて，テレビが家にあると安心するという感覚がテレビの有無
に対する感覚と密接に関わっている一方で，ネット指向グループではその感覚は比較
表 3-4 各因子を構成する設問（グループ間比較） 
 
第Ⅰ因子：
B 21 11 24 25 22 33 27 30
Ｘ 21 11 24 25 22 33 27
Ｙ 21 11 24 25 22 33 27 30 6 9 10
第Ⅱ因子：
B 1 -3 23 17 -26 9 2 6
Ｘ 1 -3 23 17 -26 9 2 6 10
Ｙ 1 -3 23 17 -26 9 2 -11
第Ⅲ因子：
B 23 17 31 12 28 7 29 -10
Ｘ -23 -17 -31 -12 -28 -7 -29 10 6 9 30
Ｙ 23 17 31 12 28 7 29
第Ⅳ因子：
B 15 18 20 14 32
Ｘ 15 18 20 14 32
Ｙ 15 18 20 14 32
※図中のマイナスは、負の因子負荷量であることを示す。
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的薄くなっていることを示している．  
設問 10（テレビは自分が生活する上で必要だと思う）については，ネット指向グル
ープにおいては第Ⅰ因子に，テレビ指向グループでは第Ⅱおよび第Ⅲ因子の要素とな
っている．ネット指向グループは「番組」に対し生活上欠かせないという感覚を結び
つけるが，一方でテレビ指向グループは，テレビをいつでも見られることが生活上欠
かせないことが確認できる． 
設問 9（テレビを見ることが大好きである）については，すべてのグループで第Ⅱ
因子の要素であることから，習慣的にいつでもテレビのスイッチをつけて見られる環
境を有することとテレビを見ることが好きであるという感覚はいずれのグループにも
関連づけられていることが確認できる．一方で，ネット指向グループにおいては第Ⅰ
因子の要素に，またテレビ指向グループにおいては第Ⅲ因子の要素になっている．ネ
ット指向グループにおいては，「テレビを見るのが好き」ととらえる感覚が「番組」に
対して向けられるのに対し，テレビ指向グループではテレビを見る環境と結びついて
いる． 
設問 30（毎週見ているお気に入りの番組がある）については，ネット指向グループ
とボンド・グループでは第Ⅰ因子の要素として，テレビ指向グループでは第Ⅲ因子の
要素として現れている．ネット指向グループとしては，この設問が番組への関心性に
対するものと関連して捉えられており，ボンド・グループ全体でみたときにもその傾
向が確認できる．一方で，テレビ指向グループにおいては，毎週決まって番組を見る
ことができるテレビ視聴環境を所有することとの関連性について確認することができ
る． 
設問 11（チャンネルを選ぶために，事前に新聞やテレビ情報誌をチェックする）に
ついては，テレビ指向グループ，ネット指向グループ，ボンド・グループともに第Ⅰ
因子の要素として現れる．これは，事前に新聞やテレビ情報誌をチェックする行為は，
すべてのグループに共通して番組への関心性として認識されていることを示している．
しかし，ネット指向グループでは第Ⅱ因子（負の因子負荷量）としても現れている．
つまり，ネット指向グループにおける習慣的なテレビ視聴行動は，情報誌などにより
事前に視聴したい番組を調べることなく番組を選択する行動と関連していることが確
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認できる． 
なお，第Ⅳ因子に注目すると，ボンド・グループ，テレビ指向グループ，ネット指
向グループともに属する要素が全く同じであったことから，放送局もしくはチャンネ
ルに対する考え方において，グループ間の差異は存在していないことが確認できる．  
 
3.4.4. クラスター分析によるグループ化 
 
調査対象者全体におけるテレビ視聴パターンを求めるため，ボンド・グループにお
ける因子得点を使って調査対象者のクラスター分析を行った．各クラスターにおける
１日あたりのテレビ視聴時間やよく見るテレビ視聴ジャンルについて整理することに
より，各クラスターのテレビの視聴の仕方についてより具体的に理解することができ
る．また，テレビ指向グループとネット指向グループにおける各クラスター比率を確
認することにより，両グループ間のテレビ視聴パターンの違いを示すことができる．  
ボンド・グループに対する因子分析によって抽出した四つの因子に対する因子得点
を利用し，クラスター分析を実施した．なお，クラスター分析における解の導き方は，
平方ユークリッド距離による Ward 法を用いた． 
今回のクラスター分析におけるクラスター凝縮経過工程の最終段階を図 3-5 に示し
た．クラスター凝縮経過の 596 段階の前後でおおむね変曲点になっていることが確認
 
図 3-5 クラスター凝縮経過工程（最終段階のみ） 
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でき，係数の隔たりも 100 近い値になっていることから，クラスター間に十分な距離
があるものと考えた． 
クラスター数の決定については，距離が十分離れている各クラスターに対してその
特徴を検討し，探索的に適切なクラスター数を求めていくのが一般的である．今回の
研究では，595 段階と 596 段階の間（クラスター数 5）で切りとるのが各クラスター
の特徴を最もよく説明できるものと判断し，採用した． 
今回のクラスター分析を実施した結果を表 3-5 に示した．なお，表 3-5 の構成比は
ボンド・グループ 600 人に対するものである．また，五つのクラスターともボンド・
グループ全体比でおよそ 10%以上になっていることから，本研究ではこれらのクラス
ターをすべて採用した．各クラスターの対象者の平均因子得点を図 3-6 に示した．各
クラスターにおける平均因子得点の分布状況をもとにしたテレビ視聴行動上の特徴を
以下に示す． 
クラスターA は，「習慣的なテレビ接触」因子における因子得点がプラスのほうに高
く出ており，「番組への関心性」および「放送局／チャンネルへの関心性」因子に対し
てはマイナスのほうにでているものの極めて小さな値となっている．このクラスター
に属する人々は，必要なときだけではなく，テレビを見る必要がない時にもなんとな
くテレビのスイッチをつける行動をとっていると考えられる．また，チャンネルを頻
繁に変更して好きな番組を探そうとする．しかし，番組やチャンネルへの関心性因子
表 3-5 各クラスターの人数 
人数 構成比
クラスターA
（バラエティシーキング）
クラスターB
（テレビ高関与）
クラスターC
（テレビ関与なし）
クラスターD
（習慣性なし）
クラスターE
（放送局限定関与）
合計 600 100.0%
61 10.2%
121 20.2%
216 36.0%
59 9.8%
143 23.8%
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に対してはプラスに振れていないことから，番組やチャンネルの選択に関しては，比
較的低関与な選択行動をとっていることがうかがえる．このような行動特性は，消費
者行動論におけるバラエティシーキング行動[3]と類似していることから，本グループ
を「バラエティシーキング」クラスターと整理した． 
クラスターB は，「番組への関心性」，「習慣的なテレビ接触」そして「放送局／チャ
ンネルへの関心性」因子に対する因子得点はプラスに，「低関心性・必要性」因子がマ
イナスに振れている．雑誌や新聞のテレビ欄を事前にチェックしたり，また視聴すべ
き番組や新番組を積極的にチェックしたりなど，番組に対する関与が高い行動を示す
傾向にある．好きな特定の放送局／チャンネルがあるなど，放送局／チャンネルへの
関心も高い．このように，クラスターB は，テレビ視聴を構成するすべての要素（番
組，習慣的なテレビ視聴，放送局／チャンネル）に対して高い関与を示すことから，
「テレビ高関与」クラスターと整理した． 
クラスターC は，「低関心性・必要性」因子に対する因子得点は大きなプラスに，そ
の他の因子に対しては大きなマイナスに振れている．テレビがなくとも困らないグル
ープであり，意味もなくテレビをつけるといったテレビ依存型の行動はとらないほか，
 
 
図 3-6 各クラスターの標本数における平均因子得点 
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番組やチャンネルにも特段興味を示していない．テレビがなくても生活できると感じ
ていることから，「テレビ関与なし」クラスターと整理した． 
クラスターD は，「習慣的なテレビ接触」因子に対する因子得点がマイナスに振れ
ている．また，「低関心性・必要性」因子はゼロ近辺に，「番組への関心性」と「放送
局／チャンネルへの関心性」因子についてはそれぞれプラスとマイナスに振れている
が極めて小さい値となっている．このグループに所属する対象者は，暇つぶしにテレ
ビを視聴するといった習慣性のあるテレビ視聴をすることは少ないものの，クラスタ
ーC のようにテレビに対する関心の低さや不必要さを必ずしも強く感じているわけで
はない．したがって，クラスターD を「習慣性なし」クラスターと整理した． 
クラスターE は，「番組への関心性」や「習慣的なテレビ接触」因子の得点は強いマ
イナスに，「低関心性・必要性」因子はプラスに振れている．また，「放送局／チャン
ネルへの関心性」因子の得点はほぼゼロ近辺にある．番組にも関与せず，意味もなく
テレビに接触するといった行動もとらないことについてはクラスターC と似た傾向に
なっている．ただし，クラスターE は第Ⅳ因子に対する平均因子得点の傾向がクラス
ターC と異なっているという特徴がみられる． 
表 3-6 は，第Ⅳ因子を構成する五つの設問に対する回答において，クラスターE と
対象者全体の平均値と標準偏差を示したものである．t 検定を行った結果，設問 18（自
分として信頼している特定の放送局がある）と設問 20（いつもだいたい決まったチャ
ンネルしか見ていないと思う）については，クラスターE の平均値は対象者全体と比
べ統計的に高くなる（1%水準で有意）ことが確認された． 
この結果を要約すると，クラスターE は，全体と比べたときに，自分が信頼してい
表 3-6  第Ⅳ因子を構成する設問に対する回答の平均値と標準偏差 
 
標準偏差 平均 標準偏差
15.自分が好きな特定のチャンネルがある 3.44 1.16 3.37 1.04
18.自分として信頼している特定の放送局がある 3.11 ** 1.14 2.78 0.97
20.いつもだいたい決まったチャンネルしか見ていないと思う 3.43 ** 1.18 2.99 1.04
14.優れた番組を制作・配信する放送局について、自分なりに評価ができる 3.44 0.89 3.36 0.88
32.安心して見られる番組がある 3.56 0.83 3.45 0.85
** p<.01
クラスターE 全体
平均
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る放送局があり，その放送局が制作している番組が視聴可能なチャンネルに限定して
視聴する傾向が確認されたといえよう．よって，本研究ではこのクラスターを「放送
局限定関与」クラスターと整理した． 
 
3.4.5. 各グループのクラスター構成比率 
 
テレビ指向グループとネット指向グループを構成する対象者のテレビ視聴行動パタ
ーンを比較するため，両グループにおけるクラスターの構成比率を図 3-7 に整理した． 
テレビ指向グループは，テレビ番組やチャンネルに高関与かつ習慣的なテレビ視聴
を行うクラスターB（46.3%）が約半数を占めており，次に多いバラエティシーキング
的にテレビに接するクラスターA（24.0%）と合わせると，テレビ指向グループの約
70%を占めている． 
一方，ネット指向グループの構成比率についてみてみると，テレビがなくても困ら
ないクラスターC（17.3%），テレビ視聴が習慣的ではないクラスターD（27.0%），そ
して信頼する放送局に限定して番組を視聴するクラスターE（13.7%）は，テレビ指向
グループよりもネット指向グループのほうが高い構成比率となっている． 
特に，クラスターC（17.3%）はテレビ指向グループにはほとんど存在していない．
つまり，クラスターC はネット指向グループに特徴的なクラスターとなっている．よ
って，CGM の利用の多さとテレビに対する「低関心性・必要性」には関連性がある
といえよう． 
 
図 3-7 グループ内のクラスター比率 
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しかし，ネット指向グループの間で「テレビはなくてもかまわない」といった考え
が支配的かというと，本研究におけるクラスターC の割合をみる限り，必ずしもそう
ではない．むしろ，ネット指向グループにおいても，クラスターA（16.3%）や B（25.7%）
のように，テレビに対して高関与な行動を示したり，バラエティシーキング的な行動
を示したりといった調査対象者が約半分を占めている． 
 
3.4.6. 男女年齢階層別のクラスター分布 
 
 テレビ指向グループとネット指向グループにおける男女年齢階層別のクラスター分
布を図 3-8 から図 3-11 にそれぞれ示した． 
 
図 3-8 クラスター分布（テレビ指向／男性） 
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図 3-9 クラスター分布（テレビ指向／女性） 
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 テレビ視聴に対してバラエティシーキング的行動をとるクラスターA とテレビに対
して高関与な態度を示すクラスターB については，全体として男女ともテレビ指向グ
ループのほうがネット指向グループよりも高い割合となった． 
 一方，テレビに対して関与していないクラスターC に注目すると，テレビ指向グル
ープにはほとんど存在していない．ネット指向グループについては男女とも 20 代に
おいて全体比で高め（男 35%，女 27%）となっていることから，クラスターC は比較
的若年層に多いクラスターであるといえる． 
その他，テレビ視聴において習慣性がないクラスターD では，ネット指向グループ
の 40 代男性では 46%と比較的多くなっている．また，信頼する放送局に限定して番
組を視聴するクラスターE については，ネット指向グループにおいて男性よりも女性
のほうが高い割合となる傾向にある．また，クラスターE を構成する女性の各年齢階
 
図 3-10 クラスター分布（ネット指向／男性） 
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図 3-11 クラスター分布（ネット指向／女性） 
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層についてみてみると，全体的においてネット指向グループの構成割合のほうが高め
に出ている． 
 
3.4.7. １日あたりのテレビ視聴時間 
 
１日あたりのテレビ視聴時間について，クラスター間でどのような違いがあるのだ
ろうか．今回の調査では，自由な時間が多い休日と仕事や学業など自由な時間に限り
がある平日のおよその 1 日あたりの視聴時間について質問した．各クラスターにおけ
る平日のテレビの視聴時間の分布を図 3-12 に，休日の分布を図 3-13 に示した． 
1 日あたりのテレビ視聴時間を 1 時間以下と回答した割合について注目すると，ク
ラスターA（平日：9% 休日：5%）とクラスターB（平日：5% 休日：5%）について
は値が低い一方で，クラスターC（平日：88% 休日：64%）では極端に高くなってい
る．  
 
図 3-12 各クラスターにおけるテレビの視聴時間の分布（平日）  
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4.4.3 における男女年齢階層のクラスター分布と合わせて考察すると，ネット指向グ
ループにおけるクラスターC はテレビ視聴時間の低さが顕著であり，そのクラスター
C を構成する対象者は 20 代の対象者が多く含まれる（男 35%，女 27%）．これは，1
で示した先行研究における若年層の視聴時間の低下現象と合致している． 
なお，ネット選択グループのほうが多い構成割合のクラスターD と E のテレビ視聴
時間をみてみると，クラスターC とは異なり，図 3-12 と図 3-13 を見る限り，全体と
比べてほぼ似たような視聴時間の分布状況となっている． 
 
3.4.8. よく視聴するテレビ視聴ジャンル 
 
本研究では，対象者が普段よく視聴しているテレビ番組のジャンルについて，当て
はまるものを複数選択可能な方式にて質問した．表 3-7 は，各クラスターにおいて「よ
く視聴する」と回答した対象者の割合を示したものである．なお，それぞれのジャン
ルにおいて，各クラスターの回答状況を全体の回答状況と比較するために，各クラス
ターと全体の間でカイ二乗検定を実施しており，有意差が生じているものについては
表 3-7 にその結果を記した． 
テレビに対して関与していないクラスターC に注目すると，テレビ視聴時間が短く
 
   図 3-13 各クラスターにおける平日テレビの視聴時間の分布（休日）  
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ても「ニュース・報道・ドキュメンタリー」については 89.8%がよく視聴すると回答
しており，全体と比べても同じように視聴しているといえる．また，「スポーツ」につ
いても全対比で有意に低いとまではいえず，ある程度視聴しているといえる．一方で，
現在のテレビ地上波放送において一日のなかで視聴率が高い時間帯といわれる，いわ
ゆるプライムタイム帯（19 時～22 時）でよく放送されている「ドラマ」，「バラエテ
ィ・お笑い」といったジャンルが全体比で有意に低くなっている．クラスターC にお
いては，ごく限られたテレビ視聴時間の間で，ニュースやスポーツ番組など限られた
ジャンルのテレビ視聴のみ行っている傾向にあるといえよう． 
逆に，テレビに対して高関与なクラスターB においては，クラスターC とは逆に「ド
ラマ」や「バラエティ・お笑い」は全体比で有意に高くなっているほか，「ワイドショ
ー」，「料理・生活・実用」そして「音楽」など広いジャンルで全体より有意に高い． 
一方，テレビ視聴に対してバラエティシーキング性を有するクラスターA や，テレ
ビ視聴に対して習慣性がないクラスターD については，全体と比べて有意な差のある
テレビ視聴ジャンルがほぼ存在しておらず，全体と比べたときに視聴するジャンルの
偏りが確認されなかった．また，信頼できる放送局に限定して視聴するクラスターE
については，「ドラマ」，「ワイドショー」，「バラエティ・お笑い」の値が全体より有意
に低いことが確認された． 
表 3-7 普段よく見るテレビ視聴ジャンル（よく視聴すると回答した割合：複数選択）  
(ジャンル) クラスターA クラスターB クラスターC クラスターD クラスターE 全体
ニュース・報道・
ドキュメンタリー
85.1% 85.2% 89.8% 78.3% 88.5% 84.3%
ドラマ 47.9% 61.6% *** 15.3% *** 51.0% 29.5% ** 48.5%
スポーツ 28.9% 38.9% 23.7% 27.3% 31.1% 31.8%
映画 40.5% 41.2% 18.6% * 32.9% 27.9% 35.5%
ワイドショー 27.3% 41.2% *** 6.8% *** 19.6% 9.8% ** 26.7%
アニメ 16.5% 23.1% 8.5% 20.3% 11.5% 18.5%
バラエティ・お笑い 48.8% 65.7% *** 28.8% ** 44.8% 31.1% ** 50.2%
料理・生活・実用 13.2% 31.0% *** 6.8% * 12.6% 18.0% 19.3%
紀行・旅 34.7% 31.5% 11.9% ** 28.0% 16.4% 27.8%
音楽 14.9% * 36.1% *** 10.2% * 21.7% 13.1% 23.5%
語学・教育 5.0% 9.7% 5.1% 5.6% 11.5% 7.5%
*** p<.001 ** p<.01 * p<.05  
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3.5. まとめ 
 
「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動を明らかにするために，多様化す
るテレビへの接し方を捉える尺度を求めると同時に，テレビ視聴時間と比べて CGM
の利用が少ないグループ（テレビ指向グループ）と多いグループ（ネット指向グルー
プ）の調査対象者におけるテレビ視聴行動の違いについて分析を試みた．  
両グループの対象者に共通したテレビへの接し方を捉えるための尺度を作成するた
めに，ボンド・グループに対する因子分析を実施した結果，人々のテレビの捉え方を
構成する要素として「番組への関心性」，「習慣的なテレビ接触」，「低関心性・必要性」，
そして「放送局／チャンネルへの関心性」の四つの因子を抽出することができた． 
そして，テレビ指向グループとネット指向グループにおける人々のテレビの捉え方
の違いを知るために，各々のグループに対する因子分析の結果とボンド・グループに
対する因子分析の結果を比較し，各設問に対する各グループの調査対象者の反応の仕
方の違いを調べた．その結果，テレビに対する安心感，生活上欠かせないという感覚，
そしてテレビが好きという感覚について，ネット指向グループは「番組」の概念に対
して結びつく傾向にある一方で，テレビ指向グループは「テレビを見ることができる
環境」に対して結びつく傾向にあった．CGM を多く利用する対象者は，テレビを見
る環境に依存するのではなく，むしろ番組そのものに対して選ぶ目をもち，自らが視
聴したい番組を選択しようとする傾向にあることを，本研究によって明確に示すこと
ができた． 
また，対象者の因子得点を利用したクラスター分析を実施した結果，対象者全体を
クラスターA（バラエティシーキング），クラスターB（テレビ高関与），クラスターC
（テレビ関与なし），クラスターD（習慣性なし），クラスターE（放送局限定関与）の
五つのクラスターに分類することができた．とくに，テレビに対して関与していない
クラスターC は，テレビ指向グループにわずか 2％程度しか存在しないことから，ネ
ット指向グループにおける特徴的なクラスターとして抽出できることが確認された． 
CGMを比較的多く利用しているクラスターCに属する対象者についてみてみると，
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対象者は 20 代をはじめとする比較的若年層が多くなっている．また，対象者全体と
比べてもテレビの視聴時間が極端に短くなっているほか，テレビの視聴ジャンルにつ
いては，「報道・情報・ドキュメンタリー」など限られたジャンル以外では全体比で接
触率が低くなっている． 
しかし，クラスターC のような特徴をもつ人々がネット指向グループにおいて支配
的になっているかというと，本研究におけるネット指向グループ内のクラスターC の
割合(17.3%)を見る限り，そうであるとはいえなかった．図 3-7 に示したように，ネッ
ト指向グループにおいても，クラスターA や B に属する調査対象者が合わせてネット
指向グループ全体の約半分を占めている．特に，クラスターB に属する調査対象者は，
テレビ視聴に対して高関与な行動をとりつつ，CGM に対しても複合的に積極利用し
ていると考えられる．今回の調査において，その割合はネット指向グループの 25.7%
と，クラスターC よりも多い結果であった． 
このように，CGM を多く利用する人々は，人々が一概にテレビから全面的に離れ
ているというのではなく，むしろ各人がテレビに対する適切な距離を保ちながらテレ
ビと接する傾向を有すると説明すべきであろう． 
 
注・文献 
[1]白石信子，原美和子，照井大輔．日本人とテレビ・2005 テレビ視聴の現在．放
送研究と調査，2005 年 8 月号．pp.2-35． 
[2]テレビ指向グループとネット指向グループでは，テレビの捉え方が必ずしも一致
しているとは限らない．文化比較研究の分野において，林と穐山は文化受容と国民
性に対する異国間グループを比較する実証的研究のなかで，比較対象となるそれぞ
れのグループの人数をほぼ等しくした状態でデータを組み合わせたボンド・グルー
プを形成させ，数量化第Ⅲ類を適用する分析を実施している．本研究でのボンド・
グループに対する因子分析手法は，この林らの研究スキームを準用した．  
林知己夫，穐山貞．日本と東南アジアの文化摩擦．出光書店．1982，pp.7-10． 
[3]バラエティシーキングとは，ものを選ぶときに，特定のブランドだけではなく，
さまざまなブランドを購入しようとする消費者の行動特性である．アメリカの消費
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者行動の研究者である Henry Assael が提示したもので，商品への関与度が低く，ブ
ランド間の知覚水準が高い消費者にみられる行動とされている．本研究において，
テレビ視聴者にとっての商品は番組と考えられる．クラスターA は，第Ⅰ因子（番
組関与因子）の因子得点が高いとはいえないが，一方でザッピング視聴（番組に対
するブランド・スイッチング）が特徴的な行動である第Ⅱ因子の因子得点が高くな
っている．よって，クラスターA はバラエティシーキング的なテレビ視聴行動とし
て説明することができる． 
守口剛，恩蔵直人．プロモーションの質的効果：情報処理タイプと反応パターンの
商品カテゴリーによる相違．マーケティング・サイエンス No. 34，1989, pp.13-24. 
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4. 「複合メディア環境」における家庭用録画機器の利用状況 
 
4 章では，テレビ視聴を補完する動画共有サイトのような CGM の利用を含めたメ
ディア環境である「複合メディア環境」のなかで，人々がリアルタイム視聴を補完す
るためにこれまで用いてきた家庭用録画機器の利用状況がどのようになっているのか
を明らかにする． 
 
4.1. 調査設計 
 近年実施された家庭用録画機器に関する先行研究では，家庭用録画機器の機能や性
能の高度化が人々のテレビ視聴行動へどのような影響を与えたかについて焦点があて
られている[1][2][3]．それらの議題の中心はあくまで，家庭用録画機器の DVR 化の進
行が人々のテレビ視聴形態にどのような影響を与えるのかという点であり，VTR と
DVR の利用行動を比較することによって示そうとしていた．これらの研究において前
提となっているテレビ視聴環境として，YouTube のようなインターネット上の動画サ
ービスとの関連は考慮されていなかった． 
図 4-1 は，テレビ番組の多様化した視聴形態を中心にとらえたときの，映像コンテ
ンツの状況を示したものである．人々のまわりに存在している動画コンテンツの集合
動画コンテンツの集合（X）
テレビ放送（TV）
放送の録画（R）
再生（P）
動画共有
サイト
（N）
 
図 4-1 調査対象者周辺の動画コンテンツ集合概念 
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X のうち，テレビで放送される番組の集合を TV，その中で，対象者が家庭用録画機
器によって録画する番組の集合を R，さらにそのうち再生視聴を行うものを P とする．
また人々が視聴する動画共有サイトのコンテンツの集合を N とする． 
人々の動画コンテンツに対する接し方はそれぞれである．たとえば動画共有サイト
を利用しない人々は N が空集合となる．逆に，動画共有サイトの利用が多くなると N
もその分大きくなる．また，家庭用録画機器をどの程度利用するのかによって R の大
きさが変化し，そして録画した放送番組をどの程度再生しているかによって P の大き
さが変わってくる．そもそも，家庭用録画機器を所有していない調査対象者は，R 自
体が空集合となる． 
現在のメディア環境において，動画共有サイトにて視聴する動画 N はテレビで放送
される番組 TV や家庭用録画機器で録画／再生視聴する番組（R もしくは P ）と交錯
することが起こりうる．また，R は，テレビ番組で放送される番組のみが録画対象と
なるために，TV に含まれるものであるが，動画共有サイトにおいて実際に視聴可能
なテレビ番組は，放送されたテレビ番組と同一ではないため，図 4-1 のようにＮ の領
域が TV の外側にも存在する形状となる． 
このとき，各人の家庭用録画機器の役割は，図 4-1 において R および P が TV やＮ
とどのように関わっているのかによって確認できる．つまり，各人の動画共有サイト
の捉え方やテレビ視聴の捉え方について，ここでは家庭用録画機器の役割を説明する
要素になっている．  
また，「複合メディア環境」では，テレビ番組の視聴において動画共有サイトを利用
することも可能なため，家庭用録画機器だけでなく動画共有サイトも人々のテレビ放
送の視聴を補完する役割を持つ可能性が考えられる．そこで，本章では動画共有サイ
トが家庭用録画機器の利用と競合関係にあるのか，もしくは共存関係にあるのかを示
すために，動画共有サイトの利用状況によって調査対象者をいくつかのグループに分
け，家庭用録画機器の所有と利用に関する設問の回答に対しクロス分析を行う．以前，
2.4 に示したように，本研究では CGM の利用と家庭用録画機器の利用状況との関連
について示そうとしているが，図 4-1 にて示したように，家庭用録画機器の利用と動
画共有サイトのコンテンツ集合に重なりが確認できるため，本章の分析における調査
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対象者の区分としては，動画共有サイトの利用の大小で区分することとした．なお，
動画共有サイトは，2 章の図 2-7 より CGM の枠内に含まれるサービスと言えるため，
この調査対象者の区分によって，1 章で示した本研究の目的から逸脱することはない
と考える． 
本章では，家庭用録画機器と動画共有サイトの利用状況に影響を及ぼす要因を探る
ために，3 章で示した「複合メディア環境」におけるテレビ視聴に対する考え方の面
からの考察も行う．これまでの家庭用録画機器の利用に関する先行研究において，テ
レビ視聴に対する考え方と家庭用録画機器の利用状況の関係性を明確に分析したもの
は存在しなかった．そこで，本研究では，3 章において示した調査対象者における五
つのテレビ視聴パターンと家庭用録画機器の利用状況をもとに分類したグループおよ
び動画共有サイトとの関わりについて整理した． 
 
4.2. 設問設計 
 
 「複合メディア環境」が旧来のテレビ視聴環境と異なっているのは，テレビ番組の
視聴に動画共有サイトが利用できることであった．そこで，まずは調査対象者におけ
る動画共有サイトの利用状況をもとにいくつかグループ分けを行い，そのグループの
違いによって家庭用録画機器の所有と利用の状況がどのように異なるのかについて調
査した． 
 なお，以下より示す実際の設問は本稿付録の形式であり，本章記載の設問番号は付
録の質問番号と一致させている． 
 
4.2.1. 動画共有サイトの利用状況 
 
 調査対象者への動画共有サイト上の動画の視聴時間の問い方として，動画共有サイ
トにて実際に動画を視聴している時間を問うても，調査対象者における自由時間には
そもそもの差が生じているため，意味のある分析ができないと考えられる．そこで，
一般的に自由時間の中で最も接触している時間が長いテレビの視聴時間と比べ動画共
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有サイトの視聴時間がどの程度なのかを問うことにした． 
 
【設問項目】 
 Q13: あなたは，YouTube やニコニコ動画のような，インターネットにおける無料
の動画共有サイトにて動画を視聴もしくは投稿したことはありますか？（はい／いい
え） 
Q14: 動画共有サイトを視聴する時間は，あなたが実際にテレビを視聴する時間と
比較してどの程度ですか？ 
 （なお，回答としては，「テレビを視聴する時間よりとても多いと思う」，「テレビを
視聴する時間より多いと思う」，「テレビを視聴する時間とおよそ同じくらいだと思う」，
「テレビを視聴する時間に比べると少ないと思う」，「テレビに比べると微々たる時間
だと思う」の五つの選択肢から選択する形式にした．） 
 
4.2.2. 家庭用録画機器の所有と利用頻度 
 
 人々における家庭用録画機器の所有の有無と，家庭用録画機器を利用して録画する
頻度についての設問を検討する． 
頻度の設問について，Smith と Krugman が実施した DVR の利用に関する調査[3]
では， 一週間あたりの利用頻度を問うている．しかし，Smith らの調査における調
査対象者は，DVR を比較的頻繁に利用している家族に限定されていた．今回の調査で
は，対象者においてどの程度の利用頻度の開きがあるのかについて調査実施前の段階
では不明確であるため，今回の設問では Smith らが実施した調査において用いたスケ
ールより広めに設定している． 
 
【設問項目】 
Q9: あなたは，録画機器をもっていますか？（はい／いいえ） 
Q10: あなたは放送番組をどの程度録画していますか？（ほぼ毎日，週 3-4 日，週 1-2
日，月 1-2 日，年数回 の五つの尺度を提示し，最もあてはまると思われるものを一
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つ選択とした．） 
 
 家庭用録画機器にて放送録画を行うには，録画予約に関する何らかの機器操作が必
要である．家庭用録画機器を使って録画予約を行うということは，それらの手間より
も視聴したい番組を録画予約するメリットが上回っている必要がある．  
最近の家庭用録画機器においては，DVR 化などの技術的な進化により，より簡単に
かつ長時間の予約を行うことが可能であるが，それでも利用者において録画（予約）
に関する何らかの操作は最低限発生することになる．よって以下の設問では，人々が
日々テレビ番組を録画するという行動に対する障壁の高さの度合を確認することにし
た． 
 
【設問項目】 
 録画機器の使い方として，あなたはどの程度当てはまりますか？  
Q11-1: 見たいと思った番組はあまり考えずとりあえず録画しておく． 
（「非常にあてはまる」「まああてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはまら
ない」「全くあてはまらない」の段階的な五つの選択肢の中から選ぶ形式とした．）  
 
4.2.3. 録画対象となる番組への関与 
 
 家庭用録画機器の利用者が多くの番組を録画したとしても，全ての番組が視聴され
るわけではなく，中には録画したけれども再生されないままの番組も存在する．また，
家庭用録画機器にて録画可能な総時間は限られているため，気に入って保存したい番
組が多くなると，新たな番組を録画するために他の番組を消去するもしくは外部メデ
ィアにコピーする必要が出てくる． 
 今回の調査では，人々が録画した番組にどの程度の関与が見られるかを確認するた
めに，いくつかの設問を用意した． 
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【設問項目】 
 録画機器の使い方として，あなたはどの程度当てはまりますか？  
Q11-6: 録画装置で録画しているものの，ほとんど再生していない． 
Q11-4: 録画した番組のうち，気に入った番組は外部メディアへダビングし保存して
いる． 
Q11-3 録画した番組は，放送されたその日に見ないと気がすまない． 
Q11-5: お気に入りの番組が録画できなかった場合，何らかの手段を使って見逃した
番組を視聴しようと努力する． 
（「非常にあてはまる」「まああてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはまら
ない」「全くあてはまらない」の段階的な五つの選択肢の中から選ぶ形式とした．）  
 
 また，先行研究[1]で指摘されているように，昨今の家庭用録画機器の技術的進化に
より，視聴者がテレビ番組の中で所望の部分を選択的に視聴するといった傾向が強ま
っている．以下の設問によって，このような番組の選択的視聴がどの程度浸透してい
るのか調査する． 
 
【設問項目】 
 録画機器の使い方として，あなたはどの程度当てはまりますか？ 
Q11-2: 録画した番組は早送りし見たいシーンを中心に再生する． 
（「非常にあてはまる」「まああてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはまら
ない」「全くあてはまらない」の段階的な五つの選択肢の中から選ぶ形式とした．）  
 
4.3. 調査結果 
 
 この調査は，3 章に示した「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動」調査
と一体的に実施したものである．調査はネット調査会社（Yahoo!リサーチ）のパネル
を利用し，2008 年 12 月 19 日に実施した．なお，調査対象者に関する基本データは
3.4.1 に記載のとおりである．  
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4.3.1. 動画共有サイトの利用状況 
 
 動画共有サイトの利用状況についての回答を表 4-1 に示した．今回の調査対象者の
なかで，動画共有サイトにおける動画コンテンツの視聴時間がテレビを視聴する時間
より「とても多い」「多い」「およそ同じくらい」と回答した人の合計は，全体の 15.3%
であった．これらの者は，テレビ視聴時間とほぼ同等かそれ以上に動画共有サイトを
利用しているため，本研究では「VS（Video-Sharing website）視聴多グループ」と
した． 
 また，動画共有サイトの利用頻度がテレビを視聴する時間と比べて「少ない」もし
くは「微々たる時間」と回答した人は，全体の 46.2%であった．これらの者は，動画
共有サイトを利用しているものの，「VS 視聴多グループ」よりも利用時間としては相
対的に少ないと考えられる．そのため，本研究ではこれらの調査対象者を「VS 視聴
少グループ」とした． 
 そして，動画共有サイトを利用していない人は全体の 38.5%であった．これらの調
査対象者は「VS 視聴なしグループ」とした． 
 
4.3.2. 家庭用録画機器の所有 
 
 表 4-2 は，「VS 視聴多グループ」，「VS 視聴少グループ」そして「VS 視聴なしグル
表 4-1 動画共有サイトの利用頻度 
グループ 利用頻度 人数（人） 割合
割合
（グループ別）
テレビを視聴する時間よりとても多いと思う 35 5.8%
テレビを視聴する時間より多いと思う 21 3.5%
テレビを視聴する時間とおよそ同じくらいだと思う 36 6.0%
テレビを視聴する時間に比べると少ないと思う 90 15.0%
テレビに比べると微々たる時間だと思う 187 31.2%
VS視聴なし 動画共有サイト利用経験なし 231 38.5% 38.5%
合計 600 100.0% 100.0%
VS視聴多 15.3%
VS視聴少 46.2%
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ープ」における録画機器の所有状況について示したものである． 
その結果，「VS 視聴多グループ」では，79.3％が「持っている」と回答しており，
これは「VS 視聴少グループ」（90.6%）や「VS 視聴なしグループ」の所有率（87.9%）
と比べて有意に低かった． 
ただし，「VS 視聴多グループ」における録画機器の所有率自体は 80%近くに達して
いることから，「VS 視聴多グループ」においては，他グループとの所有率の比較では
有意に低いとしても，多くの調査対象者が家庭用録画機器を所有していたと説明すべ
きる． 
 
4.3.3. 家庭用録画機器による録画頻度 
 
 表 4-3 は，「VS 視聴多グループ」，「VS 視聴少グループ」および「VS 視聴なしグル
ープ」それぞれの，家庭用録画機器を利用した録画頻度の分布状況を示している．な
お，これ以降の設問については，録画機器を所有していない調査対象者は録画機器を
そもそも利用していないので，どのような利用状況なのかを質問することは不可能で
表 4-2 録画機器の所有状況 
 
録画機器所有状況
持っている
VS視聴多 73 (79.3%) 92 (100.0%)
VS視聴少 251 (90.6%) 277 (100.0%)
VS利用なし 203 (87.9%) 231 (100.0%)
※グループ間有意差あり（p<.05） :
利用多-利用少（ p=.004）  利用多-利用なし（p=.034）
グループ 合計
表 4-3 家庭用録画機器を利用した録画頻度に関する分布状況 
（VS 視聴多グループ／視聴少グループ／視聴なしグループ） 
グループ ほぼ毎日 週3～4日 週1～2日 月1～2日 年数回 合計
VS視聴多 12(16.4%) 7(  9.6%) 17(23.3%) 11(15.1%) 26(35.6%) 73(100.0%)
VS視聴少 51(20.3%) 42(16.7%) 55(21.9%) 46(18.3%) 57(22.7%) 251(100.0%)
VS視聴なし 32(15.8%) 21(10.3%) 46(22.7%) 35(17.2%) 69(35.6%) 203(100.0%)
※グループ間有意差あり（p<.05）：利用少－利用なし（p=.044）  
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あり，調査対象から外した．  
表 4-3 の調査結果について，各 VS 視聴グループにおける調査対象者の録画頻度の
分布に対しカイ二乗検定を行った結果，「VS 視聴少グループ」の録画頻度は，他の二
つのグループと比較して「ほぼ毎日」「週３～４日」と回答した者が多く，「年数回」
と回答した者が少ない傾向にあることが確認できた． 
なお，「VS 視聴なしグループ」は，動画共有サイトを利用した放送番組視聴の補完
手段を持っていないにもかかわらず，「VS 視聴少グループ」よりもむしろ録画頻度の
分布状況として低い傾向にあった．「VS 視聴少グループ」には，テレビ番組視聴を積
極的に録画しチェックしようとする者が他のグループよりも多く存在していることが
判明した． 
 
4.3.4. 録画対象となる番組への関与 
 
 「見たいと思った番組はあまり考えずとりあえず録画しておく」かどうかという設
問（Q11-1）に対して「まああてはまる」以上を回答した者の割合は，表 4-4 による
と，「VS 視聴少グループ」が 51.4%であり，これは「VS 視聴なしグループ」（36.9%）
と比べて有意に高い結果となった．また，「VS 視聴多グループ」については 47.9%と，
今回のデータでは有意差が確認できるほどでなかったものの，傾向としては「VS 視
聴なしグループ」と比較すると高い値を示していた．「番組をとりあえず録画しておく」
という考え方については，動画共有サイトを利用するグループが利用しないグループ
よりも，そのように考える傾向があることを示している． 
 「録画装置で録画しているものの，ほとんど再生していない」かどうかという設問
（Q11-6）に対して「まああてはまる」以上を回答した者の割合は，表 4-4 のとおり，
「VS 視聴多グループ」において 32.9%であった．これは，「VS 視聴少グループ」（13.5%）
や「VS 視聴なしグループ」（11.8%）と比べて有意に高かった. 
 「録画した番組のうち，気に入った番組は外部メディアへダビングし保存している」
かどうかという設問（Q11-4）については，「VS 視聴多グループ」（39.7%）がその他
のグループに比べて有意に高い結果であった．「VS 視聴多グループ」は，他のグルー
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プよりも録画したお気に入りの番組に対して保存しようとする傾向がある．「VS 視聴
多グループ」は他のグループと比べて，録画したしたものを再生しないケースが比較
的多いものの，お気に入りの番組についてはより保存しようとする傾向が強い．ただ
し，「VS 視聴多グループ」は，番組に対するこだわりの範囲外の番組については再生
しないことが多いことも併せて表 4-4 の結果から理解できる． 
「録画した番組は，放送されたその日に見ないと気がすまない」かどうかという設
問（Q11-3）の回答についてみると，「まああてはまる」以上を回答した者の割合は全
てのグループにおいて一桁台であり，グループ間の有意差も確認できなかった．録画
した番組は特段リアルタイムに近い時間でなくても自分の都合に合わせて視聴できれ
ばよいと考えていることが推測される． 
 
4.3.5. 未録画番組に対する視聴欲求 
 
 「お気に入りの番組が録画できなかった場合，何らかの手段を使って見逃した番組を
視聴しようと努力する」かどうかという設問（Q11-5）の回答についてみると，「VS
視聴多グループ」（56.2%）は，「VS 視聴少グループ」（30.7%）や「VS 視聴なしグル
表 4-4 録画予約の関与度合いに関する設問の回答 
（VS 視聴多／視聴少／視聴なしグループ） 
とりあえず
録画
(Q11-1)
ほとんど再生
しない
(Q11-6)
外部メディア
ダビング
(Q11-4)
録画した当日
に見たい
(Q11-3)
未録画番組の
視聴欲求
(Q11-5)
早送り、
選択視聴
(Q11-2)
VS視聴多 (n=73 ) 35 (47.9%) 24 (32.9%) 29 (39.7%) 7  (9.6%) 41 (56.2%) 26 (35.6%)
VS利用少 (n=251 ) 129 (51.4%) 34 (13.5%) 66 (26.3%) 19  (7.6%) 77 (30.7%) 74 (29.5%)
VS視聴なし (n=276 ) 75 (36.9%) 24 (11.8%) 38 (18.7%) 14  (6.9%) 40 (19.7%) 50 (24.6%)
グループ間有意差
あり（p<.05）
少－なし（p=.032）
多－少（p=.000）
多－なし（p=.000）
多－少（p=.027）
多－なし（p=.000）
多－少（p=.000）
多－なし（p=.000）
少－なし（p=.008）  
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ープ」（19.7%）よりも有意に値が高かった．また，「VS 視聴少グループ」も，「VS
視聴なしグループ」との比較において有意に高かった． 
これまでは，リアルタイム視聴できず，録画予約もしていない番組を視聴するため
には，他人から録画したテープを借りる程度しか方法がなかった．しかし，「複合メデ
ィア環境」では，放送番組を録画するだけでなく，動画共有サイト上で所望の動画を
視聴する手段が存在している． 
今回の調査結果において，動画共有サイトを利用する頻度が高いグループは，そう
でないグループと比較して見逃した番組を視聴したいという欲求が強くなっており，
動画共有サイトはそのニーズを満たすための一つのツールとして人々に認知され，実
際に利用されているものと考えられる． 
 
4.3.6. 録画番組に対する選択的視聴 
 
「録画した番組は早送りし，見たいシーンを中心に再生する」かどうかという設問
（Q11-2）の回答についてみると，各 VS 視聴グループの間で有意差は確認できなか
ったものの，値としては動画共有サイトを利用しているグループのほうがそうでない
グループと比べて大きい傾向を示した．動画共有サイトにアップされている動画の多
くが数分程度の短い動画であることから，動画共有サイトに多く接する人は，放送を
録画して所望のシーンを頭出しして選択的に視聴しようとする傾向があるのかもしれ
ないと考えたが，今回の調査では有意な差としては確認できなかった．  
 
4.3.7. 調査結果のまとめ 
 
 本研究では，「複合メディア環境」において，これまで多く利用されてきた家庭用録
画機器が人々にどのように捉えられているかを示すための調査票調査を実施した． 
そのため，本研究では調査対象者を動画共有サイトの利用状況が異なる三つのグル
ープ（「VS 視聴多グループ」，「VS 視聴少グループ」そして「VS 視聴なしグループ」）
に分け，家庭用録画機器の所有と利用に関するアンケート調査結果を分析した． 
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最初に，家庭用録画機器の所有の状況については，「VS 視聴多グループ」における
家庭用録画機器の所有率が他のグループよりも有意に低いことから，動画共有サイト
の利用と家庭用録画機器の利用の関係について，一部の利用者においては相反関係に
なっているといえなくもない．しかし，「VS 視聴多グループ」においても多数の人は
録画機器を所有していることから，相反している状況とは言い難い．  
そして，家庭用録画機器の録画頻度であるが，録画機器を利用して放送番組を録画
する頻度は，「VS 視聴少グループ」が，「VS 視聴なしグループ」よりも高く，動画共
有サイトを利用する層は利用しない層と比べむしろ家庭用録画機器を利用して積極的
に放送番組を録画する傾向が確認された． 
 また，動画共有サイトを利用する「VS 視聴多グループ」や「VS 視聴少グループ」
の層のほうが，「VS 視聴なしグループ」と比較して，気になった番組に対して「とり
あえず」録画予約を行おうとする傾向も確認される． 
さらに，「VS 視聴多グループ」は「VS 視聴少グループ」と比べて，録画するも結
局再生しないといった行動をとりがちではあるが，お気に入りの番組については番組
をダビングしようとする強い傾向や，未録画番組に対するはっきりとした視聴欲求が
確認され，動画共有サイトはそのニーズを満たすためのツールとして人々に認知され
て，実際に利用されているものと考えられる． 
動画共有サイトの利用者が増加し，特に若年層において，リアルタイムで視聴しな
かったもしくは家庭用録画機器にて録画しなかった放送番組の視聴を，動画共有サイ
ト上に求める傾向が先行研究[4]にて確認されている．しかし，今回の調査結果より，
家庭用録画機器の利用と録画機器の利用は，基本的には相反関係にはなく，テレビ放
送を視聴する補完的手段としてそれぞれ認知され，各人の都合に合わせて利用されて
いるとみてよい． 
 
4.4. テレビ視聴パターンとの関連 
 
 4.1 で指摘したように，家庭用録画機器によるテレビ番組の「タイムシフト視聴」
が，人々のテレビ視聴に対する考え方に影響を及ぼしていよう．この点に着目して，
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動画共有サイトの利用状況と家庭用録画機器の所有と利用の状況の関係の背景にある
ものを示すため，3 章において示した調査対象者における五つのテレビ視聴パターン
が，家庭用録画機器の利用状況と動画共有サイトとどのように関わるのかについて調
査した． 
 
4.4.1. 五つのテレビ視聴クラスター 
 
3 章にて筆者は，最近のメディア環境（「複合メディア環境」）において特徴的な五
つのテレビ視聴クラスター（「バラエティシーキング」，「テレビ高関与」，「テレビ不必
要」，「習慣性なし」，「放送局限定関与」）を提示した．以下（１）～（５）は，3 章に
て示した五つのテレビ視聴パターン各群を概要説明したものを再掲する． 
 
（１）「バラエティシーキング」（クラスターA） 
テレビ視聴について，視聴が必要なときだけではなく，テレビを見る必要がない時
にもなんとなくテレビを見たり，チャンネルを頻繁に変更して好きな番組を探したり
といった行動をとる傾向にある．番組やチャンネルの選択に関しては，比較的低関与
である． 
 
（２）「テレビ高関与」（クラスターB） 
雑誌や新聞のテレビ欄を事前にチェックしたり，また視聴すべき番組や新番組を積
極的にチェックしたりなど，番組に対する関与が高い行動を示す．また，好きな放送
局もしくはチャンネルがあるなど，テレビ視聴や番組選択に対して積極的である．  
 
（３）「テレビ不必要」（クラスターC） 
テレビが無くても困らないという考え方を持っており，１日あたりのテレビ視聴時
間はほかの視聴パターンと比較してとても短い．意味もなくテレビをつけるといった
行動もとらない．いわゆる「テレビ離れ」の態度が生じているグループである．  
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（４）「習慣性なし」（クラスターD） 
暇つぶしにテレビを視聴するといった習慣性のあるテレビ視聴をすることは少ない
ものの，クラスターC とは異なり，テレビに対する関心の低さや不必要さを強く感じ
るわけではない． 
 
（５）「放送局限定関与」（クラスターE） 
 番組にも関与せず，意味もなくテレビに接触するといった行動もとらないという点
はクラスターC に似ているものの，自分が信頼している放送局があり，その放送局が
制作している番組を視聴できるチャンネルに限定して番組を視聴する傾向にある．  
 
4.4.2. テレビ視聴クラスターと録画機器所有利用状況との関連 
 
 4.4.1 に説明した五つのテレビ視聴クラスターにおいて，録画機器の所有および利用
状況を確認するための質問の回答とのクロス分析を行い，家庭用録画機器の所有およ
び利用状況について，各クラスターにおける特徴を整理する． 
本研究における調査対象者は，3 章における調査対象者と同一であるため，調査対
象者のテレビ視聴クラスターがすでに特定できており，よって家庭用録画機器の所有
および利用に関する設問の各回答と調査対象者のテレビ視聴クラスターと直接のクロ
ス分析が可能となる．また，4.3 にて示した三つの各 VS 視聴グループにおける対象者
のテレビ視聴クラスターについても示すことが可能である． 
これにより，テレビ視聴クラスターと家庭用録画機器の所有および利用，そして VS
視聴グループの関係について合わせて考察することができる． 
 
4.4.3. 録画機器の所有および利用頻度の状況とのクロス集計結果 
 
 本研究における調査対象者の各テレビ視聴クラスターと録画機器の所有状況とのク
ロス集計を行った結果について，表 4-5 に示した． 
クラスターC における家庭用録画機器の所有率は 76.3%と，対象者全体の所有率
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（87.8%）と比べて有意に低いことが確認された．ただし，それ以外のテレビ視聴ク
ラスターにおいては，録画機器の所有状況に関して対象者全体との有意差は存在しな
かった．つまり，録画機器の所有状況については，調査対象者がテレビを必要として
いるか否かという点においては所有率として差が生じるもの，テレビ視聴の関与性と
いった点において，家庭用録画機器の所有率としては差異として現れなかったことが
示された． 
次に，録画機器の利用頻度について整理したものを表 4-6 に示した． 
 テレビに対して高関与なクラスターB は，利用頻度が「ほぼ毎日」と回答した者が
30.2%であり，利用頻度の分布状況をみても全体比より高くなる傾向にあった．  
一方，クラスターC とクラスターE については，クラスターB とは反対に利用頻度
が低いところに回答が多く分布している傾向にあり，「ほぼ毎日」および「週３〜４日」
表 4-5 録画機器の所有の有無（テレビ視聴クラスター別） 
録画機器の
所有状況
持っている
バラエティシーキング(クラスターA) 104 (86.0%) 121 (100.0%)
テレビ高関与(クラスターB) 192 (88.9%) 216 (100.0%)
テレビ不必要(クラスターC)  45 (76.3%)
※※  59 (100.0%)
習慣性なし(クラスターD) 131 (91.6%) 143 (100.0%)
放送局限定関与(クラスターE)  55 (90.2%)  61 (100.0%)
対象者全体 527 (87.8%) 600 (100.0%)
※※p<.01
テレビ視聴クラスター 合計
 
表 4-6 録画機器の利用頻度に関する回答（テレビ視聴クラスター別） 
テレビ視聴クラスター ほぼ毎日 週3～4日 週1～2日 月1～2日 年数回 合計
クラスターA 13(12.5%) 14(13.5%) 20(19.2%) 16(15.4%) 41(39.4%) 104(100.0%)
クラスターB※※ 58(30.2%) 28(14.6%) 44(22.9%) 37(19.3%) 25(13.0%) 192(100.0%)
クラスターC※※  2( 4.4%) 2( 4.4%)  6(13.3%) 5(11.1%) 30(66.7%) 45(100.0%)
クラスターD 18(13.7%) 23(17.6%) 38(29.0%) 19(14.5%) 33(25.2%) 131(100.0%)
クラスターE※ 4( 7.3%) 3( 5.5%) 10(18.2%) 15(27.3%) 23(41.8%) 55(100.0%)
全体 95(18.0%) 70(13.3%) 118(22.4%) 92(17.5%) 152(28.8%) 527(100.0%)
※※
p<.01
　※
p<.05  
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と回答した者がそれぞれ一桁台の割合であり，また「年数回」と回答した者は「テレ
ビ不必要」群では 66.7%，「放送局限定関与」群では 41.8%も存在している． 
3 章おいて，クラスターC とクラスターE は放送番組には関与せず，意味もなくテ
レビに接触するといった行動をとらない傾向にある点を指摘した．家庭用録画機器が
外出等でテレビを視聴することができない時間帯に放送された番組の視聴を可能にす
るツールであるから，番組に対して関与しないタイプのテレビ視聴者はそもそも，家
庭用録画機器の利用頻度がそれほど高くはならないものと説明できる．  
 一方，クラスターB に所属する者は，視聴する番組に対して高関与な行動をとる傾
向にあるため，家庭用録画機器によって所望の番組を視聴しようとする強いモチベー
ションが生しているものと考えられる． 
 
4.4.4. 録画予約の対象となる番組への関与に関する設問の回答 
 
「見たいと思った番組はあまり考えずとりあえず録画しておく」かどうかという設
問（Q11-1）に「まああてはまる」以上を回答した者の割合は，表 4-7 によると，ク
ラスターB（60.4%）が全体より高く，一方でクラスターC（13.3%）およびクラスタ
ーE（27.7%）は全体より低い結果であった．しかし，テレビ番組視聴が低関与行動と
なるグループ A については，「とりあえず録画」といった行動に関して全体比で特に
有意な差は確認されなかった． 
最近では家庭用録画機器の DVR 化が進んでおり，ユーザインタフェースの品質は
年々向上している状況にある．しかし現状では，テレビ視聴が低関与行動となるクラ
スターA の回答状況を見る限り，家庭用録画機器を利用して放送番組を録画すること
によりさらに多くの番組を見られる状況を形成することには関連しないようである．
つまり，気軽に録画予約できるようになったとはいえ，放送番組の録画行動は視聴す
る番組のバラエティシーキング性が表れているのではなく，テレビへの関与の高さを
直接示唆するものであり，高関与な人ほど録画予約を積極的に行う傾向にあることが
示された． 
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 次に，「録画装置で録画しているものの，ほとんど再生していない」の回答（Q11-6）
をみると，テレビに対して関心が薄いクラスターC についは「まああてはまる」以上
を回答した人の割合が 35.6%と高かった．録画予約はしたものの，録画した番組に対
する関与が低いと，結局は再生されないことが多くなる傾向にあった． 
一方で，クラスターD は 8.4%と，全体比で有意に低くなった．このクラスターは，
テレビ視聴に対して暇つぶしにテレビを視聴するといった行動はとらない傾向にある．
つまり，この群において番組を録画することは，その番組を視聴したいという比較的
強い意思が存在しており，よって自ら録画した番組は比較的視聴しようとする傾向と
つながっていくもの考えられる． 
 なお，クラスターB については，調査結果の全体比で有意差は確認できないものの，
値としては全体より低めであった．これは，先ほど述べたように，放送番組の録画は
テレビ番組視聴の選択範囲を広げるといった高関与行動と関連するものであり，録画
した番組に対しての視聴意思が比較的強いためであると思われる． 
「録画した番組のうち，気に入った番組は外部メディア（DVD など）へダビングし
 
表 4-7 録画予約を行う番組への関与に関する設問の回答 
（「まあ当てはまる」以上を回答した人の割合：テレビ視聴クラスター別） 
とりあえず
録画
(Q11-1)
ほとんど
再生
しない
(Q11-6)
外部メディア
ダビング
(Q11-4)
録画した当日
に見たい
(Q11-3)
未録画番組の
視聴欲求
(Q11-5)
早送り、
選択視聴
(Q11-2)
クラスターA
(n=104 )
41 (39.4%) 22 (21.2%) 16 (15.4%) ※ 5  (4.8%) 15 (14.4%) ※※ 29 (27.9%)
クラスターB
(n=192 )
116 (60.4%) ※※※ 22 (11.5%) 59 (30.7%) 25 (13.0%) ※ 80 (41.7%) ※※ 62 (32.3%)
クラスターC
(n=45 )
6 (13.3%) ※※※ 16 (35.6%) ※※※ 8 (17.8%) 0  (0.0%) 9  (20.0%) 12 (26.7%)
クラスターD
(n=131 )
61 (46.6%) 11 ( 8.4%) ※ 40 (30.5%) 8  (6.1%) 41 (31.3%) 35 (26.7%)
クラスターE
(n=55 )
15 (27.3%) ※※ 11 (20.0%) 10 (18.2%) 2  (3.6%) 13 (23.6%) 12 (21.8%)
全体
（n=527）
239 (45.4%) 82 (15.6%) 133 (25.2%) 40  (7.6%) 158 (30.0%) 150 (28.5%)
※※※p<.001, ※※p<.01, ※p<.05
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保存している」かどうかという設問の回答（Q11-4）をみると，クラスターA(15.6%)
が全体比で有意に低くなった．このクラスターに属する対象者は，テレビ番組の視聴
行動が低関与なため，録画した番組に対する関与も低く，録画番組を外部メディアへ
ダビングするといった行動につながりにくいものと考えられる．一方，録画した番組
に対して高関与なクラスターB（30.7%）およびクラスターD（30.5%）は，今回のデ
ータでは全体比で有意差は確認できなかったものの，値としては高かった． 
「録画した番組は，放送されたその日に見ないと気がすまない」（Q11-3）について
は，全体の 7.6%が「まああてはまる」以上を回答しているに過ぎなかった．その中で
も，クラスターB が 13.0%と，全体比でみると有意に高く，テレビ番組への高関与な
態度がここでも示されていると考えられる． 
「お気に入りの番組が録画できなかった場合，何らかの手段を使って見逃した番組
を視聴しようと努力する」（Q11-5）については，クラスターB が 41.7%と全体比で有
意に高く，クラスターA では 14.7%と有意に低い結果となった．この設問に関しても，
テレビ番組に対する関与の度合いが録画番組に対しても当てはまる結果となった． 
なお，「録画した番組は早送りし，見たいシーンを中心に再生する」かどうかという
設問の回答（Q11-2）をみると，CM をスキップしたり，お気に入りのシーンを選択
視聴したりといった行動について，テレビの視聴パターンとの直接な関係は確認され
なかった． 
 
4.4.5. VS 視聴各グループにおけるテレビ視聴パターン 
 
 動画共有サイトにおける動画の視聴頻度別グループにおける家庭用録画機器の所有
および利用状況の相違について，テレビ視聴クラスターの構成比率が関わっているか
どうかを確認するために，VS 視聴頻度と各人のテレビ視聴パターンとのクロス分析
を実施した．「VS 視聴多グループ」，「VS 視聴少グループ」および「VS 視聴なしグル
ープ」のテレビ視聴パターンを図 4-2 に示す． 
その結果，「VS 視聴多グループ」では，クラスターC が全体の 32.6%と，他のグル
ープと比べて割合が高くなっている． その一方で，クラスターA（9.8%）やクラスタ
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ーB（23.9%）は逆に低い割合であった． 
3 章で把握したように，クラスターC は，「テレビが無くてもかまわない」といった
考え方をもつ，いわば「テレビ離れ」が生じている代表的なグループであった．この
ようなテレビ視聴に対する考え方が録画機器の利用状況にも関わり，「VS 視聴多グル
ープ」の録画機器の所有率が他のグループよりも低くなったものと考えられる．  
 また，クラスターB は，テレビが生活する上で必要と感じている人々のグループで
あり，表 4-6 において，全体と比べて録画頻度が有意に高い傾向にあった．図 4-2 に
よると，「VS 視聴少グループ」におけるクラスターB の割合（41.5%）が「VS 視聴多
グループ」（23.9%）より高くなっており，この結果が録画機器の利用頻度としては「VS
視聴少グループ」が「VS 視聴多グループ」より高くなっている表 4-4 の内容と関連
した． 
 一方，「VS 視聴なしグループ」においては，クラスターA の割合が 23.8%と，値と
しては他の二つのグループよりも高かった．またテレビに対する高い関与を表せるこ
とが可能なクラスターB が 34.2%と，他のグループの中間に位置するが，VS を視聴
するグループと比べて録画機器の利用の仕方が控えめであることについては，このデ
ータのみでは説明することができなかった． 
 
 
9.8%
20.6%
23.8%
20.2%
23.9%
41.5%
34.2%
36.0%
32.6%
4.7%
6.9%
9.8%
25.0%
20.6%
27.3%
23.8%
8.7%
12.6%
7.8%
10.2%
VS視聴多
VS視聴少
VS視聴なし
全体
クラスターA
クラスターB
クラスターC
クラスターD
クラスターE
 
図 4-2 動画共有サイトの利用頻度とテレビ視聴クラスターの関係  
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4.5. まとめ 
 
 4 章では，動画共有サイト利用が普及したなかで，これまでテレビ視聴形態の多様
化を推進する中心に据えられていた家庭用録画機器の役割が，「複合メディア環境」の
中で，特に動画共有サイトとの関わりといった視点において，テレビ視聴者にどのよ
うに捉えられているのかを示そうとした． 
 調査結果をまとめると，「VS 視聴多グループ」における家庭用録画機器の所有率が
他のグループよりも有意に低かったものの，80%近くの者が家庭用録画機器を所有し
ていた．また「VS 視聴多グループ」および「VS 視聴少グループ」が「VS 視聴なし
グループ」と比較して家庭用録画機器を利用する頻度が低くなるという事実は確認さ
れなかった．その結果，動画共有サイトの利用が家庭用録画機器の利用と相反関係に
なっているとは必ずしもいえず，むしろ動画共有サイトの利用層に関しては，「VS 視
聴少グループ」は他のグループよりも家庭用録画機器の利用頻度が高めの傾向にある
ことから，高頻度で家庭用録画機器を利用しているし，「VS 視聴多グループ」はお気
に入りの録画した番組をダビングしようとする傾向が確認できる．なお，家庭用録画
機器で所望の番組が未録画な場面において，動画共有サイトの利用頻度が高いグルー
プほど，未録画番組の視聴欲求が高い傾向にあり，動画共有サイトを用いて所望の動
画を検索しようとする動機との関連が確認できる． 
 そして，本研究では，家庭用録画機器の利用状況が動画共有サイトの利用状況によ
って異なる背景を探るために 3 章にて明らかにしたテレビ視聴パターン（「バラエテ
ィシーキング」，「テレビ高関与」，「テレビ不必要」，「習慣性なし」，「放送局限定関与」
の五つのグループ）がどう関わっているのかについて調査した．その結果，テレビに
対して高関与な人ほど録画予約を積極的に行う傾向にあった．つまり放送番組を録画
するという行動は，視聴する番組をとりあえず選択するというバラエティシーキング
性が表れているのではなく，視聴したい番組を能動的に選択するといった，テレビ番
組への関与の高さを直接示唆するものであった．また，録画した番組に対する視聴や
外部メディアへのダビング保存の有無についてみても，その内容を裏付ける結果とな
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った． 
そして，動画共有サイトの動画の視聴頻度グループにおける家庭用録画機器の所有
および利用状況の相違について，グループを構成する調査対象者のテレビ視聴クラス
ターの構成比率が関わっているかどうかを確認したところ，「VS 視聴多グループ」は，
「テレビ離れ」が生じている「テレビ不必要」群の割合が比較的高く，「VS 視聴多グ
ループ」の録画機器の所有率が他のグループよりも有意に低い傾向との関連がみられ
た．また，「VS 視聴少グループ」は，テレビに対して高関与かつ録画機器の利用頻度
が高い傾向をもつ「テレビ高関与」群の割合が高く，「VS 視聴少グループ」の録画機
器の利用頻度の高さとの関連が確認できた． 
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5. 結論 
 
CGM による情報流通がテレビ放送システムにもたらす変化は，放送の多チャンネ
ル化や家庭用録画機器の普及および進化といったこれまでのイノベーションと比較し，
情報の送り手と受け手の関係の流動化や，情報源として発信される情報の種類の変化
といった点において本質的に異なっている． 
本研究における目的は，これから益々技術面やサービス面でも進化し，幅広い世代
に普及するであろう「複合メディア環境」において，人々の動画に対する視聴構造を
明らかにすることであった．本研究の目標としては，これまでのテレビ視聴環境の枠
組みである，テレビ放送のリアルタイム視聴や家庭用録画機器を利用したタイムシフ
ト視聴に対し，CGM といった新たなイノベーションがどのように関わるのか， つま
り CGM の利用頻度が異なる人々においてテレビのリアルタイム視聴や家庭用録画機
器の利用がどのような位置づけになるのかを示すことであった． 
図 5-1 「複合メディア環境」（再掲） 
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5.1. 過去のテレビ受け手論について 
 
 2 章では，「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動を捉えるための調査設計
を行う準備として，過去のテレビ受け手論に関するレビューを実施した． 
その結果，大きく区分けして過去のテレビ受け手研究は二つの流れが存在していた． 
一つは，テレビ視聴者の視聴態度とその視聴行動に影響を与える要因の特定に関す
るものである．テレビ放送が開始されて以降，大衆社会論を基礎とした受動的なテレ
ビ視聴者像が捉えられていたが，その後 1970 年代に，「能動性」と「多様性」をもっ
たテレビ視聴者像を捉えようとする研究が盛んになった．その流れのなかで，人々が
日常生活の中でテレビをどのように用いているのかという問題が取り扱われるように
なってきた．そして，一日あたりのテレビ視聴時間の低下やテレビから心理的に離れ
ようとする，いわゆる「テレビ離れ」論が展開されていたのである[1]．そして 1980
年代に入ると，テレビ視聴者の多様性や能動性を具体的に可視化する取り組みが行わ
れ，Palmgreen[2]や和田[3]が提唱した接触行動モデルにより，テレビ接触行動の要因
が明らかにされた．このモデルでは，テレビ視聴者とテレビの関係が多様化したテレ
ビ視聴の姿を詳細に示すことが可能であった． 
もう一つの流れは，BS，CS やケーブルテレビといったイノベーションによる，地
上波テレビのリアルタイム視聴のような伝統的なテレビ視聴形態への影響について論
じたものである．1980 年代より本格的な家庭用録画機器が各家庭に普及し，家庭用録
画機器は 2000 年代に入って DVR 化が進行した．DVR は，テレビ視聴のあり方を大
きく変える力を持っていることがいくつかの定性的な調査にてこれまでに示されてき
た[4][5][6]．また，多チャンネル環境を有する視聴者は，そうでない視聴者よりも能
動的な番組選択を行うことが言われている[7][8]． 
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CGM は，テレビのような単一方向型メディアとは異なり，情報の流れ方が双方向
である．そのため，既存のテレビ受け手研究の枠組みでは容易に CGM をその中に位
置づけることはできないほか，CGM がこれまでの放送システム（多チャンネル視聴
環境や家庭用録画機器も含む）と機能的に置き換わる部分が出てくる可能性もある．
そのため本研究では，CGM の存在を前提とした「複合メディア環境」において，テ
レビ視聴や家庭用録画機器を利用したタイムシフト視聴がどのように位置づけられて
いるのかを示そうとした． 
 
5.2. 「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動 
 
3 章では，「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動を明らかにするために，
多様化するテレビへの接し方を捉える尺度を求めると同時に，テレビ視聴時間と比べ
て CGM の利用が少ないグループ（テレビ指向グループ）と多いグループ（ネット指
向グループ）の調査対象者におけるテレビ視聴行動の違いについて分析を試みた．  
両グループの対象者に共通したテレビへの接し方を捉えるための尺度を作成するた
図 5-2 本研究における調査の概要図（再掲） 
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めに，二つのグループを足し合わせたボンド・グループに対する因子分析を実施した．
その結果，人々のテレビの捉え方を構成する要素として「番組への関心性」，「習慣的
なテレビ接触」，「低関心性・必要性」，そして「放送局／チャンネルへの関心性」の四
つの因子を抽出することができた． 
そして，テレビ指向グループとネット指向グループにおける人々のテレビの捉え方
の違いを知るために，各々のグループに対する因子分析の結果とボンド・グループに
対する因子分析の結果を比較し，各設問に対する各グループの調査対象者の反応の仕
方の違いを調べた．その結果，テレビ指向グループは，テレビに対する安心感，生活
上欠かせないという感覚，そしてテレビが好きという感覚が，テレビを見られる環境
とを有することとの結びつきがあるのに対し，ネット指向グループでは，それらが所
望の番組が視聴可能な環境と結びついていた． 
つまり，CGM を多く利用するテレビ視聴者においては，テレビ視聴に対する指向
が「テレビ視聴環境」から「番組」へと変化しているのである．「テレビ指向グループ」
はテレビ放送というインフラストラクチャへの関与が確認された一方で，「ネット指向
グループ」は番組や動画コンテンツへの関与が確認された． 
また，対象者の因子得点を利用したクラスター分析を実施した結果，対象者全体を
クラスターA（バラエティシーキング），クラスターB（テレビ高関与），クラスターC
（テレビ関与なし），クラスターD（習慣性なし），クラスターE（放送局限定関与）の
五つのクラスターに分類することができた．とくに，テレビに対して関与していない
クラスターC は，テレビ指向グループにわずか 2％程度しか存在しないことから，「ネ
ット指向グループ」における特徴的なクラスターとして抽出された．このクラスター
C は，いわゆる「テレビ離れ」が生じているグループである． 
しかし，「ネット志向グループ」は，「テレビ離れ」が生じている人々が中心に構成
されているわけではなかった，むしろクラスターB のような，テレビに対して高関与
な人々のほうが，本研究の調査データでは数多く存在していた．これは，一般的なテ
レビ受け手論の尺度となる一日あたりのテレビ視聴時間であるとか，定性的なフォー
カスグループインタビューによる調査では得られなかった新しい知見である． 
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5.3. 「複合メディア環境」における家庭用録画機器の利用状況 
 
4 章に示したように，1980 年代以降家庭用録画機器が広く普及し，2000 年代に入
ってからは，これまでのビデオテープに録画するタイプの録画機器（VHS）からハー
ドディスクに録画する形式の家庭用録画機器（DVR）へと技術的に進化した．家庭用
録画機器の DVR 化は，テレビ視聴の形態を大きく変化する力を持っていることがい
くつかの先行研究により示されている．DVR の利用者においては，テレビのリアルタ
イム視聴からタイムシフト視聴へと視聴形態の変化が生じているという． 
これまでテレビ視聴形態の多様化を推進する中心に据えられていた家庭用録画機器
であるが，家庭用録画機器は放送されている番組を私的に録画し，所望のタイミング
で視聴するものであった．一方で，「複合メディア環境」においては，YouTube など
の動画共有サイトを利用し，テレビ放送システムを通じずともテレビ番組もしくは関
連する動画を視聴することができる．そのような背景により，本研究では「複合メデ
ィア環境」における家庭用録画機器の役割を示そうとした． 
調査結果をまとめると，動画共有サイトの利用が家庭用録画機器の利用と相反関係
になっているとは必ずしもいえず，むしろ動画共有サイトを利用する層は家庭用録画
機器も積極的に利用しようとする傾向が確認された．動画共有サイトを使わない人々
よりも，使う人々のほうが家庭用録画機器の利用頻度が高い結果となった．また，お
気に入りの録画した番組を積極的にダビングしようとする傾向も確認できた．さらに，
家庭用録画機器で所望の番組が未録画な場面において，動画共有サイトの利用頻度が
高いグループほど，未録画番組の視聴欲求が高い傾向にあり，動画共有サイトを用い
て所望の動画を検索しようとする動機との関連が確認できた．つまり，家庭用録画機
器の所有および利用については，CGM の利用と相反関係にはなく，テレビ番組を積
極的にチェックするといった高関与行動と連動するものであることが判明した． 
また，家庭用録画機器の利用状況が動画共有サイトの利用状況によって異なる背景
を探るため，3 章にて明らかにしたテレビ視聴パターン（「バラエティシーキング」，
「テレビ高関与」，「テレビ不必要」，「習慣性なし」，「放送局限定関与」の五つのグル
ープ）がどう関わっているのかについて調査した．その結果，「テレビ高関与」といっ
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た高関与な人ほど録画予約を積極的に行う傾向にあった．つまり，放送番組を録画す
るという行動は，視聴する番組を低関与的にとりあえず選択するというバラエティシ
ーキング性が表れているのではなく，視聴したい番組を能動的に選択するといった，
テレビ番組への関与の高さを直接示唆するものであった．また，録画した番組に対す
る視聴や外部メディアへのダビング保存の有無についてみても，その内容を裏付ける
結果となった． 
 
5.4. 「複合メディア環境」における人々の動画に対する視聴構造 
 
 CGM を比較的多く利用する「ネット指向グループ」について，一部の視聴者には
いわゆる「テレビ離れ」が生じていたものの，テレビに対して高関与な人々の存在を
確認することができた．1 章にて示したように，最近では若年層の「テレビ離れ」
[9][10][11]が指摘されていたが，本研究における調査ではむしろ，「ネット指向グルー
プ」においてテレビに対し高関与な層のほうが多かった． 
本研究における重要な結論としては，CGM を多く利用する「ネット指向グループ」
のテレビへの接し方は，「テレビ指向グループ」との対比で異なっており，テレビメデ
ィアへの関与よりもむしろテレビ番組，言い換えるならば動画コンテンツへの関与の
傾向が強くみられたことである．つまり，「ネット指向グループ」におけるテレビへの
接触行動は，動画コンテンツへの関与によってテレビ番組が選択され，その視聴媒体
としてテレビ受像機が選択された結果ということになる．「テレビ離れ」が生じている
グループ C については，コンテンツ関与の高まりの結果，テレビ視聴を選ぶ時間が少
なくなってしまった人々の集まりであると解釈できる． 
「複合メディア環境」において流通する動画コンテンツを俯瞰でみたときに，テレ
ビ放送事業者の経営体質が依然として良好であることを背景に，高い番組制作能力を
維持できる状況にある．テレビ放送事業者が視聴者のニーズをとらえた番組が制作し
やすい状況にある現状では，コンテンツ関与傾向が強いネット指向グループにおいて
もテレビ視聴が積極的に選択されていると考えてもよさそうである．しかし，今後イ
ンターネット配信事業者が視聴者のニーズをとらえた動画コンテンツが視聴可能な環
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境が整うのであれば，視聴者はテレビ放送以外のメディアをより多く選択する可能性
を示唆している．本研究においてグループ C として観測されたのは，すでにテレビ視
聴から離れた結果の一端といえる． 
本研究における課題としては，テレビ視聴者行動を捉える目的で調査票調査を実施
したため，テレビ番組以外のコンテンツに対する接触行動，例えば CGM を利用して
どのような情報を取得していか，もしくは CGM を利用して得た情報が，テレビ番組
を含む別の動画コンテンツへの視聴の促進につながっているのかといったところまで
は踏み込めていない． 
また，本研究における調査票調査を実施してから今日までに，「複合メディア環境」
はさらに進展している．YouTube やニコニコ動画のような無料の動画共有サイトだけ
ではなく，放送事業者も「見逃しサービス」として有料の動画配信を実施しており，
多くの利用者を集めるようになっている．Hulu や Netflix など，世界規模で動画配信
事業を展開し，アクセスを集める動画配信サービスも登場している．「複合メディア環
境」における人々の動画に対する視聴構造の全体像を把握するといった点では，テレ
ビ番組以外の接触行動について，今後もテレビ以外の接触点に関する調査を行い，本
研究において示したテレビ視聴者行動と重ねてみる必要があろう． 
 
5.5. 最近の「テレビ離れ」と「テレビ離れ」の今後に関する考察 
  
「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動が，テレビというメディアへの関
与からコンテンツへの関与に移行していることを 5.4 にて述べた．ここでは，本研究
に取り組むきっかけとなった最近の「テレビ離れ」[9][10][11]について，本研究にお
いてこれまでに明らかにした内容をもとに総論的に考察する．  
 最近各所で言われている「テレビ離れ」については，その根拠がテレビに対する接
触時間の低下に関する調査データにあることを 1.7 にて述べた．一日あたりの平均視
聴時間といった調査データは，旧来のテレビのリアルタイム視聴に関しての指摘にす
ぎず，例えばインターネットを通じた動画配信サービスによって，スマートフォンで
もテレビ番組の動画を視聴するといった新しい視聴形態は考慮されていない．よって，
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その事実をもって放送事業者が制作したテレビコンテンツから人々が離れているとい
うことを説明するには至らないのである． 
ここで，最近の視聴率に関するデータを見てみると，放送事業者が展開する主力コ
ンテンツにおいては，「テレビ離れ」どころか，むしろリアルタイム視聴が未だにテレ
ビ番組接触の主流であることを示すことができる．2013 年に大きな話題になったドラ
マ「半沢直樹」（TBS）が，平均視聴率が 28.7%，最終回では 42.2%という非常に高
い視聴率を記録した．最近では「ドクターX～外科医・大門未知子～」（テレビ朝日）
が，平均視聴率 22.9% 最終回では 27.4%と高視聴率を記録した．もし，テレビ番組
自体から人々が離れている状況なのであれば，こういった高い視聴率の番組が現れよ
うがなかろう．これらの番組は，自社が運営しているインターネット上の動画配信サ
ービス（今回の例では，TBS オンデマンド，テレ朝動画）を通じて，放送終了後にス
マートフォン等を通じて視聴することも可能な状態にあった．それにもかかわらず，
リアルタイム視聴における視聴者数の多さを示した視聴率にて，このような高視聴率
が実際に記録されている．これは，視聴者を集める力をもつテレビ番組に対して，依
然として多くの人々がリアルタイム視聴を行った結果を端的に示したものといえる．
「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者の番組への関与性は高まる傾向にあるか
ら，人気のある番組が他のメディアより先にテレビで視聴可能なときに，人々は従来
通りテレビを視聴する，というのはある意味当然の流れである． 
もちろん，人々がテレビ番組の視聴から離れているかを厳密に調査するためには，
テレビ番組の視聴だけではなく，放送事業者が制作していない CGM 内のコンテンツ
も含めて動画の視聴状況を直接的に確認するような調査を行う必要がある．しかし，
現段階でそこまで広い範囲を対象とした動画の視聴行動を直接的に測定した先行研究
は見当たらない．「複合メディア環境」が進展している現在のテレビ視聴環境において
ネット指向グループの一部に生じている「テレビ離れ」や，タイムシフト視聴および
視聴デバイスの多様化に伴うリアルタイム視聴時間の低下というのはあるものの，本
研究における調査データを俯瞰でみたときに，人々が積極的にテレビ番組の視聴から
離れることは確認できない．先に述べた高視聴率ドラマのように，多くの人々に支持
されるテレビ番組に対しては，そのコンテンツに関与する人々が多く集まるのである． 
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「複合メディア環境」が今後ますます多くの人々に浸透してくると，人々のコンテ
ンツ関与の傾向がさらに進行するものと考えられる．テレビ放送やインターネット動
画配信といったメディアに視聴者が集まるのは，コンテンツが持つ力によるのであり，
視聴者は視聴したいコンテンツが視聴可能なメディアを選択していくことになる．
YouTube やニコニコ動画のような動画共有サイトについては，アマチュアのクリエイ
ターが自由に動画配信できる場として人々に広く認知されているものの，いわゆるマ
ス向けのコンテンツになると，制作者側がビジネスモデルとして成り立つ範囲のプロ
モーション用の動画や，映画もしくはテレビ向け番組のスピンオフ動画といった展開
が目立っている．国内の Hulu，Gyao といった動画配信サービスは，外部からコンテ
ンツを集約して配信するアグリゲーターとしての機能を有しているものの，いわゆる
広く人気があるコンテンツが視聴できる機会には限りがある．「複合メディア環境」に
おいて，テレビ放送によって伝送されるテレビコンテンツは，依然として多くの人々
を集める力を有しているのが現状である． 
テレビやインターネットを含めた様々なメディアにて視聴可能なコンテンツを俯瞰
してみたとき，テレビ放送向けの番組に人々に支持されるコンテンツがどれだけ多い
かを測定することによって，テレビ番組への関与の度合いを見ることができる．コン
テンツ関与傾向の強い人々が増加するであろう今後の「複合メディア環境」における
コンテンツ流通市場において，いわゆるテレビとネットの対立軸的な議論を行うのみ
では，有益な結論を導くことは難しいと考える．もちろん，インターネットを利用し
たコンテンツ配信は，放送法や電波法に縛られることがないため，マルチデバイスへ
の対応という点で視聴者に対し様々な形式の配信プラットフォームを展開しやすく，
今後も新しい動画配信サービスやビジネスモデルが次々展開されることは容易に想像
がつく．しかし，ハードウェアやインフラストラクチャに関する議論のみで新しいコ
ンテンツ流通市場が形成できるわけではなく，結局はコンテンツの制作著作に関する
権利を保有する側とそれを配信するプラットフォーム側で構築されるビジネスモデル
の問題に帰着することになる．言い換えるならば，どのメディアに視聴者が集まるか
というのは，人々を集められる優良なコンテンツの展開状況によるということである．
コンテンツを提供する側としては，制作著作側が利益を最大化するための戦略を当然
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ながらとっていくことになるため，コンテンツ配信事業者側との交渉によって，テレ
ビやネットの各プラットフォーム上で視聴者が所望するコンテンツがどのような形で
視聴できるのかといったことが決まってくる．「テレビ離れ」論の今後は，少なくとも
技術論やインフラストラクチャ論に閉じたところで進むのではなく，各プラットフォ
ーム上の動画コンテンツの流通の仕方とビジネスモデルの構築の仕方によって影響さ
れるものと考える． 
 5.6 では，コンテンツ制作側からみたマルチメディア展開という視点で，現在放送
事業者側が行っているテレビ番組のマルチメディア展開および出資映画におけるビジ
ネススキームについて説明するとともに，放送事業者とインターネット動画配信事業
者がコンテンツビジネスという土台で共存できるためのビジネスモデルの構築につい
て提案する． 
 
5.6. 「複合メディア環境」におけるコンテンツ制作側のビジネスモデル  
 
3 に示したように，「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動は，テレビメデ
ィアへの関与からテレビコンテンツに対する関与へと移行していた．「複合メディア環
境」におけるテレビ番組視聴形態は，従来からのテレビ受像機でテレビ放送を受信す
るという形式に限らず，例えばインターネット動画配信サービスを通じてスマートフ
ォンで視聴するという形式も選択することが可能な状況にある．テレビ放送番組の制
作を中心に担ってきた放送事業者は，従来までのテレビ放送事業にとどまらず，イン
ターネット配信やビデオグラムの販売といった二次利用的な収入源を含めて，多様化
する視聴行動に合ったコンテンツ視聴機会を提供することで，放送事業者としては新
たな収益チャンスとなっている． 
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放送事業者が制作した番組を，多様化したチャネルの中で展開し二次利用収入を得
るといった，いわゆるコンテンツのマルチメディア展開については現在も放送事業者
等にて積極的に実施されており，図 5-3 にその概要を示した．なお，この図における
放送事業者としては，民間放送局で，売上規模が大きく番組制作能力も比較的高い，
首都圏等都市部の地上波テレビ放送局を想定した． 
テレビ放送による展開を主体として制作された番組は，図 5-3 に示したように，ま
ずは地上波放送を利用した展開を行い，テレビ広告収入を得る．このテレビ広告収入
がマルチメディア展開の中で得られる収入のうち大きな部分となるため，二次収入を
得るためのメディア展開を実施する際には，このテレビ広告収入を最大化するための
戦略がまずは検討される． 
テレビ放送が行われているコンテンツについて，世間的にはそのコンテンツについ
ての認知が高く，視聴欲求も高いと考えられる，よって，放送のスケジュールに合わ
せて，インターネット配信サービスを利用した「見逃し配信」であるとか，DVD やブ
ルーレイといったビデオグラムを販売するといった展開がタイミングよく行われる．
 
図 5-3 放送事業者におけるコンテンツのマルチメディア展開 
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また，放送終了後に収入を得られる機会として，たとえば東京キー局が制作したコン
テンツを他の地方局や BS/CS 放送事業者に対して放送権を販売するといった，いわゆ
る番組販売と呼ばれる展開も多く行われている．その他，コンテンツに関連するイベ
ント事業や，グッズを販売して収入を得る事業も積極的に実施されている．首都圏の
民放キー局と呼ばれる比較的規模の大きなテレビ放送事業者は，少なくともこの図
5-3 に示したコンテンツのマルチメディア展開を自社もしくは自社のグループ企業内
で主体的に展開することは可能である． 
 また，一社でリスクを負いきれない映画などの大型案件については，図 5-4 のよう
に複数の会社が出資金を持ち寄って，映画上映，テレビ放送やグッズ販売などのコン
テンツビジネスを分担して実施し，収益を出資した会社で分けあうといった，「制作委
員会方式」と呼ばれるスキームを構築する場合もある．図 5-4 は，テレビ放送事業者
が映画ビジネスの出資社となった場合の代表的なケースについて記述している． 
 制作委員会方式では，映画上映，テレビ放送，ビデオグラム販売そしてグッズ販売
など，各種コンテンツビジネスを展開する複数の会社が出資し，制作委員会を立ち上
 
図 5-4 制作委員会方式 
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げる．映画コンテンツを制作した後，それぞれの事業を担当した各社が収入と費用を
いったん精算し，契約に基づき出資割合に応じた利益が各社に分配される．これによ
り，一社が全ての事業のリスクを背負うことはなくなるため，規模が大きなコンテン
ツビジネスを展開することが可能となる． 
 この制作委員会方式を利用すれば，複数のコンテンツ関連企業が提携して，リスク
を分散させつつ大きなコンテンツビジネスを実施することができ，各企業の強みを生
かすことも可能となるる．テレビ放送事業者とインターネット動画配信事業者がコン
テンツビジネスという広い座組みで協業することは可能であると考える．この座組み
であれば，テレビ放送事業者とインターネット動画配信事業者のそれぞれの強みを視
聴者に提供できるうえ，利益を出資割合に基づいて分配できるし，リスクも分担でき
ると考える． 
 
5.7. テレビ放送システムの高度化に関する提言 
 
 最後に，1 章で示した最近のテレビ放送システムの高度化に関する提言を行う． 
 放送サービスの高度化に関する市場を形成するために，サービスの利用者となるテ
レビ視聴者のニーズの分析は欠かすことができない．利用者が存在しないサービスは，
投資費用を回収する方法が存在しないからである．放送の高度化を実現するためには，
テレビ放送番組を制作，送信する送り手側の設備投資や運用費用の負担が増えること
が想定され，たとえば 4K/8K といった放送の高画質化を実現させるために，現在の地
上波デジタル放送の実施時と比べてコストが三倍になるという見解もある[5]．さらに
Hybridcast のような放送関連設備の新設や更新を伴うような放送通信連携サービス
も実施するとなると，コンテンツの制作費用や通信系サーバ，ネットワークなどの運
用コストがさらに加わってくる．放送事業者側には，このような政策や技術主体の高
度化政策に対し，コストを回収するだけのビジネスモデルは今のところ見つかってお
らず，「ICT 成長戦略会議」における放送の高度化に関するロードマップが掛け声倒
れになるのではと危惧する声も存在する[12]．しかし，ここでの心配は，つまるとこ
ろ，情報提供者側が市場を形成するサービス利用者側の行動を把握しきれていないこ
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とに起因しているように思われる． 
本研究において導いた結論をもとに，テレビ放送システムの高度化について言及す
ると，「複合メディア環境」におけるテレビ視聴者行動としては，テレビに対して高関
与な層がある程度存在しており，特に番組（コンテンツ）に対する関与を示す傾向が
確認されることから，高度化された放送システムに視聴者が集まるか否かは，そのう
えで展開されるコンテンツへの関与の高さに依拠するものと考えられる．つまり，技
術シーズとしてはどれだけ新規性があり，システムとしては利用者の好奇心を掻き立
てる仕組みだとしても，そのシステム上で展開される質の高いコンテンツが必要であ
り，人々の高い関与を集められなければ新しい市場は形成できない．逆を言えば質の
高いコンテンツを生み出し，多くの高関与な人々を集めることができれば，高度化し
たテレビ放送システムを基盤とした新しい市場が形成される可能性が高まるのである． 
 1 章にて紹介した，2014 年上旬に行ったスマートテレビ（Hybricast）向けのコン
テンツを放送事業者側が具体的なコンテンツを能動的に制作して放送するといった取
組は，視聴者のメディア選択行動が番組（コンテンツ）に対する関与の高さに依拠す
ることからすると，大変評価できるものである．しかし，市場を形成するうえで重要
なのは，この時に集まった視聴者における視聴番組に対する関与の度合いを評価する
ことであり，関与の度合いと展開した放送通信連携サービス上の機能の操作との関連
を明らかにしていくことであると考える．通信用に展開したコンテンツは，利用者か
らのサーバへのアクセスログをもとにしたアクセス解析により，利用者の行動分析が
可能であるから，展開した番組への関与と行動分析の結果を重ね合わせると，放送通
信連携サービスを実現するうえで利用者満足をさらに高めるための要件が浮かび上が
ってくる．日本においてテレビ放送受信機の実装仕様のうち基礎的な部分は ARIB な
どで標準化されているのであるから，このようなトライアルを積極的に展開したうえ
で，利用者目線での実装要件を標準化される技術仕様に積極的に盛り込める仕組みを
早急に準備すべきである． 
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付録（調査票調査設問・回答） 
F1
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 製造業（食品・食品加工） 20 3.3
2 製造業（飲料） 3 0.5
3 製造業（医薬品・医療用品） 2 0.3
4 製造業（自動車関連） 21 3.5
5 製造業（化粧品・トイレタリー関連） 1 0.2
6 製造業（家電・AV製品） 14 2.3
7 製造業（住宅・設備関連） 11 1.8
8 製造業（文具） 0 0.0
9 その他製造業 67 11.2
10 印刷業・出版業 8 1.3
11 電気・ガス・熱供給・水道業 17 2.8
12 IT・通信・インターネット関連 41 6.8
13 運輸・運送・倉庫業 28 4.7
14 卸売業・商社 33 5.5
15
百貨店・スーパー・コンビニエンスストア・ド
ラッグストア
23 3.8
16
家電量販店・ホームセンター・ディスカウン
トストア
6 1.0
17 その他の小売業 35 5.8
18 金融業・保険業 42 7.0
19 不動産業 13 2.2
20 マスコミ・メディア関連 0 0.0
21 情報提供サービス・調査業 0 0.0
22 広告業 0 0.0
23 飲食業・飲食関連 27 4.5
24
レジャー関連サービス（ホテル、レジャー施
設など）
17 2.8
25 医療・福祉関連 75 12.5
26 教育・学校法人 49 8.2
27 理容・美容・エステ 7 1.2
28 その他サービス業 60 10.0
29 その他の業種 110 18.3
30 就業していない 85 14.2
無回答 0 0.0
Q1
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 はい 600 100.0
2 いいえ 0 0.0
無回答 0 0.0
[081216214501]【Yahoo!リサーチ PLUS】テレビ視聴に関するアンケート【予備調査】【Y!RM】
[全体集計]
あなたご自身および同居しているご家族のお仕事にあてはまるものを全てお答えください。[MA]
あなたは、ご自宅にいつでも視聴可能な状態のテレビを最低１台は所有していますか？[SA]
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Q2
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 はい 300 50.0
2 いいえ 300 50.0
無回答 0 0.0
Q3
度数 ％
集計母数 300 100.0
1 ニュースサイト閲覧 219 73.0
2 SNS 86 28.7
3 ブログ（閲覧） 127 42.3
4 ブログ（自身のサイトを持っている） 72 24.0
5 電子メール 221 73.7
6
ネットショッピングやオークションサイトにお
ける買い物
210 70.0
7
Youtube、ニコニコ動画などの動画共有サ
イト（視聴）
120 40.0
8
Youtube、ニコニコ動画などの動画共有サ
イト（アップロード）
14 4.7
9 知恵袋系の情報共有サイト（閲覧） 82 27.3
10 知恵袋系の情報共有サイト（書き込み） 17 5.7
11 掲示板、チャット 65 21.7
12 有料の動画視聴 11 3.7
13 ネットを利用した各種ゲーム 55 18.3
14 その他 15 5.0
無回答 0 0.0
H1
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ネット利用 300 50.0
2 ＴＶ中心 300 50.0
無回答 0 0.0
[081216214502]【Yahoo!リサーチ PLUS】テレビ視聴に関するアンケート【本調査】【Y!RM】
[全体集計]
対象者区分[hidden]
あなたは、テレビを見るよりもパソコンもしくはケータイを用いたコミュニケーションサイト（SNSやブログなど）を利用している時間が
多いほうだと思いますか？[SA]
頻繁に利用している機能・サービスは何ですか？あてはまるものをいくつでもお選びください。[MA]
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Q1
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ３０分くらい 54 9.0
2 １時間くらい 82 13.7
3 ２時間くらい 165 27.5
4 ３時間くらい 113 18.8
5 ４時間くらい 69 11.5
6 ５時間くらい 56 9.3
7 ６時間くらい 26 4.3
8 ７時間くらい 9 1.5
9 ８時間くらい 10 1.7
10 ９時間以上 16 2.7
無回答 0 0.0
Q2
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ほとんど集中して見ていない 79 13.2
2 ３０分くらい 77 12.8
3 １時間くらい 192 32.0
4 ２時間くらい 157 26.2
5 ３時間くらい 61 10.2
6 ４時間くらい 24 4.0
7 ５時間くらい 4 0.7
8 ６時間くらい 1 0.2
9 ７時間くらい 3 0.5
10 ８時間くらい 1 0.2
11 ９時間以上 1 0.2
無回答 0 0.0
Q3
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ３０分くらい 44 7.3
2 １時間くらい 65 10.8
3 ２時間くらい 114 19.0
4 ３時間くらい 117 19.5
5 ４時間くらい 76 12.7
6 ５時間くらい 65 10.8
7 ６時間くらい 53 8.8
8 ７時間くらい 17 2.8
9 ８時間くらい 22 3.7
10 ９時間以上 27 4.5
無回答 0 0.0
あなたは、平日に１日あたり何時間くらいテレビをご覧になっていますか？次の中から選んでください。[SA]
Ｑ１で選んだ時間のうち、実際に自分が見たい番組を選んで、テレビ視聴に集中した時間は何時間くらいですか？次の中から選ん
でください。[SA]
あなたは、休日に１日あたり何時間くらいテレビをご覧になっていますか？次の中から選んでください。[SA]
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Q4
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ほとんど集中して見ていない 64 10.7
2 ３０分くらい 40 6.7
3 １時間くらい 168 28.0
4 ２時間くらい 158 26.3
5 ３時間くらい 88 14.7
6 ４時間くらい 50 8.3
7 ５時間くらい 17 2.8
8 ６時間くらい 9 1.5
9 ７時間くらい 3 0.5
10 ８時間くらい 1 0.2
11 ９時間以上 2 0.3
無回答 0 0.0
Q5
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 とても満足している 8 1.3
2 まあまあ満足している 256 42.7
3 どちらともいえない 163 27.2
4 やや不満である 118 19.7
5 とても不満である 55 9.2
無回答 0 0.0
Q6
度数 ％
集計母数 264 100.0
1 最新情報が得られること 173 65.5
2
人気のあるタレント・有名人などが出演して
いること
92 34.8
3 画質がよいこと 73 27.7
4 音質がよいこと 22 8.3
5
放送内容が知人、友人との会話のネタにな
ること
87 33.0
6 放送内容に安心できること 29 11.0
7
全国ネットの番組についてどこでも見られ
ること
56 21.2
8 楽しいこと、笑えること 154 58.3
9 その他 13 4.9
無回答 0 0.0
Ｑ３で選んだ時間のうち、実際に自分が見たい番組を選んで、テレビ視聴に集中した時間は何時間くらいですか？次の中から選ん
でください。[SA]
あなたは、現在のテレビ番組についてどの程度満足していますか？５段階で評価してください。[SA]
現在のテレビについて、テレビのどのような点が満足ですか？あてはまるもの全てを選択してください。[MA]
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Q7
集計
母数
非常にあて
はまる
まああては
まる
どちらともい
えない
あまりあては
まらない
全くあてはま
らない
％ 100.0 27.8 28.7 11.2 17.2 15.2
度数 600 167 172 67 103 91
％ 100.0 13.5 37.7 22.7 15.8 10.3
度数 600 81 226 136 95 62
％ 100.0 26.5 21.3 20.0 22.3 9.8
度数 600 159 128 120 134 59
％ 100.0 3.3 18.8 61.0 11.2 5.7
度数 600 20 113 366 67 34
％ 100.0 8.5 43.5 36.5 8.2 3.3
度数 600 51 261 219 49 20
％ 100.0 27.3 43.5 18.2 8.0 3.0
度数 600 164 261 109 48 18
％ 100.0 14.8 37.8 24.8 17.5 5.0
度数 600 89 227 149 105 30
％ 100.0 10.3 40.7 32.2 11.3 5.5
度数 600 62 244 193 68 33
％ 100.0 16.2 36.2 28.7 13.2 5.8
度数 600 97 217 172 79 35
％ 100.0 18.8 44.3 21.8 10.3 4.7
度数 600 113 266 131 62 28
％ 100.0 14.2 42.8 16.2 15.3 11.5
度数 600 85 257 97 92 69
％ 100.0 18.0 54.5 19.5 7.5 0.5
度数 600 108 327 117 45 3
％ 100.0 18.5 33.8 30.8 14.5 2.3
度数 600 111 203 185 87 14
％ 100.0 8.7 35.3 41.8 11.8 2.3
度数 600 52 212 251 71 14
％ 100.0 12.8 36.8 29.2 17.2 4.0
度数 600 77 221 175 103 24
％ 100.0 11.7 30.2 31.0 22.3 4.8
度数 600 70 181 186 134 29
％ 100.0 9.2 31.3 24.7 26.2 8.7
度数 600 55 188 148 157 52
％ 100.0 3.5 17.5 41.8 27.3 9.8
度数 600 21 105 251 164 59
％ 100.0 35.7 49.3 11.8 2.3 0.8
度数 600 214 296 71 14 5
％ 100.0 5.7 28.0 34.2 24.0 8.2
度数 600 34 168 205 144 49
％ 100.0 10.0 31.3 26.0 18.8 13.8
度数 600 60 188 156 113 83
％ 100.0 2.0 19.0 35.8 28.5 14.7
度数 600 12 114 215 171 88
％ 100.0 7.8 34.2 23.0 25.7 9.3
度数 600 47 205 138 154 56
友人、知人や情報誌で面白いと取り上げら
れた番組を選んでいる
番組の途中でもチャンネルを頻繁に変更し
て、なんとなく面白そうな番組を見る
番組を見ているときに、どの放送局が制
作・放送しているかについてはほとんど意
識したことがない
あちこちのチャンネルをリモコンなどでいつ
も変えながらテレビを見る
自分として信頼している特定の放送局があ
る
番組が面白ければ、どの放送局のもので
も関係なく見る
いつもだいたい決まったチャンネルしか見
ていないと思う
新聞、ネットやテレビ情報誌のテレビ欄を
見て、見たい番組を常日頃チェックしている
テレビは自分が生活する上で必要だと思う
チャンネルを選ぶために、事前に新聞や
TV情報誌をチェックする
どのチャンネルを見ていても同じようなこと
を放送しているなと感じる
視聴できるチャンネル数は多いほど良いと
思う
優れた番組を制作・配信する放送局につい
て、自分なりに評価ができる
自分が好きな特定のチャンネルがある
暇なときはとりあえずテレビのスイッチをい
れる
テレビがついていても実際にはネットや
ケータイに集中していることが多い
テレビを見る必要のない時間には、テレビ
をつけない
テレビの情報はネット上の情報と比べてと
ても信頼できると思う
テレビでもネットでも正しい（もしくは楽しい）
情報が得られると思う
テレビが家にあると安心する
テレビが見られない日が比較的長期間続
いても、他のメディアがあれば特に不自由
なく生活できると思う
テレビは、他のメディアと比べて、世の中の
最新情報を入手するために最も効率のよ
い手段だと思う
テレビを見ることが大好きである
Q7M021
Q7M022
Q7M023
Q7M015
Q7M016
Q7M017
Q7M018
Q7M019
Q7M020
Q7M009
Q7M010
Q7M011
Q7M012
Q7M013
Q7M014
Q7M003
Q7M004
Q7M005
Q7M006
Q7M007
Q7M008
テレビに対する以下の意見について、あなたはどのように考えますか？５段階で評価してください。[SAマトリクス]
Q7M001
Q7M002
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％ 100.0 5.5 19.3 29.0 30.3 15.8
度数 600 33 116 174 182 95
％ 100.0 9.0 34.3 27.2 18.7 10.8
度数 600 54 206 163 112 65
％ 100.0 18.3 49.8 23.8 6.3 1.7
度数 600 110 299 143 38 10
％ 100.0 21.3 32.8 19.0 16.5 10.3
度数 600 128 197 114 99 62
％ 100.0 10.5 23.5 28.5 32.7 4.8
度数 600 63 141 171 196 29
％ 100.0 6.2 17.0 34.0 25.5 17.3
度数 600 37 102 204 153 104
％ 100.0 27.3 43.3 15.3 8.0 6.0
度数 600 164 260 92 48 36
％ 100.0 11.3 35.8 38.2 12.8 1.8
度数 600 68 215 229 77 11
％ 100.0 9.2 38.8 42.2 7.3 2.5
度数 600 55 233 253 44 15
％ 100.0 3.3 17.7 42.8 22.2 14.0
度数 600 20 106 257 133 84
毎週決まった番組を見ているわけではない
テレビのチャンネルは家族の誰かが選ん
だものを見ていることが多い
毎週見ているお気に入りの番組がある
どの番組を見ても、似たりよったりだと思う
安心して見られる番組がある
話題になりそうな番組を選んで見る
新番組は特にチェックする
好きな芸能人やキャスターなどが出演して
いる番組を選んで見る
見たい番組だけを選んで見る
見たいテレビがあるときは、その時間までに自宅
に帰って見るか、番組を録画して見る
Q7M033
Q7M027
Q7M028
Q7M029
Q7M030
Q7M031
Q7M032
Q7M024
Q7M025
Q7M026
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Q8
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ニュース・報道・ドキュメンタリー番組 506 84.3
2 ドラマ番組 291 48.5
3 スポーツ番組 191 31.8
4 映画番組 213 35.5
5 ワイドショー番組 160 26.7
6 アニメ番組 111 18.5
7 バラエティ・お笑い番組 301 50.2
8 料理・生活・実用番組 116 19.3
9 紀行・旅番組 167 27.8
10 音楽番組 141 23.5
11 語学・教育番組 45 7.5
12 この中にあてはまるものはない 3 0.5
無回答 0 0.0
Q9
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 はい 527 87.8
2 いいえ 73 12.2
無回答 0 0.0
Q10
度数 ％
集計母数 527 100.0
1 ほぼ毎日 95 18.0
2 週に３日～４日くらい 70 13.3
3 週に１～２日くらい 118 22.4
4 月に１～２日くらい 92 17.5
5 年数回くらい 152 28.8
無回答 0 0.0
Q11
集計
母数
非常にあて
はまる
まああては
まる
どちらともい
えない
あまりあては
まらない
全くあてはま
らない
％ 100.0 14.6 30.7 11.4 22.2 21.1
度数 527 77 162 60 117 111
％ 100.0 8.3 20.1 19.5 33.0 19.0
度数 527 44 106 103 174 100
％ 100.0 1.5 6.1 15.0 35.7 41.7
度数 527 8 32 79 188 220
％ 100.0 8.5 16.7 12.9 20.9 41.0
度数 527 45 88 68 110 216
％ 100.0 7.6 22.4 19.7 24.9 25.4
度数 527 40 118 104 131 134
％ 100.0 3.4 12.1 22.8 35.3 26.4
度数 527 18 64 120 186 139
Q11M005
Q11M006
見たいと思った番組はあまり考えずとりあ
えず録画しておく
録画した番組は早送りし、見たいシーンを
中心に再生する
録画した番組は、放送されたその日に見な
いと気がすまない
録画した番組のうち、気に入った番組は外
部メディア（DVDなど）へダビングし保存して
いる
お気に入りの番組が録画できなかた場合、
何らかの手段を使って見逃した番組を視聴
しようと努力する
録画装置で録画しているものの、ほとんど
再生していない
Q11M001
Q11M002
Q11M003
Q11M004
あなたは、どのジャンルの番組を比較的よく視聴していますか？あてはまるものを全て選んでください。[MA]
あなたは、テレビ放送を録画可能な「録画装置※」を所有していますか？[SA]
あなたは、その「録画装置」でテレビ放送を録画する頻度はどのくらいですか？あてはまるものを選んでください。[SA]
あなたは、録画装置を用いた番組の録画・再生に関する行動についてどの程度合致しますか？５段階で評価してください。[SAマト
リクス]
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Q12
度数 ％
集計母数 527 100.0
1 ニュース・報道・ドキュメンタリー番組 82 15.6
2 ドラマ番組 280 53.1
3 スポーツ番組 74 14.0
4 映画番組 206 39.1
5 ワイドショー番組 9 1.7
6 アニメ番組 86 16.3
7 バラエティ・お笑い番組 136 25.8
8 料理・生活・実用番組 38 7.2
9 紀行・旅番組 55 10.4
10 音楽番組 72 13.7
11 語学・教育番組 28 5.3
12 この中にあてはまるものはない 30 5.7
無回答 0 0.0
Q13
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ある 369 61.5
2 ない 231 38.5
無回答 0 0.0
Q14
度数 ％
集計母数 369 100.0
1 テレビを視聴する時間よりとても多いと思う 35 9.5
2 テレビを視聴する時間より多いと思う 21 5.7
3
テレビを視聴する時間とおよそ同じくらいだ
と思う
36 9.8
4
テレビを視聴する時間に比べると少ないと
思う
90 24.4
5 テレビに比べると微々たる時間だと思う 187 50.7
無回答 0 0.0
あなたは、どのジャンルの番組をよく録画していますか？あてはまるものを全て選んでください。[MA]
あなたは、youtubeやニコニコ動画のような、インターネットにおける無料の動画共有サイトにて動画を視聴もしくは投稿したことはあ
りますか？[SA]
動画共有サイトを視聴する時間は、あなたが実際にテレビを視聴する時間と比較してどの程度ですか？１つ選んでください。[SA]
118
Q15
集計
母数
非常にあて
はまる
まああては
まる
どちらともい
えない
あまりあては
まらない
全くあてはま
らない
％ 100.0 6.2 27.9 23.0 26.0 16.8
度数 369 23 103 85 96 62
％ 100.0 22.5 41.7 14.6 13.6 7.6
度数 369 83 154 54 50 28
％ 100.0 4.3 27.6 32.0 24.1 11.9
度数 369 16 102 118 89 44
％ 100.0 4.1 15.2 26.8 28.5 25.5
度数 369 15 56 99 105 94
％ 100.0 7.6 17.6 42.0 23.6 9.2
度数 369 28 65 155 87 34
％ 100.0 4.6 12.2 27.6 37.1 18.4
度数 369 17 45 102 137 68
％ 100.0 2.2 5.7 20.1 31.2 40.9
度数 369 8 21 74 115 151
Q16
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ある 211 35.2
2 ない 389 64.8
無回答 0 0.0
Q17
集計
母数
非常にあて
はまる
まああては
まる
どちらともい
えない
あまりあては
まらない
全くあてはま
らない
％ 100.0 8.1 22.3 11.4 30.3 28.0
度数 211 17 47 24 64 59
％ 100.0 5.7 22.7 15.2 32.2 24.2
度数 211 12 48 32 68 51
％ 100.0 8.1 41.7 19.9 18.0 12.3
度数 211 17 88 42 38 26
％ 100.0 5.2 22.3 16.6 21.3 34.6
度数 211 11 47 35 45 73
％ 100.0 2.8 13.7 19.9 39.3 24.2
度数 211 6 29 42 83 51
％ 100.0 0.0 3.8 12.8 20.9 62.6
度数 211 0 8 27 44 132
％ 100.0 1.9 9.5 14.7 28.9 45.0
度数 211 4 20 31 61 95
％ 100.0 0.9 6.6 10.9 22.7 58.8
度数 211 2 14 23 48 124
Q18
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 ある 63 10.5
2 ない 537 89.5
無回答 0 0.0
あなたは、テレビ局が主催するケータイ向けインターネットサイトを見たことがありますか？[SA]
テレビ番組を見ているときに、サイトに関す
る告知を見て、気になる情報があればサイ
トをチェックする
観覧希望やプレゼントの応募をする
ニュース動画をよくチェックしている
番組へのご意見、ご感想、情報募集のコー
ナーによく書き込みをする
番組宣伝やテレビ未公開動画などを良く
チェックする
テレビ局が主催するショッピングサイトをよ
く利用する
Q17M003
Q17M004
Q17M005
Q17M006
Q17M007
Q17M008
動画共有サイトがあれば、テレビをあまり
見なくても世の中の話題についていけると
思う
動画共有サイトがあればテレビは要らない
と思う
あなたは、テレビ局が主催するパソコン向けのインターネットサイトを見たことがありますか？[SA]
テレビ局が主催するパソコン向けのインターネットサイトに対する行動のうち、あなたはどの程度合致しますか？５段階で評価してく
ださい。[SAマトリクス]
Q17M001
Q17M002
いつも見ている放送局のホームページが
ある
いつも見ている番組のページがある
Q15M003
Q15M004
Q15M005
Q15M006
Q15M007
自分の周りの人で話題になっているものを
見る
見たい番組のキーワードを入力し、見たい
番組を選ぶ
見たい番組のキーワードに関連したおすす
めの番組を選ぶ
見たいものは決まっておらず、そのときアク
セス数の多い番組を選ぶ
動画共有サイトはテレビより便利で楽しい
動画共有サイトに対する以下の態度について、あなたはどのように考えますか？５段階で評価してください。[SAマトリクス]
Q15M001
Q15M002
119
Q19
集計
母数
非常にあて
はまる
まああては
まる
どちらともい
えない
あまりあては
まらない
全くあてはま
らない
％ 100.0 9.5 27.0 14.3 25.4 23.8
度数 63 6 17 9 16 15
％ 100.0 7.9 28.6 14.3 25.4 23.8
度数 63 5 18 9 16 15
％ 100.0 7.9 36.5 17.5 20.6 17.5
度数 63 5 23 11 13 11
％ 100.0 9.5 33.3 17.5 14.3 25.4
度数 63 6 21 11 9 16
％ 100.0 4.8 14.3 22.2 23.8 34.9
度数 63 3 9 14 15 22
％ 100.0 0.0 9.5 22.2 11.1 57.1
度数 63 0 6 14 7 36
％ 100.0 3.2 3.2 27.0 27.0 39.7
度数 63 2 2 17 17 25
％ 100.0 3.2 7.9 20.6 14.3 54.0
度数 63 2 5 13 9 34
Q21
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 １００円未満 115 19.2
2 １０１円～２００円 65 10.8
3 ２０１円～３００円 26 4.3
4 ３０１円～４００円 11 1.8
5 ４０１円～５００円 2 0.3
6 ５０１円～６００円 3 0.5
7 ６０１円～７００円 0 0.0
8 ７０１円～１０００円 1 0.2
9 １００１円～２０００円 0 0.0
10 ２００１円以上 1 0.2
11 お金を払ってまで登録したくない 376 62.7
無回答 0 0.0
F1
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 男性 298 49.7
2 女性 302 50.3
無回答 0 0.0
番組宣伝やテレビ未公開動画などを良く
チェックする
テレビ局が主催するショッピングサイトをよ
く利用する
あなたは、テレビ局が主催するケータイ向けの有料サービス（着メロ配信、動画配信、芸能情報配信、その他）について、１サイトあ
たりどの程度の価格であれば登録してもよいと考えますか？[SA]
あなたの性別をお答えください。[SA]
Q19M005
Q19M006
Q19M007
Q19M008
いつも見ている放送局のホームページが
ある
いつも見ている番組のページがある
テレビ番組を見ているときに、サイトに関す
る告知を見て、気になる情報があればサイ
トをチェックする
観覧希望やプレゼントの応募をする
ニュース動画をよくチェックしている
番組へのご意見、ご感想、情報募集のコー
ナーによく書き込みをする
テレビ局が主催するケータイ向けインターネットサイトに対する視聴態度のうち、あなたはどの程度合致しますか？５段階のうち、最
もあてはまるものを選択してください。[SAマトリクス]
Q19M001
Q19M002
Q19M003
Q19M004
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F2
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 20歳 6 1.0
2 21歳 10 1.7
3 22歳 7 1.2
4 23歳 3 0.5
5 24歳 7 1.2
6 25歳 12 2.0
7 26歳 8 1.3
8 27歳 11 1.8
9 28歳 17 2.8
10 29歳 21 3.5
11 30歳 8 1.3
12 31歳 18 3.0
13 32歳 14 2.3
14 33歳 19 3.2
15 34歳 12 2.0
16 35歳 17 2.8
17 36歳 16 2.7
18 37歳 19 3.2
19 38歳 11 1.8
20 39歳 14 2.3
21 40歳 11 1.8
22 41歳 21 3.5
23 42歳 19 3.2
24 43歳 12 2.0
25 44歳 12 2.0
26 45歳 16 2.7
27 46歳 12 2.0
28 47歳 10 1.7
29 48歳 9 1.5
30 49歳 11 1.8
31 50歳 40 6.7
32 51歳 32 5.3
33 52歳 24 4.0
34 53歳 21 3.5
35 54歳 21 3.5
36 55歳 21 3.5
37 56歳 18 3.0
38 57歳 12 2.0
39 58歳 15 2.5
40 59歳 13 2.2
無回答 0 0.0
あなたの年齢をお答えください。[SA]
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F3
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 北海道 36 6.0
2 青森県 4 0.7
3 岩手県 6 1.0
4 宮城県 13 2.2
5 秋田県 6 1.0
6 山形県 5 0.8
7 福島県 13 2.2
8 茨城県 14 2.3
9 栃木県 7 1.2
10 群馬県 5 0.8
11 埼玉県 37 6.2
12 千葉県 30 5.0
13 東京都 73 12.2
14 神奈川県 47 7.8
15 山梨県 5 0.8
16 長野県 9 1.5
17 新潟県 2 0.3
18 富山県 4 0.7
19 石川県 7 1.2
20 福井県 3 0.5
21 岐阜県 13 2.2
22 静岡県 25 4.2
23 愛知県 41 6.8
24 三重県 5 0.8
25 滋賀県 2 0.3
26 京都府 12 2.0
27 大阪府 38 6.3
28 兵庫県 23 3.8
29 奈良県 10 1.7
30 和歌山県 5 0.8
31 鳥取県 4 0.7
32 島根県 3 0.5
33 岡山県 10 1.7
34 広島県 12 2.0
35 山口県 7 1.2
36 徳島県 6 1.0
37 香川県 9 1.5
38 愛媛県 6 1.0
39 高知県 3 0.5
40 福岡県 20 3.3
41 佐賀県 2 0.3
42 長崎県 3 0.5
43 熊本県 3 0.5
44 大分県 2 0.3
45 宮崎県 1 0.2
46 鹿児島県 6 1.0
47 沖縄県 3 0.5
無回答 0 0.0
あなたがお住まいの都道府県をお答えください。[SA]
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F4
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 学生 22 3.7
2 会社・法人の経営者（含役員） 29 4.8
3 給与所得者（含役職者） 228 38.0
4 自営業 72 12.0
5 パート・アルバイト 77 12.8
6 その他職業 15 2.5
7 専業主婦（主夫） 125 20.8
8 現在仕事には就いていない 32 5.3
無回答 0 0.0
F5
度数 ％
集計母数 600 100.0
1 200万円未満 61 10.2
2 200万円以上～300万円未満 51 8.5
3 300万円以上～400万円未満 75 12.5
4 400万円以上～500万円未満 74 12.3
5 500万円以上～600万円未満 73 12.2
6 600万円以上～700万円未満 52 8.7
7 700万円以上～800万円未満 59 9.8
8 800万円以上～900万円未満 29 4.8
9 900万円以上～1000万円未満 45 7.5
10 1000万円以上～1200万円未満 33 5.5
11 1200万円以上～1500万円未満 29 4.8
12 1500万円以上 19 3.2
無回答 0 0.0
あなたの職業をお答えください。[SA]
あなたの世帯年収をお答えください。[SA]
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